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序    文 

 

独立行政法人国際協力機構は、ミャンマー連邦共和国口蹄疫対策改善計画にかかる協力準備調

査を実施することを決定し、同調査を株式会社山下設計・株式会社シーエムプラス・インテムコ

ンサルティング株式会社共同企業体に委託しました。 

調査団は、平成 26 年 5 月から平成 27 年 12 月までミャンマー国の政府関係者と協議を行うと

ともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完

成の運びとなりました。 

 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 28 年 3 月 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部 

部長 北中 真人 

 

 

 





 

i 

要  約 

1. 国の概要 

ミャンマー連邦共和国（以下ミャンマー国という）はインドシナ半島の西側の北緯 10 度

から 28 度の間に位置し、北東に中国、東にラオス、南東にタイ、西にバングラデシュ、北

西にインドと国境を接し、海側はアンダマン海とベンガル湾に面し、海岸線の全長は約

2,000km である。国土面積は 68 万 km2（日本の約 1.8 倍）、人口は約 6,367 万人（2012

年、IMF 推定値）である。 

ミャンマー国の行政区分は、7 つの地域、7 つの州から構成されている。本計画予定地の

あるヤンゴン市は、国の中央からやや南に位置するヤンゴン地域の中央部にある同国最大

の都市で、首都ネーピードーから南へ約 380km に位置する。 

ミャンマー国は国土の大半が熱帯または亜熱帯に属するが、国土が南北に細く起伏に富

んだ地域のため場所によって気候差が大きいのが特徴である。乾季は 10 月下旬～3 月、4

月～5 月の酷暑期、雨季は 6 月～10 月中旬に分かれる。 

IMF の統計によれば、ミャンマー国の 2012/13 年度の名目 GDP は 553 億米ドル、1 人

当たりの名目 GDP は 868 米ドル、経済成長率は 2011/12、2012/13 年度は 5.9％、6.4％と

順調に成長している。特に 2011 年の政権の民政移管後からは「ミャンマーブーム」による

開発需要が高まり、天然ガスのタイへの輸出や中国向けのパイプラインの建設、縫製品等

の軽工業への外国・国内投資、経済特別区の開発、大型不動産開発などが始まり活況を呈

している。 

ミャンマー国の産業別部門 GDP の 2010/11 年度比率は、第一次産業が 34.7％、第二次産

業が 27.6％、第三次産業が 37.7％となっている。第一次産業の構成比は減少傾向にあるも

のの、依然として高い割合を占めており、畜産業の成長率は、平均 12.5%(2006 年-2010 年)

と高く、今後とも拡大が期待される産業のひとつである。 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

ミャンマー国は、労働人口の約 60％が農業(畜水産・林業を含む)に従事している農業国

である。農業(畜水産・林業を含む)の GDP に占める割合は、ASEAN 諸国の中で最も高い

水準にある。同国で飼育される牛及び水牛は飼養頭数が国全体で約 1,800 万頭と ASEAN

諸国の中で最も多く、役畜として耕起／運搬等に使われる他、堆肥原料の提供、肉や乳製

品の取引など、農家の収入向上及び食料安全保障に加え、畜産の産業化による経済発展支

援の側面からも重要な資源である。 

同国において度々発生する口蹄疫（foot-and-mouth disease, FMD）はウイルスによって

起こる偶蹄類家畜の急性熱性伝染病であり極めて高い伝播性により、口蹄疫発生国からの

牛の輸入は厳しく制限されることから、家畜輸出機会の喪失により大きな経済的損失を招

くこととなる。国内における畜産業の振興と生産性に著しい負の影響を与えるだけでなく、
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国境を越えた家畜の不法移動に伴い連鎖的に感染拡大を招くことから、周辺諸国にとって

も大きな脅威となっている。 

一方、同国の口蹄疫対策の実情は、恒常的な財政難と家畜疾病診断及びワクチン製造に

必要な機材・施設の著しい老朽化によるワクチン不足で、口蹄疫が数年おきに大発生を繰

り返すという状況が続いている。口蹄疫は当国畜産セクターに著しい損害を与えているだ

けでなく、国際的に最も恐れられている家畜伝染病の一つであり、我が国への影響も含め、

地域全体への蔓延を抑制するための早急な対策が求められている。 

かかる状況を改善するため、ミャンマー国政府は、口蹄疫防疫対策能力の強化を目的に、

口蹄疫ワクチン製造と診断を行うための施設及び機材整備について、無償資金協力を我が

国に要請した。 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

(1) 施設計画 

JICA が 2013 年 11 月に実施した基礎情報収集調査時点では、ミャンマー国政府が建設し

未使用であった FMD ワクチンラボ（既存施設）を改修し、要請機材を日本側で設置する構

想であった。しかしながら、2014 年 4 及び 5 月の協力準備調査において、同ラボの構造診

断を実施した結果、予想以上に構造躯体が脆弱で、暴風や地震等の災害を考慮すると、た

とえ改修工事を施したとしても、構造躯体の安全性を確保することは困難と判断された。 

このため、同既存施設を、口蹄疫診断・ワクチン製造に供する建屋として使用すること

は不適である旨を説明し、ミャンマー側の理解を得た。その後、代替施設として、ヤンゴ

ン市インセイン郡区の畜産獣医局が所有する区画内に立地する動物製剤プラントとして利

用されている建屋が提示された。構造診断の結果、建屋の改修は必要となるが、1 階部分を

本計画の診断部門として使用することが可能であると判断された。ただし、ワクチン製造

施設として使用するには、構造上不可能であるため、ワクチン製造部門は、同動物製剤プ

ラント周辺の土地を活用し、日本側で新棟を建設することでミャンマー政府と合意した。

なお、既存建屋の改修工事は日本側が実施する計画となる。 

(2) 機材計画 

 1) ワクチン製造用機材 

ワクチンの安定生産及び品質管理に最低限必要な機材をミャンマー国での持続可能性を

考慮して選定または設計し、ローラーボトル培養法におけるワクチン製造機器を日本側で

調達することが要請された。 

年間 100 万ドーズの製造量という要請規模については、1 回 10 万ドーズの生産を年間 10

回実施する生産計画で合意した。生産効率に関してはヤンゴンの FMD ラボではデータが無

いため、タイ国パクチョン FMD ラボにおける生産指標を参考に、ローラーボトル培養法に

おける製造技術レベルの差を考慮した。 
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 2) 口蹄疫診断用機材 

基礎情報収集確認調査の要請機材リストによれば、口蹄疫診断に係る機材は PCR 機器と

ELISA リーダー、それに分析用コンピュータのみであった。ワクチン製造用に要請された

機材の中にも一般的なラボ用機材や保管用機材など診断にも使用することが想定されるも

のも含まれていたことから、それらを整理し、さらに日本の口蹄疫診断施設、タイのパク

チョンラボ、既存 FMD ラボの状況を踏まえ、必要と思われる機材を加えた内容で要請機材

を取りまとめた。 

(3) ソフトコンポーネント計画 

現在の国立口蹄疫研究所においては、ウイルス大量培養を実施する生産機材に関する専

門的な教育、訓練を受けたスタッフは限られていることから、本事業のサステナビリィ確

保のためには、整備された施設と機材を適切に運用・維持・管理していくための技術支援

が不可欠である。ソフトコンポーネントとして、施設、インフラユーティリティー設備、製造設

備及び機材の原理と特徴、運用及び維持管理手法、本プロジェクトで整備する施設及び機材を用

いたワクチン製造計画の立案に必要な基本事項に関する初期支援を実施する。 

 

以上の検討の結果、本無償資金協力で対象とするコンポーネントは表 I のとおり。 
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表 I：協力対象範囲概要 

 計画概要 

施
設
整
備 

(1)施設： 

棟 区分 延べ面積 主要部分の構造、階数等 
ワクチン製造棟 新築 

1,070 ㎡
鉄筋コンクリート造、2 階建 
付属施設（守衛室、電気室等を含む）

口蹄疫診断棟 改修 
803 ㎡

組積造（レンガ）鉄骨小屋組み屋根、

2 階建 

計 1,873 ㎡  

(2)施設付帯設備： 

・電気設備：電源設備(受変電・配電設備)、非常用発電機設備、照明・コンセン

ト設備、通信設備、放送設備、火災報知設備、避雷設備 

・機械設備：空調・換気設備 

・給排水衛生設備：衛生器具設備、給水設備、排水設備、消火設備、さく井設備

・ワクチン製造特殊設備 

機
材
供
与 

(1)ワクチン製造用機材： 

セルローラー、ローラーボトル、ローラーキャップ、デジタルカメラ付き倒立

顕微鏡、超遠心機等 

(2)口蹄疫診断用機材： 

 PC、プリンター、リアルタイム PCR、マイクロプレート用リーダー、CO2

インキュベーター、安全キャビネット、クリーンベンチ等 

ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
―
ネ
ン
ト

以下に挙げる項目について初期支援を実施する。 

(1) 口蹄疫ワクチン製造施設及びインフラユーティリティー設備の運用及び維

持管理手法の習得 

(2) 口蹄疫ワクチン製造設備の運用及び維持管理手法の習得 

(3) 口蹄疫ワクチン製造機材の運用及び維持管理手法の習得 

(4) 口蹄疫ワクチン製造施設における量産プロセスの理解 

 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの実施に必要な工期は、施設の規模、現地の建設事情、両国政府の予算制

度、プロジェクトサイトの準備工程等から判断して、約24ヵ月（詳細設計及び入札業務6.5

ヵ月、施設建設工事13ヵ月、機材据付工事1ヵ月、ソフトコンポーネント5カ月）を予定し

ている。日本側が負担する施設及び機材工事の経費は、施工・調達業者契約認証まで非公

表。ミャンマー国政府負担金は、10百万円である。 
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5. プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、以下の観点から我が国の無償資金を活用した協力対象事業として妥

当であると判断される。 

 1) プロジェクトの裨益対象 

周辺アジア地域における影響 

口蹄疫の発生は、フィリピン、インドネシアとマレーシアの島の部分を除き、東

南アジア地域では広く認められている。これまで軍事政権下で、ミャンマー国の口

蹄疫防疫対策が立ち遅れてきた点、家畜頭数が周辺国に比べて群を抜いて多い点、

経済理論に従い価格の安い地域から高い地域への国境を越えた家畜の移動が認めら

れる点を勘案すると、ミャンマー国において口蹄疫防圧を支援することは、近隣諸

国のなかで最もインパクトが大きく、周辺アジア地域の畜産業の安定及び発展に寄

与するものと考えられる。 

ミャンマー国内における影響 

ミャンマー国では、農業人口が突出しており、貧困層の割合も農業従事者が過半

を占める。口蹄疫の防圧は、農畜産生産の安定化につながり、以下の点で裨益する

ことで貣困削減に寄与するものと考えられる。 

・乳量、肉量の増産 

・家畜の売却時の収入の増加 

・海外への健康畜の輸出増加 

・役畜として継続的な利用 

 2) ミャンマー国の中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

当国政府内の農村開発・貧困緩和中央委員会は、2011 年 5 月に開催されたワーク

ショップを端に、農村開発と貧困緩和を効果的かつ効率的に実施することを目的と

した 8 つの開発課題を掲げた「農村開発・貧困緩和アクションプラン」を策定し、

「畜・水産セクターの開発」を位置づけている。また、同ワークショップを受け 2011

年に策定された「畜産・水産セクター短期計画」(2011-2015)において、「動物疾病

管理」が政策の一つとして提示されている。このように、本プロジェクトは、同

国の開発戦略の方向性とも合致している。 

 3) 我が国の援助政策・方針との整合性 

本プロジェクトは、2012年4月に見直された我が国の対ミャンマー新経済協力方針

において「国民の生活向上のための支援」に合致する。同支援方針のもとJICAは、

農業セクターにおいて、①デルタ地帯を主対象とした集約的農業支援、②中央乾燥



 

vi 

地を主対象とした複合農業支援、③シャン州北部地域を主対象とした農村開発・生

計向上支援、④ネピドー・イエジンを対象とした政策立案・人材育成支援の4 分野・

地域を対象に支援を実施している。本プロジェクトは、①集約的農業支援の中に位

置づけられ、家畜衛生改善を通じた畜産振興及び農業生産性向上に資するものであ

る。 

(2) 有効性 

本プロジェクト実施により期待されるアウトプットは表 II、表 III のとおりであり、有

効性は高いと見込まれる。 

表 II：定量的指標 

指標名 基準値 
（2013 年実績値） 

目標値（2020 年） 
事業完成 3 年後 

口蹄疫ワクチン製造量 25 万ドーズ/年 100 万ドーズ/年 
口蹄疫診断件数 1,775 検体/年 4,000 検体/年 
口蹄疫診断精度の向上 
（診断可能項目数） 

0 項目 7 項目 

表 III：定性的指標 

・ワクチン製造が適切な手順で行われることで、効率的にワクチンが生産される。 

・ワクチンの品質管理試験が適切に行われることで、ワクチンの性能が確保される。 

・ワクチン製造施設としての安全性が確保される。 

・口蹄疫診断が適切な手順で行われることで、診断精度が向上する。 

・口蹄疫ワクチン接種地域の畜産安全性が向上する。 
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No.1 建設予定地。1940 年代に建設された既存施
設を活用することがミャンマー政府より提案され
た。1階を口蹄疫診断施設に利用する。 

No.2 建設予定地。No.1 の既存建物の北側。左
右両者の既存建物を解体し、口蹄疫ワクチン製
造施設を新設する。 

 

No.5 現在の国立口蹄疫研究所。細胞培養を行
うエリア。ワクチンの大量生産を行うことがで
きない。 

No.6 現在の国立口蹄疫研究所。過去に供与
されたタンク培養システムが故障したまま
放置されている。 

No.3 現在の国立口蹄疫研究所。1960 年代に建
設された施設を改修し、1984 年に口蹄疫専門の
研究所として創設された。老朽化が激しい。 

No.4 現在の国立口蹄疫研究所。ウイルスを
培養するための恒温室。ウイルスの封じ込め
が考慮されていない。 

 

  



 

 

 

No.7 現在の国立口蹄疫研究所。適切なメンテ
ナンスが実施されないまま放置されている古い
機材が散見される。 

No.8 現在の国立口蹄疫研究所 診断ラボ。
ウイルスを扱った器具は、酸に浸け置き消毒
した上で、建物外に排水している。 

No.9 現在の国立口蹄疫研究所 診断ラボ。機
材が不足しており、診断可能項目が限定されて
いる。 

No.10 1976 年に日本国の支援でタイ国に建
設された口蹄疫ワクチン製造施設の恒温室。
ローラーボトル培養法を採用している。 

 

 

 

No.11 建設予定地近隣の畜産獣医局職員住宅
エリア。 

 

No.12 建設予定地近隣の食堂。竹で編んだ軽
量の外壁で囲った簡易な設え。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) 畜産セクターの現状 

ミャンマー国は、労働人口の約 60％が農業(畜水産・林業を含む)に従事している農業国

である。農業(畜水産・林業を含む)の GDP に占める割合は、34.7％(2011/12 年)と ASEAN

諸国の中で最も高い水準にある。表 1-1 に示すとおり、ミャンマー国の牛及び水牛の飼養

頭数は約 1,700 万頭（2011 年）と ASEAN 諸国の中で最も多く、当国農家においては農業

機械が普及していない中、役用として耕起／運搬等に使われる他、堆肥原料の提供、肉や

乳製品の取引など農業生産と密接なかかわりを持ち、農家の収入向上及び食料安全保障に

も貢献している。 

表 1-1 ミャンマー及び周辺国の家畜頭数 

国名 家畜頭数 
牛 水牛 合計 

カンボジア 2,914,974 680,000 3,594,974
ラオス 1,692,000 1,188,000 2,880,000
マレーシア 784,625 122,778 907,403
ミャンマー 14,500,000 3,200,000 17,700,000
タイ 5,393,000 1,542,000 6,935,000
ベトナム 5,194,178 2,627,813 7,821,991

出典）FAO 統計(2012) 

(2) 口蹄疫の影響 

ミャンマー国において度々発生する口蹄疫（foot-and-mouth disease, FMD）はウイルス

によって起こる偶蹄類家畜の急性熱性伝染病であり、極めて高い伝播性に加え、感染した

家畜の生産性の低下や幼獣での高い致死率を特徴としている。 

口蹄疫発生国からの牛の輸入は厳しく制限されることから、家畜輸出機会の喪失により

大きな経済的損失を招くこととなり、発生国の畜産業の振興と生産性に著しい負の影響を

与えている。 
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(3) 口蹄疫の流行 

 
出典）SEACFMD 2020 Roadmap (2011) 

図 1-1：世界の口蹄疫流行地域 

 

世界には、図 1-1 に示すように 7 つの口蹄疫ウイルスの流行地域（プール 1～7）があり、

ミャンマー国で発生する口蹄疫はプール 1 に属し、東アジア、東南アジアで遺伝子的に同

一株のウイルスによる流行が認められる。このことは、この地域における家畜の移動に伴

い、同一ウイルス株による口蹄疫が拡散していることを意味している。家畜の移動は、図 1-2

に示すように経済的原理により、家畜の値段が低く、かつ、家畜の飼養頭数の多いミャン

マーからタイ、マレーシアや中国等の近隣諸国に向かって起こっている。ミャンマー国で

の口蹄疫の発生は、国境を越えた家畜の不法移動に伴い連鎖的に感染拡大する恐れがある

ことから、周辺諸国にとっても大きな脅威となっている。 



 

1-3 
 

 

出典）SEACFMD 2020 Roadmap (2011) 

図 1-2 インドシナ半島における家畜の移動 

(4) ミャンマー国における口蹄疫対策の立ち遅れ 

ミャンマー近隣諸国の口蹄疫対策は、各国の自立的な対策または諸外国による支援によ

り進展が見られる一方で、ミャンマー国は軍事政権下にあり、支援なく置き去りにされて

きた。周辺国に比べて家畜頭数が圧倒的に多いにも関わらず、家畜の口蹄疫ワクチン接種

率は表 1-2 に示すとおり低い。OIE が認定する「段階的防疫対策の推進（PCP）」1におけ

る認定段階は、「段階 1」に留まっており、域内におけるミャンマー国の口蹄疫対策の重要

性とは裏腹に、その整備状況は周辺国に比べて大きく立ち遅れている。 

                                                  
1  

OIE は右表に示す「段階的防疫

対策の推進（PCP）」により、各

国の家畜衛生体制の整備と口蹄

疫の清浄化を推進することとし

ている（各国の口蹄疫防疫事情

を、家畜衛生当局の組織体制、

サーベイランス、疫学・リスク

評価、病性鑑定、ワクチン等防

疫資材の確保、防疫措置実施等

における対応能力に応じて「0」
から「5」，さらにその上のワク

チン非接種清浄国の 7 段階に区

分） 

段

階

段階の定義 

0 口蹄疫発生に関わるリスクがコントロールされて

おらず、信頼できる情報が欠如 
1 何がリスクか、いずれの防疫対策をとるかを確認 
2 リスクに基づく防疫対策を実施 
3 ウイルスの循環を取り除くための防疫戦略を実施 
4 ウイルス循環を断切り、侵入防止を維持 
5 ウイルス循環を断ち切り、侵入防止を維持し、併

せてワクチン接種を中止 
↓ 

ワクチン非接種清浄国 

出典：OIE「段階的防疫対策の推進（PCP）」 
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表 1-2 ミャンマー及び周辺国における口蹄疫ワクチン接種状況と PCP 段階 

国名 ワクチン接種率 ワクチン接種（供与）数 PCP 段階 
(2012 年時点) 2012 2013 2012 2013 

カンボジア 0.4% 3.2% 15,000 115,000 1 
ラオス 19.4% 24.3% 560,000 700,000 1 
マレーシア 39.8% 33.1% 360,770 300,000 3 
ミャンマー 2.7% 6.7% 486,000 1,186,000 1 
タイ 167.8% 165.1% 11,637,600 11,450,000 3 
ベトナム 10.3% 11.8% 809,227 919,656 2 

出典：OIE 作成資料（2013 年 10 月）に基づき作成 

2013 年のワクチン接種/供与は計画値または年度途中の実績按分による推定値 

 

(5) 東南アジア・中国口蹄疫プログラム(SEACFMD) 

OIE は、「東南アジア・中国口蹄疫プログラム(SEACFMD)」を中心となり進めており、

東南アジアでの口蹄疫清浄化に向けたロードマップ(SEACFMD2020 ロードマップ)の基本

戦略として、1）発生箇所(Active Hot Spot)への対処、2）発生リスクの高い場所（Suspected 

Hot Spot）における集中的な口蹄疫ワクチン接種、3）口蹄疫清浄化地域の保全と維持を掲

げ、2020 年までに東南アジア・中国地域の口蹄疫ワクチン接種清浄化を達成することを目

標としている。 

1-1-2 開発計画 

当国政府内の農村開発・貧困緩和中央委員会は、2011 年 5 月に開催されたワークショッ

プに端を発し、農村開発と貧困緩和を効果的かつ効率的に実施することを目的とした 8 つ

の開発課題を掲げた「農村開発・貧困緩和アクションプラン」を策定し、「畜・水産セクタ

ーの開発」を位置づけている。また、同ワークショップを受け 2011 年に策定された「畜産・

水産セクター短期計画」(2011-2015)において、「動物疾病管理」が政策の一つとして提示さ

れている。これら開発計画の下、畜産獣医局は「ミャンマー国家口蹄疫計画」を立案し、

口蹄疫防圧計画を進めている。 

(1) ミャンマー国家口蹄疫計画 

AusAID の支援による越境性の動物疾病と人獣共通感染症の撲滅(STANDZ)キャンペー

ンを通じて、OIE東南アジアは2012年に専門家支援を行い、畜産獣医局は、SEACFMD2020

ロードマップ及び FAO と OIE が主導する口蹄疫防圧戦略に適合するかたちで、国家口蹄

疫防圧計画の草案を発表した。その後、ミャンマー国の獣医活動や民間セクターの動向を

盛り込んだワークショップが実施され、①技術活動の洗練、②コミュニケーションと意識

喚起の強化、③調整力の強化を主要な目標に各種活動が計画されている。 
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1-1-3 社会経済状況 

(1) 概況 

IMF の統計によれば、ミャンマーの 2012/13 年度の名目 GDP は 553 億米ドル、１人当

たりの名目 GDP が 868 米ドル、経済成長率は、2011/12、2012/13 年度は 5.9％、6.4％と

順調に成長している。特に 2011 年の政権の民政移管後からはミャンマーブームによる開発

需要があり、天然ガスのタイへの輸出や中国向けのパイプラインの建設、縫製品等の軽工

業への外国・国内投資、ティラワ地区開発、ダウェイ経済特別区の開発、ヤンゴン市内で

の大型不動産開発などが始まり活況を呈している。 

表 1-3：主要マクロ経済指標の推移 

年度 2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 
実質 GDP 成長率（％） 3.6 5.1 5.3 5.9 6.4 
名目 GDP 総額（億ドル） 346 381 496 562 553 
一人当たりの名目 GDP（ドル） 588 635 811 900 868 
消費者物価上昇率（％）期末 1.9 7.7 8.9 -1.1 4.7 
失業率（％） 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 
人口（百万人） 58.8 60.0 61.2 62.4 63.7 
財政収支（億ドル） -1.4 -0.5 -1.0 -1.3 -2.5 

出典：IMF データベース 

(2) 産業構造 

JETRO の統計によれば、表 1-4 のとおり、ミャンマーの産業別部門 GDP の 2010/11 年度

比率は、第一次産業が 37.9％、第二次産業が 24.1％、第三次産業が 38.0％となっている。

第一次産業は減少傾向にあるものの、依然として構成比率は高い。畜産・漁業は、構成比

率は微減しているが、金額自体は平均 10%程度の増加傾向にあり、今後とも拡大が期待さ

れる産業のひとつである。  
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表 1-4：産業部門別 GDP 構成の変化 

   単位：百万 MMK

部門 2008/09 年度 2009/10 年度 2010/11 年度 
金額 構成

（％）

金額 構成

（％）

金額 構成

（％）

第一次産業 7,170,165.3 41.8 7,569,840.4 39.9 7,923,735.4  37.9
農業・林業 5,881,369.7 34.3 6,122,685.2 32.3 6,367,646.6  30.5
畜産・漁業 1,288,795.6 7.5 1,447,155.2 7.6 1,556,088.8  7.4

第二次産業 3,606,599.8 21.0 4,240,330.2 22.4 5,024,916.6  24.1
鉱業・エネルギー 119,595.8 0.7 133,256.1 0.7 143,412.2  0.7

製造業 2,750,743.3 16.0 3,269,513.7 17.2 3,938,849.3  18.9
建設 736,260.7 4.3 837,560.4 4.4 942,655.1  4.5

第三次産業 6,378,313.0 37.2 7,154,769.8 37.7 7,942,672.3  38.0
電力・輸送・通信 2,247,195.0 13.1 2,611,702.8 13.8 2,933,053.0  14.0
金融・サービス 450,942.5 2.6 500,055.9 2.6 549,596.7  2.6

商業 3,680,175.5 21.5 4,043,011.1 21.3 4,460,022.6  21.3
GDP 構成（総計） 17,155,078.1 100 18,964,940.4 100 20,891,324.3  100

出典：JETRO GDP 産業別構成  [注] 年度は 4月～翌 3月 

 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

ミャンマー国の家畜衛生行政を担う畜水産地方開発省畜産獣医局においては、恒常的な

財政難と家畜疾病診断及びワクチン製造に必要な機材・施設の老朽化により、家畜衛生対

策に支障が生じている。国内で唯一ワクチン製造を行う国立口蹄疫研究所においては、施

設及び機材とも老朽化が著しく、国内の需要を満たすだけのワクチン量を生産する能力は

なく、製造しているワクチンの品質も把握できていない。その結果、口蹄疫が数年おきに

大発生を繰り返すという状況が続いている。 

このような状況の下、畜水産地方開発省から国立口蹄疫研究所の施設・機材整備のため

の無償資金協力が要請された。 

 

要請内容 

施設 口蹄疫ワクチン製造施設、口蹄疫診断施設 

機材 上記施設に必要な機材 
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1-3 我が国の援助動向 

畜産分野における我が国の協力実績は、表 1-5 のとおり。 

表 1-5 日本の政府開発援助（畜産分野） 

 
案件名 実施期間 金額 

(億円) 
協力内容 

無
償
資
金
協
力 

家畜衛生センター

機材整備計画 
1985 年 
～ 
1987 年 

5.7 中央家畜衛生センター(ヤンゴン)及び３

地方(マンダレー地域マンダレー、シャン

州タウンジー、エーヤワディ地域パテイ

ン)の家畜衛生センターへの診断機材整

備 

技
術
協
力 

家畜衛生センター

機材整備計画フォ

ローアップ協力 

2005 年 4 月 
～ 
2005 年 10 月 

 経年劣化により故障した無償資金協力

にて調達された機材の不具合を確認。修

理に必要な部品及び更新すべき機材の

特定。 
タイ及び周辺国に

おける家畜疾病防

除計画 

2001 年 12 月 
～ 
2006 年 12 月 

2.7 タイと周辺国の間の国境を越えた家畜

疾病に対する地域的な戦略確立にかか

る技術協力 
 

カンボジア、ラオ

ス、マレーシア、

ミャンマー、タイ、

ベトナムにおける

家畜疾病防除計画

地域協力プロジェ

クトフェーズ 2 
 

2008 年 2 月 
～ 
2011 年 2 月 

2.6 タイと周辺国の間の国境を越えた家畜

疾病に対する地域的な戦略確立にかか

る技術協力 
 

個
別
案
件
（
専
門
家
） 

畜産振興 
アドバイザー 

2009 年 6 月 
～ 
2011 年 6 月 

 研究開発、家畜疾病、飼育管理、輸出振

興等畜産分野における開発課題を整理

し、当国の総合的な畜産業振興への政策

提言を行うアドバイザー 
中央乾燥地 
畜産振興 
アドバイザー 

2013 年 2 月 
～ 
2015 年 2 月 

 包括的畜産振興プロジェクト形成に向

けて、過去の JICA 案件の知見・経験を

踏まえたプロジェクトコンセプトの作

成と共有、またパイロット事業実施を通

じたプロジェクトへの技術的助言 
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1-4 他ドナーの援助動向 

畜産分野におけるドナー支援の動向は、表 1-6 に示すとおり。 

表 1-6 畜産分野における他ドナー支援の動向 

期間 ドナー名 案件名 金額 援助 
形態 

協力内容 

2011 年

～ 
2013 年 

韓国 
国際協力団

(KOICA) 

口蹄疫防疫能

力強化計画 
約 3 百万 
米ドル 

無償 口蹄疫診断ラボの建設、

診断機材の調達、専門家

派遣、技術研修の実施 
2013 年 
～ 
2014 年 

タイ 
国際開発 
協力機構

(TICA) 

口蹄疫ワクチ

ン製造能力強

化計画 

不明 技術 
協力 

専門家派遣及び研修の

実施 

2014 年 
～ 
2017 年 

国際原子力機

関(IAEA) 
口蹄疫防疫支

援プログラム 
約 26 万 
ユーロ 

技術 
協力 
 

専門家派遣 

2012 年 
～ 
2013 年 

欧州連合国 
(EU) 
オーストラリ

ア政府対外援

助 
(AusAID) 

高病原性新興

感染症計画 /
越境性の動物

疾病と人獣共

通感染症の撲

滅 

不明 無償 500,000 ドーズの口蹄

疫ワクチン供与 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

(1) 畜水産地方開発省の組織 

畜水産地方開発省は、図 2-1 に示すとおり、同省大臣及び副大臣の下、畜産獣医局、水

産局、地方開発局の三局と計画作成・調整に責任を持ち、畜産及び水産部門の活動に関し

て、監督・モニタリング・評価を行なう畜水産総局、獣医科学大学を管轄している。畜産

獣医局は、OIE のミャンマー国代表である局長の下、調査・疾病予防部、畜産開発部、国

境地帯開発部、管理部の他、地方獣医事務所で構成されている。国立口蹄疫研究所は、畜

産獣医局の傘下にあり、所長の下、疾病診断を行う血清・ウイルス分類ユニット、ワクチ

ン製造を行う細胞培養ユニット、ワクチン製造ユニット、ワクチンの品質管理を行う品質

管理ユニットから成る。 

口蹄疫研究所の機材等に不具合が発生した場合は、管理部のメンテナンス担当官が、修

繕費等を算出した上で、畜産獣医局長権限で修繕費拠出の是非が決定される。 

 

図 2-1：畜水産地方開発省の組織 
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(2) 国立口蹄疫研究所の人員 

国立口蹄疫研究所の人員は表 2-1 のとおり。血清・ウイルス分類ユニットを除いて、各

ユニットを所管する獣医官が 1 名のみの体制であることから、担当官不在が、そのまま責

任者不在に繋がっている。 

同研究所の所長は、調査・疾病予防部の部長補を兼任するかたちとなっている。 

表 2-1：国立口蹄疫研究所の人員 

分類 ユニット 獣医官（人） 作業員（人） 備考 
疾病診断 血清・ウイルス分類ユ

ニット 
2 2  

ワクチン 
製造 

細胞培養ユニット 1 2  
ワクチン製造ユニット 1 4  
品質管理ユニット 0 2 血清・ウイルス分類ユニット

の獣医官が兼務 
管理 1 5 所長 1 名（獣医官）を含む 
合計 5 15  

 

2-1-2 財政・予算 

(1) 畜産獣医局の予算 

表 2-2 に示すとおり、畜産獣医局の予算は 2013 年の省庁再編により、2012/13 年から

2013/14 年度にかけて、約 4.7 倍に急増している。その翌年も 1.5%の増で、過去 5 年間連

続で増加傾向を維持している。これは、軍事費削減に伴い各省への予算配分が増加したこ

とも関係しており、今後もこの傾向は続くものと考えられる。 

表 2-2：畜産獣医局の予算 

会計年度 経常予算(千 MMK) 資本予算(千 MMK) 合計(千 MMK) 
2010-11 238,737 1,363,062 1,601,799
2011-12 1,578,906 183,324 1,762,230
2012-13 1,577,715 418,545 1,996,260
2013-14 3,123,364 6,272,618 9,395,982
2014-15 9,339,124 199,000 9,538,124

 

(2) 口蹄疫ワクチン製造経費 

年間ワクチン製造量等の口蹄疫ワクチン製造計画は、管理部計画課が策定している。製

造に係る材料や消耗品等の経費は、畜産獣医局が拠出している。これに人件費、ユーティ

リティ代を加えたワクチン製造経費と生産されたワクチン量との関係は表 2-3 のとおりで

ある。1 ドーズあたりの製造経費は、製造量によって前後するが、3 年間平均で約 540MMK

となっている。 
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表 2-3：口蹄疫ワクチン製造経費と製造量 

 2011/12 2012/13 2013/14 
ワクチン生産量（ドーズ） 250,200 145,100 134,100
口蹄疫ワクチン製造支出 
（千 MMK） 

129,710 82,575 72,782

 

(3) 国立口蹄疫研究所の支出 

過去 4 年間の国立口蹄疫研究所の支出は、表 2-4 のとおり。2013/14 年度では、人件費

が 83.4%と大半を占めている。建物・機材の維持管理費は 4.4%程度である。2010/11 年度

と 2011/12 年度の支出額が大きいのは、同年度に総工費約 200 百万 MMK の関連施設建設

工事を実施したため、この工事費が含まれていることによる。 

表 2-4：国立口蹄疫研究所の支出実績 

 

(4) 国立口蹄疫研究所の収入 

国立口蹄疫研究所には、表 2-5 の収入がある。主たる収入源は、同研究所で製造したワ

クチンの販売料（1 ドーズ 500MMK）であるが、この他にも、件数は少ないが有償で実施

した疾病診断がある。ミャンマー国政府は、ハイリスクエリアを対象にワクチンの無償配

布を計画していることから、今後の収入は、ほぼ見込めないこととなる。 

表 2-5：国立口蹄疫研究所の収入 

項目 2010/11(MMK) 2011/12(MMK) 2012/13(MMK) 2013/14(MMK)
ワクチン販売料 23,748,000 28,134,000 23,577,300 34,830,000
疾病診断料 110,000 - 30,000 -
その他 3,000 3,000 3,000 3,000
合計 23,861,000 28,137,000 23,610,300 34,833,000

 

                                                  
1電気料金は、インセイン郡区の畜産獣医局全体の使用料に対して課金されていることから、

国立口蹄疫研究所の支出には含まれていない。 

費目 2010/11 
(MMK) 

2011/12 
(MMK) 

2012/13 
(MMK) 

2013/14 
(MMK) 

人件費 19,295,837 17,881,198 25,121,505 29,653,673

ユーティリティ・燃油代1 888,005 795,845 993,440 1,291,321
維持管理費（建物・機材） 895,250 1,850,240 1,069,475 1,549,200
その他（旅費、物品購入費等） 199,889,303 86,244,431 7,070,182 3,042,938
合計 220,968,395 106,771,714 34,254,602 35,537,132
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2-1-3 技術水準 

(1) 口蹄疫ワクチン製造技術 

既存の国立口蹄疫研究所では、不安定な電力事情でも比較的製造が容易な初歩的手法で

ある、平底フラスコ培養でワクチン製造を行っている。製造工程は、主に手技によること

から、大量生産には向かず、年間最大ワクチン製造量は、実績ベースで 25 万ドーズ（2011/12

年度）である。ワクチンの品質管理としては、ワクチン中の雑菌の有無を確認する無菌試

験と、ワクチン中の接種対象動物に対する病原性因子の有無を確認する安全試験を実施し

ているが、ワクチンの効力を量る力価試験は実施していない。 

(2) 口蹄疫診断技術 

口蹄疫の診断業務としては、液相競合エライザ・サンドイッチ法を用いた血清診断法を

実施している。これまで、ウイルス分離法、間接エライザ・サンドイッチ法、非構造たん

ぱく質を用いた抗体検出法の実績があるが、現状は関係資機材の不足などで実施していな

い。また、PCR を用いた分子生物学的手法による病理診断手法については、これまで実績

はないが、研修実績を有する人員が配置されている。 

(3) 維持管理技術 

機材や建物設備の維持管理業務のうち、軽微な作業を実施できる要員が現行の口蹄疫研

究所にワクチン製造担当と兼務するかたちで 1 名配置されている。 

(4) ワクチン接種体制 

 1) ワクチン接種の流れ 

口蹄疫ワクチン接種の流れは下表のとおり。 

表 2-6：口蹄疫ワクチン接種の流れ 

① 地方獣医事務所が毎日の接種計画を作成して、国立口蹄疫研究所に送付 

↓ 
② 国立口蹄疫研究所は提出された計画にそって、1 日分の予定接種数を保冷箱にバス便等

で、接種先のタウンシップに送付 
↓ 

③ タウンシップでは、保冷箱をそのまま農場に持ち込み、ワクチン接種に実施 

なお、保冷材には、通例、氷を使用しており、発送時の調達、途中の補給等を適宜行っ

ている。 

国立口蹄疫研究所以外のワクチン備蓄拠点には、ザガイン管区のミミュー郡区に立地す

る口蹄疫診断ラボが挙げられる。ここには、ディープフリーザー1 台、150L 程度の冷蔵庫

3 台設置されている。事務所に冷蔵庫が設置されており、数日間の接種分を保管することが

できるタウンシップもある。 
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 2) ワクチン接種に係る人員体制 

各州、管区の口蹄疫対策人員は表 2-7 のとおり。州・管区、郡、郡区それぞれのレベル

で畜産獣医局の事務所があり、ワクチン接種にあたっている。 

表 2-7：ミャンマー国の口蹄疫防疫に係る人員体制 

 州/管区 獣医官 
（人） 

獣医アシス

タント（人）

獣医補助 
（人） 

村落動物 
保健士（人） 

小計（人）

1 カチン 28 6 11 16 61
2 カヤー 9 3 6 8 26
3 カイン 25 5 5 25 60
4 チン 19 3 10 10 42
5 ザガイン 123 22 8 496 649
6 タニンダーリ 21 1 9 65 96
7 バゴー（東） 42 19 - 69 130
8 バゴー（西） 28 21 - 52 101
9 マグウェ 68 21 5 457 551
10 マンダレー 110 35 3 384 532
11 モン 38 8 2 130 178
12 ラカイン 22 8 13 96 139
13 ヤンゴン 46 16 1 42 105
14 シャン（南） 37 5 13 99 154
15 シャン（北） 30 11 11 76 128
16 シャン（東） 19 3 7 45 74
17 エーヤワディー 52 27 12 512 603
 合計 717 214 116 2,582 3,629

 

2-1-4 既存施設・機材 

既存の国立口蹄疫研究所及び本プロジェクトサイトは、下図のとおり、いずれもヤンゴ

ン市内のインセイン郡区の畜産獣医局が所有する敷地内に位置する。当初ミャンマー国政

府より活用が提案された 2011 年に建設され未使用の FMD ワクチンラボ建物も同用地内に

位置している。 
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図 2-2：国立口蹄疫研究所及び本プロジェクトサイトの位置 

(1) 既存国立口蹄疫研究所 

現国立口蹄疫研究所は、1960 年代に建設された施設を改修し、1984 年に口蹄疫専門の研

究所として創設され、口蹄疫の診断及びワクチン製造施設として中心的役割を果たしてい

る。特に、口蹄疫ワクチン製造施設としては国内唯一の施設である。建物の老朽化は著し

く、手狭で、微生物封じ込めに考慮した施設構成となっていない。施設及び敷地に拡張の余地

はない。 

(2) 改修候補建物の現状 

2014 年 4 及び 5 月の協力準備調査において、ミャンマー国政府により、本プロジェクト

のなかで活用が提案された表 2-8 に挙げる二箇所の既存建物の構造体を調査した。 

既存動物製剤プラント建物は 1940 年代竣工、未使用の FMD ワクチンラボは 2011 年竣

工であり、前者は図書等の情報が皆無なのに対して、後者は構造図を確認することができ
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た。前者は築年数が古く、これまでヤンゴン市で発生した自然災害を経験していることか

ら、目視やヒアリングを中心に調査した。後者は築年数が新しく、同市を襲った主要な自

然災害を未経験であることから、目視、ヒアリングに加え、図面通りに施工が行われたか

の確認を構造体の非破壊試験器具を用いて実施した。 

調査の結果、動物製剤プラント建物が、不良箇所を改修することで、本プロジェクトで

活用可能であることが確認された。 

表 2-8：動物製剤プラント建物及び FMD ワクチンラボの概要と構造体の現状 

 動物製剤プラント建物 FMD ワクチンラボ（未使用） 
構造 レンガ造 

木造小屋組 一部鉄骨造（二階床梁） 
鉄筋コンクリート造 
鉄骨小屋組み 

階数 2 階建 1 階建て 
延床 
面積 

803 ㎡ 1,109 ㎡ 

竣工 1940 年代 2011 年 
使用 
履歴 

当初、獣医大学の寄宿舎として建設された。

1991 年に現在の動物製剤プラントに改修さ

れた。動物製剤プラントとしては、1 階が動

物薬の混合室、梱包室及び重量物倉庫に、2
階が事務室と軽量倉庫に利用されている。 

内部間仕切り等が設置されておらず、竣工

から調査時点まで未使用のままとなって

いる。 
 

現況 ・耐力壁であるレンガ壁は、一枚半イギリス

積み（壁厚 36cm 程度）となっている。一部

のレンガに欠けや離れのトイレ棟に漏水痕

が見られたが、本棟部分に不同沈下や耐力壁

の損傷に起因するひび割れ等の重大な構造

的欠陥は見られなかった。 
・重量資材倉庫や据付機材を配置している 1
階床には、目視で確認できるひび割れや不同

沈下は確認されなかった。 
・2 階の床は、1 室で著しいひび割れ及び沈

下が確認された。その他の居室では目視で確

認できるひび割れや沈下は確認されなかっ

た。問題のひび割れと沈下は、過去重量物を

過剰載荷したことに起因している。 
・木造の屋根小屋組は、損傷が激しく断面欠

損が散見された。 
・製剤プラントとして改修する際、バルコニ

ーにレンガ造の非耐力壁を設置し、倉庫とし

ている。 

・ボーリング調査の結果から、支持層で少

なくとも 10t/m2 と、十分な地耐力が確保

できることが確認された 
・コンクリート躯体非破壊強度試験結果と

設計図書の分析から、主に基礎部分でコン

クリート強度不足となっているものと考

えられる。 
・コンクリート内部の鉄筋量（柱主筋）が、

設計図書に比べて実際の建物で不足が見

られる。 
・鉄骨屋根小屋組みを構成する部材が細

く、所定の耐風性能が確保できていない。

・鉄骨屋根小屋組みの接合部に著しい施工

不良が見られた。 
 

判定 本プロジェクトで活用可能。 
不良部分のトイレ棟を解体し、損傷の激しい

屋根小屋組の交換を行えば、構造体の安全確

保が可能であると判断される。改修にあたっ

ては、耐震性向上の観点から、不要なレンガ

造の非耐力壁を取り除くのが望ましい。 

本プロジェクトで活用不可能。 
不良部分のコンクリート品質の改善及び

柱主筋量の追加は、ミャンマー国の施工技

術力を勘案すると不可能。 
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(3) 既存機材 

既存の国立口蹄疫研究所における既存機材は口蹄疫ワクチン製造及び疾病診断を行うた

めには、内容的にも数量的にも絶対的に不足している。基本的なバイオセーフティに準拠

されていないため、ウイルスの拡散を防いだり人体への感染を防いだりするための機材も

不十分なうえ、機材の老朽化も顕著である。各部門における状況は以下のとおりである。 

 1) ワクチン製造部門 

現在行われている平底フラスコ培養法によるワクチン製造に必要な平底フラスコ、培地

ろ過フィルター、ウイルスろ過フィルター、クロロホルム調整タンク、ウイルス不活化タ

ンクは 1986 年にイタリアより供与されたもので 30 年近く経過しているものの、現在も継

続して使用されている。同じくイタリアによって供与されたローラーボトル培養法に使用

する米国製のセルローラーは、当時の技術移転が不完全であったことから、本格的なワク

チン量産に使用されることなく放置されている。同セルローラーは、現在でも稼働はする

が、耐用年数を大きく超えており、また 100 万ドーズのワクチン製造には対応できないた

め更新が必要である。製造したワクチンをプラスチックボトルに充填する際は、手動のキ

ャッピング装置を使用していたが大量のワクチンボトルを製造するためには、非効率的で

ある。さらに、製造したワクチンの力価を調べる機材はないため、製造したワクチンの効

力は不明のままである。 

その他にも冷蔵庫、冷凍庫、インキュベーター、タッチミキサー、オーブンなどの汎用

機材については必要最低限整備されているものの、機材の老朽化も進み、故障しているも

のもあり、機材の更新及び拡充の必要性は非常に高い。 

 2) 口蹄疫診断部門 

現在行われている ELISA による血清診断に最低限必要な、ELISA リーダー、遠心分離

機、冷蔵庫、顕微鏡、安全キャビネット、pH メーター、マイクロピペット、電子天秤など

が整備されている。多くの機材は耐用年数を超えて使用されているが遠心分離機のロータ

ーがマイクロチューブのサイズと合っていなかったり、ELISA リーダーの結果を印刷する

専用ペーパーが現地調達できなかったりするため、必須機材の整備の必要性は非常に高い。

さらに安全キャビネット、クリーンベンチなどの汚染防止のための機材もあるものの、多

くが故障か耐用年数を超えており更新が急務である。 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

(1) 電気設備 

既存動物製剤プラント建物への電力供給は、南東の別棟受変電室に設置されている容量

315kVA の変圧器から、地中埋設配線による。同変圧器は、2009 年更新されており、ヤン

ゴン市インセイン郡区の畜産獣医局用地の西側半分を給電範囲とし、畜産獣医局用地西側

のインセインロードより、地中埋設配線にて引き込まれた 6,600V の高圧電力を 400/230V

の低圧電力に変圧し、範囲内の同局事務所及び職員住宅等に配電している。公共用途とし

て優先的に電力供給されていることから、比較的安定しているが、乾季には停電が発生し

ている。建物北側のポンプ室内に軽油を燃料とする 50kVA の発電機を備えているが、老朽

化している。 

(2) 通信設備 

建物南西側から架空配線にて電話線 1 回線を引込んでいる。建物内でインターネットは

使用していない。 

(3) 給水設備 

主受水槽は約 15 ㎡で、近隣のジョゴン地区共用の井戸水を原水とする給水施設から１日

あたり１時間程度の給水を受けている。2～5 月の乾季は水量が不足することから、これを

補うため、敷地北側に直径 50ｍｍ、深さ約 115 メートルの井戸と、井戸水を汲み置く 5 ㎥

の副受水槽が設置されている。建物へは高さ約 7.5m の高架水槽に揚水して重力式で給水し

ている。高架水槽は貯水量約 3 ㎥で、建物内の手洗い等へ給水を行っている。 

建設当時の給排水配管は一部破損しているため、樹脂製配管で部分的に改修している。 

(4) 排水設備 

便所汚水は建物北側地下に設置された約 1 ㎥の汚水槽に一時貯留後、地下浸透している。

雨水排水は南面の一部以外に樋は無く、屋根を伝って落ちる雨水は地表面を低地に向かっ

て流れるか、その過程で地中に浸透している。縦樋がある部位には、側溝が設けられてい

るが敷地外には接続されていない。 

 

インフラの引込み位置等は図 2-3 のとおり。 



 

2-10 
 

 

図 2-3：既存動物製剤プラント建物周辺の現況 

2-2-2 自然条件 

(1) 地形・地勢 

プロジェクトサイトが立地するヤンゴン市は西をライン川、南をヤンゴン川、東をバゴ

ー川に囲まれた、南北延長約 32km、東西延長約 24km の一帯にある。同地帯は、エーヤワ

ディー川の三角州東部に位置し、ヤンゴン市中心部はヤンゴン川河口から約 34km 上流に

位置している。ヤンゴン市内の地形は、小高い丘陵地が市中央部を南北に走り、南方に向

かいなだらかに下っている。中央部に対して、市の東西地域は平野となっている。 

(2) 地質 

2014 年 4 月下旬から 5 月上旬に地質ボーリング調査（4 箇所、深度各 20m）を行った。

その結果、表土から深度約 2m の深さで、5t/m2 程度の地耐力が確保できることが確認され

た。地下水位は、4～7m であった。プロジェクトサイトの地質特性は、表 2-9 のとおりで

ある。 

 

N 



 

2-11 
 

表 2-9：プロジェクトサイトの地質特性 

調査孔番号 深度 2m の地層 N 値 
（地盤の硬さを示す指標） 

地下水位 

BH-1 粘土層 11 7.0m 
BH-2 シルト質砂層 7 7.0m 
BH-3 シルト質砂層 5 6.5m 
BH-4 粘土質砂層 14 4.0m 

 

(3) 水質 

既存施設の給水源である、ジョゴン地区共用給水源と既設井戸の水質について水質調査

を実施した。主要な検査項目とその結果は表 2-10 のとおりである。WHO 飲料水基準に適

合しており、問題ない水質であることが確認された。 

表 2-10：水質検査結果 

検査項目 WHO 飲料水基

準(1993) 
ジョゴン地区共

用給水源 
既設井戸 

pH 6.5-8.5 7.35 7.35 

濁度：NTU 5-25 6 6 

全硬度：mg/L 500 72 218 

ヒ素：mg/L 0.01 0.0000029 0.00000607

鉄：mg/L 0.3 0.0001 0.0002 

マグネシウム：mg/L － 0.0000005.9 0.000001.3

鉛：mg/L 0.01 検出されず 検出されず 

塩化物(塩素)：mg/L 250 47.87 10.64 

フッ素及びその化合物：mg/L 1.5 0.3 0.5 

硝酸塩：mg/L 50 0.7 1.5 

硫酸塩：mg/L 200 89.34 33.14 

シアン化物：mg/L 0.07 検出されず 検出されず 

溶解固形物：mg/L 1,000 188.16 384.64 
 
 

(4) 気候 

熱帯モンスーン気候に属し、表 2-11 のとおり、5 月～10 月までの雨期にほとんどの雨が

集中する。雨の多い月では、東京の梅雨時の 4～5 倍の降水量となっている。気温は、雨期

に入る直前の 4 月に最も上昇し、2013 年の月間平均最高気温では 38.6 度を記録している。

ヤンゴン市の月間平均最高及び最低気温を表 2-12、表 2-13 に示す。 
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表 2-11：ヤンゴン市の月間降雨量 

年 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 計 
2011 48 0 127 5 412 567 574 615 538 178 0 0 3,064
2012 0 0 0 8 167 450 717 864 379 59 115 0 2,759
2013 6 0 0 0 125 556 630 464 612 371 13 3 2,780

出典：ヤンゴン市カバアイェ気象台、気象水文局 

表 2-12：ヤンゴン市の月間平均最高気温 

年 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 
2011 32.3 34.8 33.7 36.5 33.0 31.7 31.2 30.5 31.2 33.0 34.2 33.3 
2012 33.5 36.0 36.9 37.9 34.8 31.7 31.1 30.2 32.1 33.8 33.9 32.6 
2013 32.7 36.6 37.1 38.6 35.5 31.4 30.4 30.9 31.2 32.1 34.1 30.9 

出典：ヤンゴン市カバアイェ気象台、気象水文局 

表 2-13：ヤンゴン市の月間平均最低気温 

年 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 
2011 18.2 19.5 21.6 24.4 24.7 24.7 24.0 23.7 23.6 23.5 21.4 19.7 
2012 17.1 18,8 21.9 24.4 24.5 23.6 22.8 22.4 22.6 22.7 22.1 17.3 
2013 15.8 19.2 20.0 21.9 22.4 22.1 24.0 24.2 23.9 23.7 22.9 17.6 

出典：ヤンゴン市カバアイェ気象台、気象水文局 

(5) 風向 

11-1 月に一時北より若しくは西からの風となるが、その他の時期では南よりの風が吹く。

風速は、年間通じて 2～8m/s 程度とそれほど強くない。 

表 2-14：ヤンゴン市の月間平均風向（2013 年) 

測定時間 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月
午前9時半 北東 南東 南東 南西 南東 南西 南西 南西 南西 南西 北東 北東

午後6時半 西 南西 南西 南西 南西 南西 南西 南西 南西 南西 北西 北東

出典：ヤンゴン市カバアイェ気象台、気象水文局 

(6) 地震 

ミャンマー国地震ゾーンマップによれば、本計画対象地域は、地震ゾーン II「Moderate 

Zone」に位置し、発生する可能性のある地動加速度は 110～200gal(ガル)であり、メルカリ

震度階級に換算すると震度 8 に相当する。 

(7) サイクロン 

2001 年以降、インド洋で発生するサイクロンのうち、ミャンマーに上陸したサイクロン

は 6 件に及ぶ。うち、3 件がカテゴリー4 である。カテゴリー4 は、日本の台風強度分類に

よると、最も強い「猛烈な台風」にあたる。 
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2-2-3 環境社会配慮 

今回の調査によってプロジェクト用地内で配慮を要する環境社会面での懸案項目は検出

されなかった。環境や社会への望ましくない影響は最小限かほとんどないと判断されるた

め、国際協力機構環境・社会配慮ガイドラインのカテゴリー分類は「C」とした。 

2-3 その他（グローバルイシュー等） 

表 2-15 のとおり、ミャンマー国の貧困層2の過半は、農業従事者である。同国における

牛及び水牛といった家畜は、役用として耕起／運搬等に使われる他、堆肥原料の提供、肉

や乳製品の取引など、農家の収入向上に重要な役割を果たしている。ミャンマー国で度々

発生する口蹄疫の防疫は、家畜の喪失という農家にとっての突然の経済的損出を未然に防

ぐことにつながる。 

表 2-15：ミャンマー国の就業構造分布と貧困状態の割合（2010 年） 

産業/職業 就業人口割合(%) 貧困層の割合(%) 
農業・狩猟業・林業 50.2 54.2
漁業 2.2 3.4
鉱業・採石業 1.6 1.7
製造業 5.9 6.3
電気・ガス・水関連産業 0.5 0.5
建設業 4.0 4.6
卸/小売業・修理業 10.5 7.0
ホテル・レストラン産業 1.3 1.3
運輸・倉庫業・通信業 3.8 2.8
金融仲介業 0.2 0.1
不動産・賃貸業 7.1 5.1
公務員・軍隊関連 1.3 0.6
教育産業 2.7 1.0
医療・福祉産業 0.7 0.4
自営業・その他 8.0 10.9
全体 100.0 100.0

出典：JETRO, BOP ビジネス潜在ニーズ調査報告書, 2012 年 3 月 

 

                                                  
2  UNDP は 2010 年に「生活実態調査（Integrated Household Living Conditions 

Assessment Survey: IHLCA）」を実施しており、「貧困線」を、1 日に成人が必要とするカ

ロリーを摂取するのに必要とされる年間食料支出を基に定められる「食料貧困線」に、年

間の非食品支出を加算することで算出している。同調査によると、2010 年の「貧困線」は、

376,151 チャット/年であり、貧困線以下の年間支出額で生活する人々を貧困層とする。 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

(1) 上位目標とプロジェクトの目標 

ミャンマー国は、労働人口の約 60％が農業(畜水産・林業を含む)に従事している農業国

である。農業(畜水産・林業を含む)の GDP に占める割合は、約 34.7％(2011/12 年)と ASEAN

諸国の中で最も高い水準にある。同国で飼育される牛及び水牛は飼養頭数が国全体で約

1,800 万頭と ASEAN 諸国の中で最も多く、役畜として耕起／運搬等に使われる他、堆肥原

料の提供、肉や乳製品の取引など、農家の収入向上及び食料安全保障に加え、畜産の産業

化による経済発展支援の側面からも重要な資源である（畜産業の成長率は、平均 12.5％

（2006 年-2010 年）と高い）。 

同国において度々発生する口蹄疫（foot-and-mouth disease, FMD）はウイルスによって

起こる偶蹄類家畜の急性熱性伝染病であり極めて高い伝播性により、口蹄疫発生国からの

牛の輸入は厳しく制限されることから、家畜輸出機会の喪失により大きな経済的損失を招

くこととなる。国内における畜産業の振興と生産性に著しい負の影響を与えるだけでなく、

国境を越えた家畜の不法移動に伴い連鎖的に感染拡大を招くことから、周辺諸国にとって

も大きな脅威となっている。FAO(国連食糧農業機関)の統計（2008 年～2011 年）によれば、

年間約 5万～7万頭の偶蹄類の家畜がミャンマーからタイに輸出されている。 

一方、同国の口蹄疫対策の実情は、恒常的な財政難と家畜疾病診断及びワクチン製造に

必要な機材・施設の著しい老朽化により、口蹄疫が数年おきに大発生を繰り返すという状

況が続いている。口蹄疫は当国畜産セクターに著しい損害を与えているだけでなく、国際

的に最も恐れられている家畜伝染病の一つであり、我が国への影響も含め、地域全体への

蔓延を抑制するための早急な対策が求められている。 

当国政府内の農村開発・貧困緩和中央委員会は、農村開発と貧困緩和を目的とした 8 つ

の開発課題を掲げた「農村開発・貧困緩和アクションプラン」を策定し、「畜・水産セクタ

ーの開発」が開発課題の一つに位置づけられ、「畜産・水産セクター短期計画」（2011-2015）

において、「動物疾病管理」が政策の一つとして提示されている。この中で本プロジェクト

は、国立口蹄疫研究所の機能強化を図ることで、口蹄疫の蔓延を抑制することを目標とす

るものである。 

(2) プロジェクトの概要 

本事業は、畜水産・地方開発省畜産獣医局管理下の国立口蹄疫研究所を対象として口蹄

疫診断・ワクチン製造に関わる施設及び機材を整備することにより、同研究所の口蹄疫防

疫対策能力の強化を図り、もってミャンマー国における農畜産生産の安定化に寄与するも

の。 
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3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

(1) 協力対象範囲 

本計画では、国立口蹄疫研究所の機能強化を目的に、ローラーボトル培養方式により、

口蹄疫ワクチンを年間 100 万ドーズ生産可能なワクチン製造部門の新設、及び口蹄疫診断

部門の改修工事を含む施設工事及び必要機材の整備を行う。 

 1) ワクチン製造 

① 製造規模―年間 100 万ドーズ 

 ミャンマー国で必要となる口蹄疫対策 

 

ミャンマーで必要となる口蹄疫対策とは、OIE が主導する東南アジアでの口蹄疫清浄化に

向けたロードマップの基本戦略（SEACFMD）を段階的に実施していくことである。同戦

略の概要と必要となるワクチン量は表 3-1 のとおりである。 

表 3-1：SEACFMD とミャンマー国で必要となるワクチン量 

戦略 概要 必要なワクチン数 
1 発生箇所(Active 

Hot Spot)への対処 
年間最大で 10 箇所の発生を想定したワクチン接種対応の備えが

必要。１箇所のホットスポットに対して概ね 10 万頭程度の接種

を想定。 
年間 10 万ドーズ x10 箇所＝100 万ドーズ/年 

2 発生リスクの高い

場所(Suspected 
Hot Spot)における

集中的な口蹄疫ワ

クチン接種 

Suspected Hotspot に対するワクチン接種      40 万ドーズ/年
Critical Control Point におけるワクチン接種   15 万ドーズ/年
ゾーニング計画に基づくワクチン接種          20 万ドーズ/年

____________________
計 75 万ドーズ/年

3 口蹄疫清浄化地域

の保全と維持1 
流行株にマッチした抗原性をもつワクチン2を年 2 回全頭接種 
1,700 万頭 x 年 2 回3x80%4=2,720 万ドーズ/年 

 

このうち、戦略 3 までを本プロジェクトで対応するには、技術、人員、予算面でミャン

                                                  
1定期的なワクチン接種の他に、口蹄疫発生した場合の集中的なワクチン接種、殺処分、移動制限の組み

合せが必要である。 
2口蹄疫ウイルスは 7 つの血清型に分類され、抗原性が多様性に富んでいることから、ワクチンは野外で

流行しているウイルスの抗原性にマッチしたものを選定する必要がある。 
3口蹄疫のワクチンは不活化ワクチンであり、麻疹ワクチンなどの生ワクチンとは異なり、通常は、6 ヶ

月で抗体価が低減してワクチンの有効性は無くなる。したがって、ワクチンとしての効果を維持するため

には、年 2 回の接種を毎年継続する必要がある。 
4群内では 80％の接種率があれば、感染は広がらないことが疫学的に確認されている。 
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マー国側の体制が不十分であることから、これを中長期的な課題と位置付け、本プロジェ

クトでは戦略 1 が確実に実行されることを目指し、可能な範囲で戦略 2 にも対応すること

とする。 

 

 戦略 1 及び 2 を実施した場合の想定される効果 

 

口蹄疫が発生している箇所(Active Hot Spot)や、発生リスクの高い場所(Suspected Hot 

Spot)でのワクチンを集中的に接種することで、感染を完全に防ぐことはできないが、発症

（発熱、口や蹄の水ぶくれなどの症状が出ること）を抑えることが出来る。このため新た

な感染や発症を抑えてウイルスを排泄する動物を減らすことにより、感染拡大の速度を遅

らせることが期待できる。5 

 

 本計画におけるワクチン製造規模 

 

まずは、最優先対策としての戦略 1 の Active Hotspot 対策用のワクチン確保が必須とな

る。同対策が進むにつれて、年により発生数が少なくなった場合は、余剰分を戦略 2 の

Suspected hotspot 以下の対策に振り向けることで、清浄化計画をより促進することが可能

となる。 

なお、100 万ドーズ以下の生産量では、Active Hotspot の封じ込めができなくなった場

合の感染拡大により、これまで実施されてきた Suspected Hotspot 以下の対策への投入効

果を失うことになりかねない。 

従って、本計画におけるワクチン製造規模は、戦略 1 の最低必須分 100 万ドーズとし、

変動の予測される残りについては、他ドナー支援または輸入で調達することを想定する。 

 

 各対処方法に必要なワクチン量の算定根拠 

 

（Active Hot Spot 対処に必要なワクチン量） 

・対処が必要となる Active Hot Spot の数の推計 

過去 10 年間に口蹄疫の発生をみたタウンシップの数は表 3-2 のとおり、2006 年の

33 タウンシップから、2012 年の 3 タウンシップと変動があり、2004 年のバゴー、2006

年のラカイン、エヤワディー、バゴーにおいて特に多数の発生が見られているが、過

去 10 年間での年平均発生箇所数は約 14 タウンシップである。 

過去 5 年間は特に中央乾燥地のサガイン、マグウェ、マンダレーで継続的な発生が

                                                  
5ラオスのホットスポットの一つであるシエンクワン(Xiengkhuang）州で我が国が供与した 10 万ドーズ

のワクチンを接種した結果、2012 年以降同州での口蹄疫の発生は認められていない 。10 万ドーズのワ

クチン量は、およそシエンクワンのホットスポット地域の牛と水牛の頭数のほぼ 80%程度に該当。 
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見られており、2010 年以降は概ね 10 タウンシップ以下の発生となっている。これま

でのドナー支援によるワクチン供給が効を奏し、発生箇所数が減少しているとも考え

られるが、一方で診断能力不足により発生状況を正確に捉えられていない可能性もあ

り、今後もこの減少傾向が維持されるかは予断を許さない。 

上述のように年平均発生箇所数は約 14 タウンシップであり、Active Hotspot を確実

にカバーするためにはこの数字をベースにすべきではあるが、過去 5 年間の減少傾向

及び過去 10 年間のうち 10 箇所以上発生したのは 5 年のみであることも踏まえ、今後

広範な地域における大流行の年を除いて、年間最大で 10 箇所の発生を想定したワクチ

ン接種対応の備えが必要となると判断される。 

また早期摘発により、発生地周辺のワクチネーションが迅速かつ的確に行われれば、

2004 年、2006 年のような広範な地域におよぶ大流行は確実に減少するものと考えられ

る。例えば 2004、2006、2009 年の西バゴーにおける流行は、時系列的な発生状況か

らマグウェ方面からの家畜の移動による伝播と考えられている。 

 

表 3-2 過去 10 年間の口蹄疫の発生が確認されたタウンシップ数 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
サガイン 2 1 5 4 1 2 4   6
マグウェ 3 2 1 1 4 2 3 2 1
マンダレー 1  3 1 1 1 
ネピドー   1   1
バゴー 12 1 6 1 5 2  
ヤンゴン 6  3 4 3 1   
エーヤーワディー 2  5 2 3 2   
シャン   1 1   
カレン  2 1   
モン   1   
タニンダリー   2 2   
チン  1 2 1   
ラカイン  2 6 1 1 1 1  

合計 26 9 33 14 9 18 10 7 3 8

 

・10 箇所の Active Hotspot に必要なワクチン数試算 

近年の発生が継続してみられる中央乾燥地における牛の平均飼育密度は、半径 20km

の範囲で、サガイン約３万頭、マンダレー７万頭、マグウェ７万頭 半径 30km でサ

ガイン約７万頭、マンダレー16 万頭、マグウェ 16 万頭となっている。実際に可能な接

種率を頭数およびエリア総面積の 70～80％と想定すると、これらの地域での口蹄疫の

封じ込め対策には、１箇所のホットスポットに対して概ね 10 万頭程度の接種が必要か

つ効果的と試算される。すなわち、Hotspot に対するワクチン接種対策用として、年間
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10 万ドーズ x10 箇所＝計 100 万ドーズのワクチンが必要となる。 

 

（Suspected Hotspot 対処に必要なワクチン量） 

Active Hotspot 対策が順調に進めば、突発的な大流行の可能性を除いて、発生数は

減少することが期待できる。この場合、準備されたワクチンは、ドナー支援分を含め

て、過去の発生歴や血清サーベイランスなどの疫学的な分析により推定される

Suspected Hotspot への接種に優先順位を決めて供される。現在ドナー支援分のワクチ

ン年間約 40 万ドーズの多くの部分が、この目的でサガイン、マンダレーを始めとする

エリアに定められて接種されており、このレベルの接種数の維持継続が望まれる。 

 

（Critical Control Point 対処に必要なワクチン量） 

さらに、口蹄疫の伝播を効果的に防ぐためには、チェックポイント、家畜市場のよ

うな家畜の集積地点でのワクチン接種が必要である。約 25 万頭の牛が公認市場で取引

されており、その約 40％が屠畜用となっている。すなわち、屠畜用を除く、15 万頭が

ワクチン接種の候補として想定される。 

 

（ゾーニング計画に必要なワクチン量） 

現在、SEAC-FMD による国際的な FMD バッファーゾーンとして、MTM バッファ

ーゾーンおよび Upper Mekon バッファーゾーンが設定されている。MTM バッファー

ゾーンでは、2011 年以降発生が無く、また家畜数も少ないことから、現在はモニタリ

ングが主体となっている。Upper Mekon は、地理的、民族的、政治的な状況からワク

チネーション対策が難しい地域であり、ゾーン内の対象家畜頭数は約５万頭とされて

いる。この他に、Proposed Buffer(Control) Zone として、ラカイン及びサガインの 2

か所を加えた計 4 か所がゾーン設定されている。OIE の Progressive Control Pathway

の上での Risk Based Control としてのホットスポット対策から、次のステージに進む

ための取り組みとして、5 万ドーズ×4 か所＝20 万ドーズ程度を確保して、計画的に接

種する必要がある。 

 

② ワクチン製造法―ローラーボトル培養法 

ワクチンは工業製品ではなく、株化した細胞を培養する生物学的手法を用いた医薬品で

あり、その生産量はワクチン生産における製造技術力、及び品質管理能力で大きく左右さ

れる。口蹄疫ワクチン製造で考えられる製造法は表 3-3 のとおり。 
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表 3-3 ：口蹄疫ワクチン製造法の比較 

培養方式 最適生

産規模 
長所 短所 判定 

平底フラスコ 
（単層培養） 
（既存施設で運用） 

5～20 万 ・最小限の機材と設備

で生産可能 
・実験手技レベルで対

応可能 
製造過程で失敗した

ときのリスクが少な

い 

・生産性が低い △ 

ローラー 
ボトル 
培養 

ガラス 
ボトル 

50～200
万 

・ボトルが再利用可能

で、維持管理費を低減

可能 
・最低限の製造工程の

自動化で対応可能 
・雑菌汚染があっても

汚染ボトルのみ廃棄

で処理できるため、生

産量の汚染被害によ

る影響が少ない 

・ガラスボトル再利用の

ための洗浄/滅菌作業に

手間がかかる 
・ガラスボトルは割れや

すいため、取扱いに注意

が必要 

◎ 

改良 
ボトル・

多段 
培養器 

200 万～

3,000 万 
・ローラーボトル培養

の基本施設、設備で増

産可能 
・ボトルの滅菌プロセ

ス不要のため、限られ

た人員で大量処理が

可能 

・使い捨てボトル（培養

器）コストにより維持管

理費が増加 
生産量増加に伴って、製

造工程の本格的自動化

が必要 
ボトル 1 本当たりの生産

量が大きいと、ボトルの

雑菌汚染が生産性に影

響する 
・使い捨てボトル供給ル

ートが未確立 

○ 

タンク培養 2,000 万

～ 
・高い生産性と拡張性

を確保できる 
・自動運転による省力

化が可能 

・運用に高い技術レベル

が必要 
・各種インフラ等の安定

供給が必須 
・設備投資大 
・メンテナンスコスト大 
・ミスにより生産量が甚

大な影響を受ける 

× 

 

ミャンマー側の運営維持管理能力及び製造技術レベルと求められる生産規模（100 万ドー

ズ）を勘案すると、ガラスボトルを用いたローラーボトル培養法が、最も現実的かつ効率
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的な手法となる。なお、タンク培養は大量生産に適した設備ではあるが、無菌性保持のた

めに生産工程全般の安定したインフラ供給が不可欠であり、高額なメンテナンスコストが

掛かる。最適生産規模も 2,000 万ドーズ以上であり本件では採用できないと判断した。 

ローラーボトル培養法では、ミャンマー側のワクチン製造技術が向上し、増産可能な体

制が整えば、培養に使用するボトルを 1 本当たりの生産量の多い改良ボトルや多段培養器

に更新することで、将来的には、本協力対象事業で整備する施設を活用した増産も可能で

ある。 

また製造したワクチンが一定の効力を持つかどうかを定量的に管理するために、品質管

理を行うとともに、今後の継続事業で不可欠なワーキングウイルスシードの作出というワ

クチン製造に必要な機能の一部を、ワクチン製造部門で担うことも想定する。 

 2) 口蹄疫診断 

ミャンマーのように口蹄疫ウイルスが常在化している国では、口蹄疫発生時に主に移動

制限と殺処分で防圧する我が国のような清浄国とは求められる対策が大きく異なる。 

つまり清浄化まで長い道のりが残っているミャンマーでは、直ちに全頭接種を目標とす

るのではなく、野外流行株に一致した抗原性を持つワクチンを使用して口蹄疫発生時の周

辺部への感染拡大を防ぐことが最優先事項である。 

このため本計画では、ワクチン製造部門と共に、口蹄疫診断部門を併設する計画とする。 

(2) サイトの選定 

安定的なワクチン製造を実現するためには、ワクチン原材料や関係機材の消耗品の調達

が容易な立地であることが必須である。予定外の不具合に即座に対応可能なよう機材の代

理店が近隣に立地していることも、ワクチンの安定供給の面で重要である。以上から、プ

ロジェクトサイトは、既存の国立口蹄疫研究所が立地するヤンゴン市街地北部の畜産獣医

局が保有するインセイン郡区の用地が最適であると判断される。 

なお、口蹄疫ワクチン製造に関しては、現状では本プロジェクトで整備する製造施設が

国内唯一であるが、口蹄疫診断については、ネピドー郊外で 2014 年に完成した KOICA 供

与の口蹄疫診断施設と連携しミャンマー国全土の診断を分担する計画となる。 

3-2-1-2 自然条件に対する方針 

(1) 温度・日射対策 

ヤンゴンは年平均気温 27.5℃と一年中高温であり、乾季終盤の 3 月、4 月が最も気温が

上昇する。屋上や壁面の断熱性能を高めることで外部環境の室内への影響を緩和する方針

とする。 

(2) 降雨対策 

年間降雨量が 2,700mm を越える典型的な熱帯モンスーン気候であり、短時間の集中豪雨

が多い。プロジェクトサイトは比較的高台に位置しており、サイト自体の冠水はないが、
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敷地周辺の排水溝に迅速に放流することに配慮し、建物周りの地盤面を嵩上げし、雨水排

水経路を十分確保する。 

 

(3) 暴風対策 

従来、ヤンゴン市内では、サイクロンによる被害はほとんどなかったが、近年では数年

に一度大型のサイクロンが上陸している。特に 2008 年 4 月に発生したサイクロン・ナルギ

スは、ヤンゴン市内を縦断し甚大な被害を出していることから、十分な耐風強度を確保す

る計画とする。 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

口蹄疫は、偶蹄類を感受性動物とした群内伝播性の非常に強い家畜伝染病であるが、ヒ

トには感染しないという性質を持つ。ワクチン製造は、ウイルスを培養する工程を含むこ

とから、万が一、ウイルス漏洩事故が畜産業が盛んな地域で発生した場合には、甚大な経

済的損失を招く可能性があることから、プロジェクトサイト選定は慎重に行う必要がある。

本プロジェクトサイトが立地するインセイン郡区は主に宅地として利用されており、近隣

には畜産施設がないことから、口蹄疫ワクチン製造施設の立地に適していると判断される。 

3-2-1-4 建設事情・調達事情に対する方針 

(1) 建築計画認可・規制 

 1) 建築規制 

ヤンゴン市内では、ヤンゴン市都市開発委員会の許認可が建設に先立ち必要となる。審

査期間は、約 2 カ月を要する。 

 2) 消防規制 

地上 3 階建以上の建築物については、建設に先立ち、設計内容についてヤンゴン市消防

局の認可が必要となる。本プロジェクトの対象施設は 2 階建であることから、対象外とな

る。 

(2) 現地資機材の品質・調達の難易度 

本計画の主要建設資機材は、アセアン諸国および中国製品を含めほとんどが現地市場で

調達が可能であることから、現地調達を基本とする。気密扉や大型特殊設備については、

日本調達とする。 

(3) 労務事情 

ミャンマー国の現場作業時間は、一般的に 9～17 時であるが、規制は無く工期短縮のた

め夜間作業がしばしば行われている。プロジェクトサイト周辺には、畜産獣医局の職員住

宅が立地することから、周辺への騒音や光公害に配慮して、作業時間を一般的な 9～17 時
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までとして工期を設定する。 

同国の熟練工は主にヤンゴンに集中していることから、昨今の建築ブームによる熟練工

の争奪戦が見られるものの他の地域より調達には問題がないと考えられる。 

3-2-1-5 現地業者の活用に対する方針 

民営化以前には、国営企業の建設公社が大半の建設工事を行っていたが、過去 10 年で建

設業者の民営化が進み、民間の建設業者が増加している。これまでの国内建設市場は、ヤ

ンゴンの小規模開発、ネピドーを中心とした政府発注工事、マンダレーの中国投資開発に

限られていたが、現在は外国資本による大規模開発がヤンゴン周辺で多数実施されている。

これらの建設工事では、鉄筋コンクリート造や鉄骨造が採用されており、既に多くの現地

業者が同工法の実績を有する。本プロジェクトでは、これらの工法を優先的に採用する。 

3-2-1-6 運営・維持管理に係る対応方針 

(1) 運営維持管理費を極力抑えた計画 

100 万ドーズという計画ワクチン数量を持続的に製造していくには、保守が容易で、維持

管理費を極力抑えた計画とする必要がある。 

人力による製造を基本とし、自動化装置の導入は最少限とする。 

(2) ソフトコンポーネントによる技術支援 

日本側供与の施設、設備、機材を適正に運用及び維持管理するために、必要な知識及び手法

をはじめ、口蹄疫ワクチンの量産プロセスについての基本事項に係る技術支援を実施し、計画内

容が着実に実行されるための側面支援を行う。 

3-2-1-7 施設・機材等のグレードの設定に係る方針 

(1) GMP（Good Manufacturing Practice）について 

口蹄疫ワクチンはミャンマー国では、医薬品ではなく生物材料（biological material）と

位置付けられており、医薬品の法規制は適用されないことから、本協力対象事業では、将

来対応を見据えつつも、GMP は考慮しない方針とする。 

(2) バイオセーフティレベルについて 

口蹄疫ウイルスは、接触感染による群内伝播性が非常に強く、pH7.0～9.0 の低温下で最

も活動が活発になることが知られている。ヤンゴン市のような高温多湿な気候条件では、

数時間でウイルスが死滅するため、自然伝搬する可能性は非常に低い外部環境である。ま

た耐酸性が低く、酢酸やクエン酸等の酸を用いて比較的簡単に不活化できることから、万

一、ガラス瓶の破損などでウイルスが室内に拡散するような事故が起こった場合でも、適

切な不活化処理を行えば、周囲を住宅地に囲まれたインセイン郡区においては、ワクチン

製造施設を感染源とした口蹄疫の流行には至らないと判断される。 

本計画対象事業では、施設の機能としては、バイオセーフティレベル（BSL）2 を基本と
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した封じ込めを実施し、その他のウイルス漏えい対策については、継続的な運営・維持管

理で対処する方針とする。 

(3) 機材グレードについて 

機材グレードについては、ローラーボトル培養による年間 100 万ドーズのワクチン製造

とその品質管理ができること、過去 4 年で平均 2,000 検体の口蹄疫診断がなされているこ

とから、これまで行われてきた抗体検査に加えて PCR を用いた分子生物学的手法を行い、

より広範な疾病診断を行うことが可能なレベルとした。グレードを設定するにあたっては、

使用者のレベル、使用頻度、耐久性、ミャンマー国内または近隣国の代理店による維持管

理の可否とコスト等、それに入札時の競争性確保の観点に留意した。 

3-2-1-8 工期に係る方針 

建設工事については、4 月中旬の 10 日間程度は新年休暇のため完全休業となる。また、5

月～9 月が雨期にあたるが、特に 6 月～8 月の雨量が多いことから、この時期に基礎工事や

屋外工事を行う場合は工事進度の減速が予想される。これら遅延要素を見込んだ工期設定

を行う。 
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3-2-2 基本計画（施設計画／機材計画） 

3-2-2-1 要請内容の検討 

(1) 施設計画 

JICA が 2013 年 11 月に実施した基礎情報収集調査時点では、ミャンマー国政府が建設し

未使用であった FMD ワクチンラボ（既存施設）を改修し、要請機材を日本側で設置する構

想であった。しかしながら、2014 年 4 及び 5 月の協力準備調査において、同ラボの構造診

断を実施した結果、予想以上に構造躯体が脆弱で、暴風や地震等の災害を考慮すると、た

とえ改修工事を施したとしても、構造躯体の安全性を確保することは困難と判断された。 

このため、同既存施設を、口蹄疫診断・ワクチン製造に供する建屋として使用すること

は不適である旨を説明し、ミャンマー側の理解を得た。その後、代替施設として、ヤンゴ

ン市インセイン郡区の畜産獣医局が所有する区画内に立地する動物製剤プラントとして利

用されている建屋が提示された。構造診断の結果、建屋の改修は必要となるが、1 階部分を

本計画の診断部門として使用することが可能であると判断された。ただし、ワクチン製造

施設として使用するには、構造上不可能であるため、ワクチン製造部門は、同動物製剤プ

ラント周辺の土地を活用し、日本側で新棟を建設することでミャンマー政府と合意した。 

なお、既存建屋の改修工事は日本側が実施する計画となる。 

(2) 機材計画 

 1) ワクチン製造用機材 

ワクチンの安定生産及び品質管理に最低限必要な機材をミャンマー国での持続可能性を

考慮して選定または設計し、ローラーボトル培養法におけるワクチン製造機器を日本側で

調達することが要請された。 

機材計画の前提条件となるワクチン生産計画については、1 回 10 万ドーズの生産を年間

10 回実施し、年間 100 万ドーズの製造規模を達成する計画で合意した。生産効率について

は、ヤンゴンの国立口蹄疫研究所ではデータが無いため、タイ国パクチョン FMD ラボにお

ける生産指標を参考に、ローラーボトル培養法におけるタイ国とミャンマー国の製造技術

レベルの差を考慮した。 

なお、要請のあったオイルエマルジョンアジュバント作製用の乳化タンクに関しては、

既存の国立口蹄疫研究所で使用実績が無いこと、また現状の硫酸アルミニウムゲルアジュ

バントで同様の効果が得られることから、本計画には含まない。 

 2) 口蹄疫診断用機材 

基礎情報収集確認調査の要請機材リストによれば、疾病診断に係る機材は PCR 機器と

ELISA リーダー、それに分析用コンピュータのみであったが、日本の口蹄疫診断施設、タ

イのパクチョン FMD ラボなどの参考となる診断施設の保有機材、既存国立口蹄疫研究所の
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現状を勘案し、必要と思われる機材を加えた内容で要請機材を取りまとめた。 

なお、要請があった高速遠心分離機、超遠心機については、国立口蹄疫研究所でこれま

で仕様実績がなく、このような高度な機材がなくとも基本的な診断業務を実施できること

から、本計画には含まない。また、同じく要請のあった製氷機については、冷却用に氷を

使用する目的で要請されているが、冷却方法については代替手段が多くあり、これまでに

使用実績がないことから、本計画には含まない。 

 

最終要請機材を取りまとめるにあたって、各部署の担当者との協議を通じて各機材の必

要性、要請数量の根拠、既存機材との重複排除などを確認した。要請機材の妥当性検証の

ための判断基準は以下の通りである。 

 

【選定基準】 

① ミャンマー国のワクチン製造計画、口蹄疫防疫計画に適合している 

② 現地研究員の技術レベルと整合している 

③ 陳腐化のサイクルが遅く市場価値の持続性が比較的長い 

④ 高額な消耗品を頻繁に必要としない 

⑤ 現地技術者による維持管理が可能なレベルである 

【削除基準】 

I 施設側での整備が妥当 

II 使用可能な現有機材・他ドナー供与の機材との重複が確認された 

III 現地で技術的・コスト的に維持管理が困難 

IV 使用頻度が低いと見込まれるなど、費用対効果が低い 

V 他の要請機材の内容と重複する、或いは他の機材で代替が可能 

VI 大幅な設備改修が必要、或いは予算の制約等により協力対象に含めることが難しい 

   

【要請機材の優先基準】    

A  本プロジェクトの計画機材として必要性かつ妥当性の認められる機材   

B  本プロジェクトに含むことが望ましいが、国内解析にて更なる検討を要する機材 

C  対象外、あるいは代替手段により調達できる機材    

 

上記判断基準に沿って、要請機材の検討を行った。詳細は資料編「最終要請機材検討表」

のとおりである。 

 

以上の検討の結果、本無償資金協力で対象とするコンポーネントは表 3-4 のとおり。 
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表 3-4：対象コンポーネント 

■施設 

棟 建設区分 延床面積 主要部分の構造、階数等 
ワクチン 
製造棟 

新築 1,070 ㎡ 鉄筋コンクリート造、2 階建、付属施設含む（守衛

室、電気室等） 
口蹄疫 
診断棟 

改修 803 ㎡ 組積造（レンガ）鉄骨小屋組み屋根、2 階建 

■機材 

部門 機材計画方針及び主な機材名 

ワクチン製造棟 
 

ワクチンの安定生産及び品質管理に最低限必要な機材をミャンマー国での

長期使用を考慮して選定および設計し、ローラーボトル培養法におけるワ

クチン製造機器を日本側で調達する方針とする。機材の数量等については、

施設計画とワクチン製造目標値と整合性を持たせる計画とした。 
機材アイテム：セルローラー、ローラーボトル、ローラーキャップ、デジ

タルカメラ付き倒立顕微鏡、超遠心機等 

口蹄疫診断棟 口蹄疫診断で一般的に用いられている PCR による遺伝子検査法、ELISA
による抗体検査法に必要な機材を計画する。また、診断ラボとして必要不

可欠である一般的なラボ機材については既存 FMD ラボにて現在使用され

ている機材の更新、追加を行とともに不足しているものについては新規に

計画した。機材の数量等については施設計画、目標診断検体数、約 500 検

体/月と整合性を持たせる計画とした。 
機材アイテム：PC、プリンター、リアルタイム PCR、マイクロプレート

用リーダー、CO2 インキュベーター、安全キャビネット、クリーンベンチ、

DNA シーケンサー等 

 

3-2-2-2 建築計画 

(1) 配置計画 

口蹄疫診断棟の北側にワクチン製造棟と上水や電力等を供給する機械室棟を新設する。

診断棟と製造棟の間には中庭を設け両施設の緩衝帯とする。また、現地の自然条件を考慮

して両施設を屋根つきの渡り廊下で接続する計画とする。 

本プロジェクトサイトのメインエントランスは、公道のインセインブッタリヨンロード

から、敷地北西の通路を経由した出入口に設ける。また、サブエントランスを診断部門の

南側に既存の出入口を活用して設置する。建物出入口と車寄せは、ワクチン製造棟、診断

棟それぞれに独自に設ける計画とする。 

現状のプロジェクトサイト北側には、東側の職員住宅エリアへ抜ける通路、北側へ抜け

る通路があることから、本計画においても、同様の通路を確保する。 
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ミャンマー国政府が将来実施する施設拡張の用地としては、図 3-1 に示す範囲を想定す

る。ただし、将来の施設拡張時には、2014 年 5 月の準備調査段階で利用者不在の廃屋であ

った敷地西側の建物を解体することが条件となる。 

 

図 3-1：建物配置概念図 

(2) 平面計画 

 1) ワクチン製造棟 

ローラーボトル培養法を用いて年間 100 万ドーズの口蹄疫ワクチンを製造する施設を計

画する。製造過程での雑菌汚染やウイルスの漏洩防止に配慮し、細胞培養ユニットとワク

チン製造ユニットへの出入りは、前室やパスルームを介して行う計画とする。品質管理部

門も併設するが、ウイルスの誤濁を予防するためワクチン製造部門とは別に、専用の入口

を設ける。 

直接ウイルスを扱うワクチン製造ユニットと品質管理部門のウイルス試験室は、ウイル

ス汚染区域として、その他部分と建築及び設備的に明確に区画する。 

不活化したワクチンを容器に充填する製品充填と、製造プロセスの初期段階で細胞浮遊

液を充填する細胞充填は、製造工程上、同時に行うことがないことから、同室で行うこと

とし、新築面積を抑える。 
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害虫の混入の回避や施設中核部分の空調負荷の低減を図るため、外部からの直接の出入

口を設けず、内部廊下を介して出入りする計画とする。同廊下は、万一、ウイルス漏洩事

故発生した場合に、ウイルスを外部に漏らさないためのバッファスペースとしても有効で

ある。 

ワクチン製造棟の機能関連図は図 3-2 のとおりとなる。 

 

図 3-2：ワクチン製造棟 機能関連図 

 2) 口蹄疫診断棟 

ミャンマー側から提示された動物用製剤プラント建物を改修することで、同建物 1 階を

口蹄疫診断ラボに活用する。 

実験室としては、ウイルス試験室、細胞試験室、PCR 試験室を設ける。細胞試験室には、

更衣室、ウイルス試験室には、更衣室と前室を設ける。なお、更衣室はガウニングスペー

スとして計画する。 

ウイルス試験室は、ウイルス汚染区域として、その他部分と建築的及び設備的に明確に

区画する。 

2 階は、原則事務室として活用するが、構造調査でスラブに著しいひび割れと沈下が確認

された居室は、使用禁止とし、その他の諸室についても、書庫や重量資材の保管庫としな

いよう勧告し、使用の制限を徹底する。 

口蹄疫診断棟の機能関連図は図 3-3 のとおりとなる。 
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図 3-3：口蹄疫診断棟 機能関連図 

 

ワクチン製造棟、口蹄疫診断棟の主要諸室の面積及び用途は表 3-5、 

表 3-6 のとおり。 
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表 3-5：ワクチン製造棟 主要諸室 

部

門 
部屋名 面積 用途 

細
胞
培
養 

培地調整

室 
31 ㎡ 

ワクチン製造に使用する培地や添加剤等の調製、ワーキングシー

ドの拡張培養、細胞浮遊液の調製を行う。作業テーブル、クリー

ンベンチ等を設置する。 

細胞充填

室・製品充

填室 
42 ㎡ 

ローラーボトルに細胞浮遊液を充填する作業と、ウイルス不活化

後のワクチン原液に各種添加剤を添加し、容器に充填する作業を

行う。浮遊粒子の混入を防ぎ清浄度を保つため 3.5ｍ×2.5ｍのラ

ミナフローと、その周囲に有効な作業スペースを確保する。 

恒温室 1 14 ㎡ 
ローラーボトルに充填された BHK21 細胞を培養するため、セルロ

ーラー2 台収容可能な室サイズとする。停電による培養細胞の死滅

を防ぐため発電機回路を設置する。 

ワ
ク
チ
ン
製
造 

ウイルス

充填室 
24 ㎡ 

細胞培養が完了したローラーボトルの培地を吸引し、ウイルス液

や維持培地を充填し、増殖したウイルス液をタンクに回収する。

浮遊粒子の混入を防ぎ清浄度を保つため 3.0ｍ×2.0ｍのラミナフ

ローと、その周囲に有効な作業スペースを確保する。 

恒温室 2 14 ㎡ 

ウイルス液を接種して、感染させた細胞を、維持培地を入れたロ

ーラーボトルで培養する。セルローラー2 台収容可能な室サイズと

する。停電による培養細胞の死滅を防ぐため発電機回路を設置す

る。 

ウイルス

精製室 
40 ㎡ 

タンクに回収したウイルス浮遊液から不純物を除去し、ウイルス

を精製する。また、ウイルスシードから接種用のウイルス液を調

製する。 

ウイルス

不活化室 
40 ㎡ 

精製後のウイルス浮遊液のクロロホルム処理を行う。その後別タ

ンクへ移し、BEI 処理にてウイルスを不活化させる。 

滅
菌

洗浄・滅菌

室 
50 ㎡ 

ワクチン生産に使用する機器の洗浄、滅菌を実施する。大型オー

トクレーブでウイルスが付着した機器の滅菌を行う。 

品
質
管
理

品質管理

試験室 
28 ㎡ 

ワクチンの品質試験のうち、無菌試験や培地性能試験、ワクチン

の力価試験などのウイルスを扱わない試験を主に実施する。 

ウイルス

試験室 
30 ㎡ 

ワクチンの品質試験のうち、ウイルス力価試験やワーキングウイ

ルスシードの作出といったウイルスを取り扱う試験を実施する。 

事
務
・
保
管 

保管庫 51 ㎡ 
ワクチン製造に必要な資機材や薬品、製品などを一時保管する倉

庫。常温、冷蔵、冷凍保存が可能となるよう冷蔵庫、ディープフ

リーザーを設置する。 

事務室 12 ㎡ 
ワクチン製造に必要な製造記録の作成や、各種データの出力など

の事務処理を行う部屋。 

倉庫、廊下、更衣

室、その他 
694 ㎡ 

2 階機械室 242 ㎡、地下 1 階排水中和処理室 52 ㎡、機械室棟 50
㎡、給水塔 25 ㎡、ガードハウス 15 ㎡の付属棟を含む 

合計 1,070 ㎡ 
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表 3-6：口蹄疫診断棟 主要諸室 

 

部

門 
部屋名 階 面積 用途 

診
断 

細胞試験室 1 48 ㎡ 
検体検査を実施する試験室。内部に更衣室 2.0ｍ×3.0ｍを

設ける。 
ウイルス 
試験室 

1 39 ㎡ 
ウイルスの同定検査を行う試験室。内部に更衣室及び前室を

設ける。 
PCR 試験室 1 27 ㎡ 各種 PCR 検査を実施する試験室。 

器具準備室 1 27 ㎡ 各種試験器具及び試薬の倉庫。 

洗浄室 1 28 ㎡ 試験器具の洗浄室。 

冷蔵室 1 32 ㎡ 試薬の保管用冷蔵・冷凍庫室。 

管

理 

事務室 1 
(管理) 

1 49 ㎡ 
国立口蹄疫研究所の管理部門の事務室。標準的事務室（5～
10 ㎡/人）規模で事務員 4 名を想定。 

事務室 2 
(診断) 

2 80 ㎡ 
診断部門担当の獣医官用事務室。標準的事務室（5～10 ㎡/
人）規模で事務員 8 名を想定。 

事務室 3 
(ワクチン製

造 1) 
2 65 ㎡ 

ワクチン製造部門の獣医官用事務室。標準的事務室（5～10
㎡/人）規模で事務員 14 名を想定。 事務室 4 

(ワクチン製

造 2) 
2 32 ㎡ 

事務室 5 
(品質管理) 

2 32 ㎡ 
品質管理部門の獣医官用事務室。標準的事務室規模（5～10
㎡/人）で事務員 4 名を想定。 

会議室 2 49 ㎡ 
会議室 33 ㎡と付設倉庫 16 ㎡から成る。標準的会議室規模

（1.5～2.5 ㎡/人）で各部門 3 名ずつに所長を含めた合計 13
名が出席できる全体会議を開催可能な規模を想定。 

所長室 2 33 ㎡ 所長室の標準的規模（30～45 ㎡）とする。 

共
用 

スタッフ 
ルーム 

2 32 ㎡ 獣医官以外の職員の休憩室。 

トイレ 1 33 ㎡ 
男女比 1：1 として、54 人÷2＝27 人。大便器 2、手洗い 2、
更に男性用トイレには小便器を 1 つ計画可能な室サイズと

した。 

廊下その他 197 ㎡ 
 

合計 803 ㎡ 
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(3) 断面計画 

 1) ワクチン製造棟 

ウイルス封じ込めの観点から、ワクチン製造棟は鉄筋コンクリート製屋根スラブとコン

クリートブロック造の壁で密閉された構造を基本とする。空調換気用等の機械室をできる

だけ必要諸室の直上の屋上に配置することで、ダクトや配管ルートを合理化する。 

 

 

 2) 口蹄疫診断棟 

改修工事を実施する診断棟の現状の使わ

れ方は、図 3-4 のとおり、計画当初バルコ

ニーだった部分を壁で覆い、主に倉庫として

いるが、使い勝手が悪く、そのほとんどが「開

かずの間」で、実質的には機能していない。

またバルコニーを覆っている壁は、構造壁で

はないため、地震時の耐力は期待できず、逆

に負荷として不利に働く。 

本計画では、これらバルコニーの不要な壁

を取り払い、軽量化を図ることにより耐震性

を高め、地震発生時の安全性を確保する。 

この他、損傷のあった木造屋根架構を鉄骨

造に交換し、軽量化を図るとともに、風害に

耐え得る補強を行う。1 階試験室の部屋内側

に気密性確保のための内壁を設置する。2 階

は事務室として、出来る限り活用し、新築面

積の縮小に努める。 

図 3-4：診断棟 断面概念図 
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(4) 外部・内部仕上げ 

 1) 基本方針 

a) 可能な限り現地製資材を使用し、建設費の低減と工期の短縮を図る。 

b) 現地の気候・風土に適合し、耐候性に優れ、維持・管理が容易な材料を選択し、

維持・管理費の低減を図る。 

c) ワクチン製造プラント及びラボという観点から、耐薬品性、耐久性に優れた資材

を用いる。 

 2) 材料 

a) 構造材 

ミャンマー国で一般的な鉄筋コンクリート造の柱・梁・床スラブとする。壁は、コ

ンクリートブロック造を基本とする。 

b) 外部仕上げ材 

主要な外部仕上げを以下に示す。 

①ワクチン製造棟 

表 3-7 の仕上げ材を用いて新設する。 

表 3-7：外部仕上げ表 ワクチン製造棟 

部位 仕上げ 備考 

屋根 防水層の上、乾式断熱材貼り 断熱性を重視。 

外壁 
モルタル金ゴテ塗装仕上、断熱材入り

金属パネル 
断熱性を重視。 

建具 鋼製ドア、木製ドア、アルミ製サッシ 気密性及び、耐久性を重視。 

外構 
インターロッキングブロック舗装 
コンクリート舗装 

現地で一般的。 

②口蹄疫診断棟 

表 3-8 の仕上げ材を用いて改修する。 

表 3-8：外部仕上げ表 口蹄疫診断棟 

部位 仕上げ 備考 

屋根 断熱材敷き込みの上、金属屋根 
既存瓦屋根の取り換え。 
断熱性を重視、屋根の軽量化に努める。

外壁 既存レンガ壁の補修改修 計画当初の意匠の復元に努める。 

建具 鋼製ドア、木製ドア、アルミ製サッシ 
既存木製サッシの取り換え。 
耐久性に優れる。 

外構 
インターロッキングブロック舗装 
コンクリート舗装 

現地で一般的。 
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c） 内部仕上げ材 

主要室の内部位別の使用材料を以下に示す。 

①ワクチン製造棟 

表 3-9 の仕上げ材を用いて新設する。 

表 3-9：内部仕上げ表 ワクチン製造棟 

室名/部門名 床 壁 天井 備考 

ワクチン製造 樹脂塗装 
化粧ケイカ

ル板 
化粧ケイカル板 

耐薬性・耐久性・清掃

性を重視 
細胞培養、滅

菌、品質管理 
樹脂塗装 塗装仕上げ 塗装仕上げ 清掃性を重視 

一般廊下 タイル張り 塗装仕上げ 塗装仕上げ 耐久性を重視 

保管庫 タイル張り 塗装仕上げ 塗装仕上げ 耐久性を重視 

事務室 タイル張り 塗装仕上げ 岩綿吸音板 耐久性を重視 

②口蹄疫診断棟 

表 3-10 の仕上げ材を用いて改修する。 

表 3-10：内部仕上げ表 口蹄疫診断棟 

室名 床 壁 天井 備考 

各試験室、洗

浄室 
樹脂塗装 塗装仕上げ 塗装仕上げ 清掃性を重視 

冷蔵室 タイル張り 塗装仕上げ
塗装仕上げ 
（直天井） 

耐久性を重視 

廊下(1 階) タイル張り 塗装仕上げ 塗装仕上げ 耐久性を重視 

廊下(2 階) 防塵塗装 塗装仕上げ 羽目板張り 固定荷重に配慮 

事務室(1 階) タイル張り 塗装仕上げ
塗装仕上げ 
（直天井） 

耐久性を重視 

事務室(2 階) 防塵塗装 塗装仕上げ 岩綿吸音板 固定荷重に配慮 

WC タイル張り タイル張り 塗装仕上げ 耐久性を重視 
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(5) 構造計画 

 1) 基礎構造計画 

建設予定地の地質調査の結果から現状地盤より 2m の深度で 5 トン/㎡程度の地耐力が確

保できることが確認された。現状地盤面より深度 2m を基礎底として、直接基礎を計画する。 

 2) 上部構造計画 

本計画対象は、低層建物であることから、鉄筋コンクリート造の耐震壁付ラーメン架構

を基本とする。耐震壁ではない外壁は、現地で一般的なコンクリートブロック造とする。 

 3) 各種荷重 

本計画で採用する仮定荷重および外力は、現地の気象・地理・建物用途を考慮し、次の

ように設定する。 

a) 固定荷重 

本計画で使用する個々の仕上げ材、構造材から

荷重を算定する。 

b) 風圧力 

風圧力は、日本の建築基準法に準拠する。 

c) 積載荷重 

積載荷重はミャンマー国の現状及び日本の建築

基準法に準拠する。 

d) 地震力 

地震力は、図 3-5 の地震ゾーンマップにより計

画する。本計画対象地域は地震ゾーン II

「Moderate Zone」に位置し、発生する可能性の

ある地動加速度は 110～200gal(ガル)である。これ

は日本の気象庁震度階級による震度 5 強に相当し、

同震度の場合、日本の建築基準法による標準せん断力係数は 0.2 程度となる。 

e) 使用材料 

主な使用材料は表 3-11 のとおり。 

表 3-11：主な使用材料 

材料 仕様 
コンクリート 設計基準強度 Fc=24N/㎟ 
鉄筋 降伏強度 345 N/㎟、295 N/㎟ 

図 3-5：ミャンマー国の地震ゾーン

マップ 
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(6) 電気設備計画 

 1) 電力引込・受変電設備 

インセイン郡区にある畜産獣医局用地西側部分の電力は、インセインロードから 6.6kV

の高圧線を地下埋設で引込み、本プロジェクトサイトから 100m 程度南に設置された変圧

器を経由し、各施設に供給されている。 

既存電力網の図面が現存しないことに起因する保守点検の難点、及び既存変圧器容量に

は不足がある点を勘案し、本計画では、対象施設用にインセインブッタリヨンロードから

新規に 11kV の高圧線を引込み、容量 250kVA の変圧器を介して、ワクチン製造棟と口蹄疫

診断棟に供給する計画とする。新規変圧器までの 1 次側電力引込みはミャンマー側負担工

事とする。 

 

  

 

図 3-6：電力引込系統図 
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 2) 電源設備 

a) 幹線動力設備 

配電盤より敷地内地中配線にて、各計画建物内電灯分電盤・動力制御盤へ電力供給

を行う。 

b) 非常用発電機設備 

停電時の施設機能を最低限維持するために、容量 70kVA の非常用発電機を設置する。

細胞培養ユニット及びワクチン製造ユニットの恒温室、試薬やウイルス、検体を保管

する冷蔵庫、ゾーニング上主要なエアロックのインターロック機構のみ、非常発電機

回路を設ける。 

 

 3) 照明・コンセント設備 

各階に電灯分電盤を設置し、適切な回路構成とすると共に、盤以降の照明設備およびコ

ンセント設備への 2 次側配管配線を計画する。 

a) 照明設備 

一般照明 ：LED 照明を主体とした消費電力の少ない照明器具を選定する。 

非常照明設備 ：居室・廊下にバッテリー内蔵壁掛型 LED 非常照明器具を設置する。 

b) コンセント設備 

一般コンセントは接地極付とし、個数は過剰とならないように計画する。 

 4) 電話設備 

口蹄疫診断棟の事務室 1（管理）から施設運用上必要最低限の諸室へ配線及び配管を計画

する。 

 5) LAN 設備 

口蹄疫診断棟の事務室 1（管理）から施設運用上必要最小限の諸室に LAN 取り出し口お

よび LAN ケーブルを計画する。 

 6) 火災報知設備 

現地法規では、本計画の規模・用途について設置義務は定められていないが、火災発生

時に館内職員に即座に周知できるよう、火災報知設備を設置する。 

 7) 避雷設備 

屋根部分に落雷保護用として避雷導体又は突針を設置する。 
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(7) 機械設備計画 

 1) 空気調和設備 

ワクチン製造工程または口蹄疫診断工程に従った室内温度環境とする。空調熱源は、施

設規模や周辺インフラの状況を考慮し、電力とする。空調方式は維持管理費の低減・機器

故障時の対応の容易さ、施設規模を勘案し、各室または管理エリアごとの分散型空調とす

る。外気処理は直膨コイル式空調機、室内負荷はパッケージ型空調機による対応を基本と

する。 

本協力対象事業では、洗浄可能な粗塵フィルターのみ設置する計画とするが、将来の機

能拡張に備え、ワクチン製造棟の空調機は給気側、診断棟の空調機は排気側に HEPA フィ

ルターが設置可能なフィルターボックスを計画する。 

表 3-12 に各ゾーン別の空調方式を示す。 

表 3-12：空調方式一覧 

建物名称 部屋名 空調方式 
ワクチン製造棟 細胞培養エリア 

品質管理エリア 
直膨コイル型空調機＋空冷パッケージ空調機 

ワクチン製造エリア 直膨コイル型空調機＋空冷パッケージ空調機 
事務室・保管庫 空冷パッケージ空調機 

口蹄疫診断棟 試験室等 直膨コイル型空調機＋空冷パッケージ空調機 
事務室 空冷パッケージ空調機 

 

空調設備概略系統図を図 3-7 に示す。 

 

図 3-7：空調設備概略系統 
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 2) 換気設備 

各居室への新鮮空気取り入れのための機械換気設備を設ける。また、便所、電気室等に

は、臭気、熱、塵埃等の排出用にファンを設置する。 

 

(8) 衛生設備計画 

 1) 衛生器具設備 

ロータンク式洋風大便器・洗浄弁式小便器・各種洗面器等の衛生器具を計画する。大便

器はハンドシャワー付とする。 

 2) 給水設備 

既存施設の給水は市の上水の他、近隣にある井水を原水とする地域受水槽から供給がある

が、特に乾季（2～5 月）において十分な給水量が確保できない状況にある。敷地内の既存

深井戸（チューブウェル）は、水中ポンプのみならず井戸本体のケーシングの経年劣化が

みられるため、給水源の確保として深井戸を 1 箇所新設する。 

給水方式は、原水槽に貯留した供給水をろ過器で除砂および除鉄し、受水槽から揚水ポン

プで高架水槽へ揚水して重力式で必要各所へ供給を行う。 

概略給水量を表 3-13 に示す。 

表 3-13：給水量概算 

対象 想定人員 
（人） 

単位給水量 
（L/人・日） 

日給水量 
 

職員数（ワクチン製造棟） 34 (100L/人×0.6) 2,040 L 
職員数（口蹄疫診断棟） 14 (100L/人×0.6) 840 L 
職員数（管理事務） 5 (100L/人×0.6) 300 L 
小計 53  3,180 L 

→4 ㎥ 
製造用給水 - 15Lit×6 回/ｈ

×8ｈ×5 
3.6 L 
→4 ㎥ 

合計   →8 ㎥ 

注：単位給水量は日本の標準値の 60%で設定 

 

概略機器容量は以下のとおりとなる。 

受水槽       8m3（1 日給水量） 

高架水槽      8m3（1 日給水量） 

揚水ポンプ   100L/min（1 日給水量を 1.35 時間で揚水可能） 

 3) 排水設備 

本プロジェクトサイトには公共下水道が整備されていないため、ユニット型合併式浄化

槽を新設する。感染系排水については、薬品処理による失活化後、中和処理による pH 調整
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を行い、浄化槽にて処理する。 

浄化槽の処理能力は、現地排水基準が未整備であることから、表 3-14 のとおり、ミャン

マー国が加盟する国際金融公社(IFC)の排水基準に準拠した水質とし、プロジェクトサイト

北側の調整池に放流する計画とする。 

表 3-14：排水の水質基準 

指標 
国際金融公社の

排水基準 
計画水質 
流入水質 放流水質 

BOD 30ppm 200ppm 30ppm 
SS 50ppm 200ppm 50ppm 
pH 6-9 - 6-9 

 

排水処理槽の処理容量は、表 3-15 のとおり。 

 

表 3-15：排水処理容量 

対象 処理容量 

滅菌・中和処理槽 感染系排水 
（前処理） 

2 ㎥/日 x1 基 

合併式浄化槽 生活排水・ 
感染系処理水 

8 ㎥/日 x1 基 

 

なお、浄化槽については、2 カ月に 1 回程度の頻度で汚泥の蓄積状況等を点検し、必要に

応じて槽内の蓄積汚泥を取り除く必要がある。 

 4) 消火設備 

現地法規では、本計画の規模・用途について設置義務は定められていないが、日本の基

準を参考に、消火栓を計画する。 
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衛生設備概略系統図を図 3-8 に示す。 

 

図 3-8：衛生設備概略系統 

 

(9) ワクチン製造特殊設備 

口蹄疫ワクチンの生産設備である精製水製造/供給設備、純蒸気発生装置、注射用水製造/

供給設備、オートクレーブ、CIP ユニット、排水処理設備、ラミナフローブース等の特殊

設備は、大型生産機材の搬入及び据付工事、大規模の給排水配管工事等が必要となる。多

数発生する建設工事との取り合い箇所を適切に処理し、且つ据付に係る工期を最小化する

ため、同特殊設備工事を施設工事に含む計画とする。 
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3-2-2-3 機材計画 

(1) ワクチン生産管理用機材 

ワクチンの製造及び品質管理に必要な各種製造記録の作成や出力、各製造工程の標準作

業手順書の作成、管理、更新、また製造したワクチンの品質管理作業に使用するコンピュ

ータ、プリンターや什器備品類を計画する。 

(2) 滅菌用機材 

ワクチン製造工程の無菌性を確保するため、製造で使用する機材及び原材料は全て滅菌

されて供給される必要がある。また、ウイルスを取り扱った機材や廃棄物は適切な滅菌処

理を実施する必要が有る。そのための滅菌機などを計画する。 

(3) 細胞・ウイルス培養工程用機材 

BHK21 細胞をローラーボトルで培養するための各種機材と増殖した細胞にウイルスを

接種し、ウイルスを増殖させるための機材を計画する。 

(4) ウイルス精製・ワクチン製造工程用機材 

増殖・回収したウイルスを精製・不活化し口蹄疫ワクチンを製造する機材を計画する。

ウイルスを取り扱う工程や無菌性を要求する工程は安全キャビネットやクリーンベンチな

どを計画する。 

(5) ワクチン充填・保管用機材 

製造したワクチン原液は 300L～500L 程度となり、一時保管が必要となる。そのための

タンク類や 3000 本～5000 本のワクチン充填瓶とゴム栓、アルミキャップによる巻締が実

施できる機材を計画する。この作業は細胞培養エリアの無菌作業区域を共用するものとす

る。 

(6) その他ワクチン製造に必要な機材 

ワクチン製造に関しては主たる製造工程に必要な機材の他、培地の調製、各種作業に必

要な理化学機器等の準備作業で使用する機材や、器具の洗浄などの後処理等に使用する機

材が必要である。これらの必要機材を計画する。 

(7) 口蹄疫診断用機材 

口蹄疫診断で一般的に用いられている PCR による遺伝子検査法、ELISA による抗体検

査法に必要な機材を計画する。また、診断ラボとして必要不可欠である一般的なラボ機材

については既存国立口蹄疫研究所にて現在使用されている機材の更新、追加を行うととも

に不足しているものについては新規に調達する計画とする。 

 

2-2-1 要請内容の妥当性検証のための判断基準に基づき最終要請の検討を行った結果、
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計画機材は以下のとおりとなった。なお要請機材リストには部門ごとに要請内容を取りま

とめているが、各部門から並行して要請されている同一機材があることから、同一機材は

統合した計画機材リストとして整理した。 

主な計画機材を表 3-16 に示す。 

表 3-16：主な計画機材 

機材 
番号 

要請 
番号 機材名 主な仕様または構成 数

量 

使 用 目 的 

9 UT-15 脱水洗濯機 処理量：20kg/回以上 
内胴回転数（高速脱水時）：707rpm 以上 2 ラボで使用する白

衣等を洗濯する。

11 PT-10 
デジタルカ
メラ付き倒
立顕微鏡 

構成：本体×1，デジタルカメラ×1 
本体   
型式：ルーチン観察用三眼倒立顕微鏡 
光源：ハロゲン 30W 
接眼レンズ：10x 
総合倍率：40x～1,000x 
デジタルカメラ   
用途：本体へ接続し顕微鏡写真を撮影する 

3 
ローラーボトル内
の細胞状態を確認
する。 

12 PT-11 セルローラ
ー 

ボトル搭載本数：150 本以上 
回転速度：0.25~6.0rpm より幅があること 
バッテリー駆動時間：6 時間以上 

2 

ローラーボトルを
回転しながら細胞
培養・ウイルス培
養をおこなう。 

16 PT-15 クリーンベ
ンチ A 

内部有効幅：1,870mm 程度 
作業室高さ：720mm 程度 
清浄度：クラス 100 より上位であること 
風量：約 26m3/分 
HEPA フィルター：付属 
プレフィルター：付属 

2 

ウイルスを扱う際
に、汚染を避けて
作業をおこなうた
めの装置。 

19 PT- 
21-1 培養器 A 

型式：ローラーボトル培養用 CO2 インキュベー
ター 
内容積：165L 以上 
ボトル架数：12 本 
回転数：0～2rpm 以上 
使用温度範囲：室温+5℃～50℃ 
ローラーボトル回転ユニット：ローラーボトル
12 本用付属 

2 
ローラーボトルを
回転させながら細
胞培養を行う。 
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20 PT- 
21-2 培養器 B 

型式：ローラーボトル培養用 CO2 インキュベー
ター 
内容積：165L 以上 
ボトル架数：6 本 
回転数：0～2rpm 以上 
使用温度範囲：室温+5℃～50℃ 
ローラーボトル回転ユニット：ローラーボトル 6
本用付属 

2 
ローラーボトルを
回転させながら細
胞培養を行う。 

21 PT-25 超遠心機 

構成：本体×1，ローター×1 
本体   
最高回転速度：22,000rpm 以上 
温度設定範囲：-9℃～35℃より幅があること 
タイマー：０～９９分５９秒より長いこと 
冷却機能：有り 
ローター   
容量：1,000ml×4～6 本 

2 
ワクチン製造工程
の一環で使用す
る。 

22 PT-27 冷却遠心機 

構成：本体×1，ローター×1 
本体   
最高回転速度：4,700rpm 以上 
温度設定範囲：-10℃～+40℃より幅があること 
タイマー：1～99 分 59 秒 

3 
ワクチン製造工程
で冷却しながら遠
心をおこなう。 

26 PT-31 安全キャビ
ネット 

型式：床置型 
バイオセキュリティレベル：クラス IIA 
集塵効率：0.3PAO 粒子にて 99.99％以上 
フィルター：HEPA フィルター 
作業寸法：W1,870～1,950×D623～700mm 

6 
汚染を防ぎながら
作業をおこなうた
めに使用する。 

34 ST-03 ディープフ
リーザー 

内容積：309L 以上 
内槽材質：ステンレス 
安全装置：停電・温度・センサー異常警報 
庫内温度：-80~-60℃より幅があること 

3 冷凍保存が必要な
資材を保管する。

36 MS-01 
ワクチン製
造用ガラス
器具セット 

構成品：ビーカー、フラスコ、シリンダー、マイ
クロピペット等のワクチン製造に使用するガラ
ス器具一式 

1 
ワクチン製造工程
のさまざまな用途
に使用する。 

37 MS-02 
ワクチン製
造用ツール
セット 

構成：コンパクトコンテナ―、粉用スコップ、保
護メガネ、スターラ―等のワクチン製造に使用す
るツール一式 

1 
ワクチン製造工程
のさまざまな用途
に使用する。 

53 DS-01 
リアルタイ
ム PCR シス
テム 

サンプルウェル：96 
サンプル量：10～50µL 
リッド温度範囲：30~110℃ 
PC 接続：USB または Ethernet で接続可能 

2 
ウイルス RNA を
増幅するための機
材。 

56 DS-10 
マイクロプ
レートリー
ダー 

型式：96 ウェルマイクロプレート用 
波長範囲：340～750nm より幅があること 
精度：±1%(0.3~3Abs) 

2 ELISA 診断で蛍光
反応を読み取る。

60 DS-17 超冷凍庫 冷却性能：-85℃ 
容量：540L 程度 2 冷凍保存が必要な

血液を保管する。
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72 DS-36 クリーンベ
ンチ B 

内部有効幅：1,870mm 程度 
作業室高さ：720mm 程度 
清浄度：クラス 100 
風量：約 26m3/分 
HEPA フィルター：付属 
プレフィルター：付属 

1 汚染を避けて作業
するための装備。

78 DS- 
45-1 実験台 B 

寸法：4200mm×1500mm×800mm 
電源コンセント：あり 
シンク：あり 
天板：耐熱、耐薬 

1 診断作業をするた
めに使用する。 

90 DS-48 試薬セット 構成：ワクチン製造、口蹄疫診断に必要な試薬一
式 1 

ワクチン製造、
口蹄疫診断に必
要。 

91 MS-11 培地ろ過ユ
ニット 

構成：培地ろ過ユニット 30 インチ用ｘ２、ろ過
フィルターｘ1 式 
フィルターサイズ：30 インチ（930m/m) 
本体材質：SUS304 
キャスター：付属 

1 
細胞培養用培地を
ろ過するために使
用。 

92 MS-12 キャッピン
グシステム 

構成：ゴム栓打栓機ｘ４基、アルミキャップ取り
付け機ｘ4 基 
容器サイズ：100 ㏄プラスチック 
ゴム栓打栓機   
駆動方法：エア駆動半自動 
アルミキャップ取り付け機   
駆動方法：エア駆動半自動 

1 
ワクチンボトルの
キャッピングに使
用。 

94 DS-49 DNA シー
ケンサー 

構成：DNA シーケンサーｘ１、材料等ｘ1 式 
DNA シーケンサー   
キャピラリ本数：8 本 
サンプル容量：96 ウェルプレート 
材料 
構成：ポリマー、バッファー、DNA シーケンシ
ングキット等一式 

1 

野生ウイルス株の
ヌクレオチド鎖解
析に使用。口蹄疫
診断施設として必
要な水準である。

 

なお、全計画機材は表 3-17 に示すとおりである。 

表 3-17：計画機材リスト 

機材

番号 
要請 
番号 

機材名 数量
単

位 

配置先 
ワクチン 
製造棟 

診断棟 

1 PM-01 パーソナルコンピュータ 16 式  16
2 PM-02 カラーレーザープリンタ 2 式  2
3 PM-03 レーザープリンター 6 式  6
4 PM-04 PC デスク 12 式  12
5 PM-05 プロジェクター 1 式  1
6 PM-06 スクリーン 1 式  1
7 UT-17 床置型オートクレーブ 6 式 4 2
8 UT-12 乾熱滅菌器 4 式 2 2
9 UT-15 脱水洗濯機 2 式  2
10 UT-16 乾燥機 2 式  2
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11 PT-10 デジタルカメラ付き倒立顕微鏡 3 式 3 
12 PT-11 セルローラー 2 式 2 
13 PT-12 ローラーボトル 300 式 300 
14 PT-13 ローラーキャップ 500 式 500 
15 PT-14 細胞培養用遠心機ユニット 2 式 2 
16 PT-15 クリーンベンチ A 2 式 2 
17 PT-16 廃液吸引セット 7 式 7 
18 PT-20 ガストーチ 8 式 6 2
19 PT-21-1 培養器 A 2 式 2 
20 PT-21-2 培養器 B 2 式 2 
21 PT-25 超遠心機 2 式 2 
22 PT-27 冷却遠心機 3 式 3 
23 PT-28 遠心用 PP ボトル 150 式 150 
24 PT-29 チュービングポンプ 4 式 4 
25 PT-30 ポンプチューブ 12 式 12 
26 PT-31 安全キャビネット 6 式 5 1
27 PT-33-1 電子天秤 A 1 式 1 
28 PT-33-2 電子天秤 B 5 式 3 2
29 PT-34 EC 計 3 式 3 
30 PT-35 pH 計 5 式 3 2
31 PT-36-1 恒温槽 A 1 式 1 
32 PT-36-2 恒温槽 B 2 式 2 
33 ST-02 冷凍庫 3 式 3 
34 ST-03 ディープフリーザー 3 式 3 
35 ST-04 2 ドア冷蔵庫 10 式 5 5
36 MS-01 ワクチン製造用ガラス器具セット 1 式 1 
37 MS-02 ワクチン製造用ツールセット 1 式 1 
38 MS-03 血球計算盤 20 式  20
39 MS-04-1 SUS 作業台 A 2 式 2 
40 MS-04-2 SUS 作業台 B 椅子付き 3 式 3 
41 MS-04-3 SUS 作業台 C 5 式 5 
42 MS-04-4 SUS 作業台 D 2 式 2 
43 MS-04-5 SUS 作業台 E 1 式 1 
44 MS-04-6 SUS 作業台 F 1 式 1 
45 MS-04-7 中央実験台 2 式 2 
46 MS-04-8 実験台 A 1 式 1 
47 MS-05 シリコンチューブ 5 式 5 
48 MS-06 温度ロガー 8 式 8 
49 MS-07 表面温度計 2 式 2 
50 MS-08 台車 10 式 10 
51 MS-09 PP コンテナ 3 式 3 
52 MS-10 工具セット 1 式 1 
53 DS-01 リアルタイム PCR システム 2 式  2
54 DS-07 マイクロプレート用振盪器 2 式  2
55 DS-09 マイクロプレート用ウォッシャー 2 式  2
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56 DS-10 マイクロプレートリーダー 2 式  2
57 DS-13 低速遠心分離機 2 式  2
58 DS-14 マイクロ遠心分離機 3 式  3
59 DS-16 磁気撹拌装置 （大） 2 式  2
60 DS-17 超冷凍庫 2 式  2
61 DS-18 冷凍庫 2 式  2
62 DS-20 液体窒素容器 2 式  2
63 DS-21 培養器 C 2 式  2

64 DS-22 
シングルチャンネルマイクロピペッ

トセット 
4 式  4

65 DS-23 
12 チャンネルマイクロピペットセ

ット 
4 式  4

66 DS-25 恒温槽 2 式  2
67 DS-26 蒸留水製造装置 1 式  1
68 DS-27 倒立顕微鏡 2 式  2
69 DS-29 分析天秤 2 式  2
70 DS-33 ドライオーブン 2 式  2
71 DS-34 分光光度計 2 式  2
72 DS-36 クリーンベンチ B 1 式  1
73 DS-39 タッチミキサー 5 式  5
74 DS-41 アスピレーター 2 式  2
75 DS-42 ウイルス力価試験セット 1 式  1
76 DS-43 診断用ガラス器具セット 1 式  1
77 DS-44 診断用ツールセット 1 式  1
78 DS-45-1 実験台 B 1 式  1
79 DS-45-2 実験台 C 1 式  1
80 DS-47 スツール 17 式  17
81 DS-46-1 スチール棚 A 3 式 3 
82 DS-46-2 スチール棚 B 2 式 2 
83 DS-46-3 スチール棚 C 1 式 1 
84 DS-46-4 スチール棚 D 2 式 2 
85 DS-46-5 引き戸シェルフ A 3 式 3 
86 DS-46-6 引き戸シェルフ B 3 式 3 
87 DS-46-7 重量スチールラック 11 式 1 10
88 DS-46-8 2 段シェルフ 1 式 1 
89 DS-46-9 引き戸シェルフ C 21 式 9 12
90 DS-48 試薬セット 1 式 1 
91 MS-11 培地ろ過ユニット 1 式 1 
92 MS-12 キャッピングシステム 1 式 1 
93 MS-13 充填ノズル 1 式 1 
94 DS-49 DNA シーケンサー 1 式  1
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3-2-3 概略設計図 

配置図 

ワクチン製造棟 1 階平面図 

ワクチン製造棟 2 階平面図 

ワクチン製造棟 立面図 

ワクチン製造棟 断面図 

診断棟 1 階平面図 

診断棟 1 階平面図 

診断棟 立面図 

診断棟 断面図 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

本事業は、日本国政府の閣議決定を経て、ミャンマー国政府との交換公文(Exchange of 

Notes：E/N)が締結され、JICA とミャンマー国政府との間で贈与契約(Grant Agreement：

G/A)が締結された後、無償資金協力のスキームに従って実施される。その後、ミャンマー

国政府と本邦コンサルタントが契約を締結し、施設・機材の詳細設計作業を行う。詳細設

計図面および入札図書の完成後に、入札によって決定した本邦建設業者と機材調達業者に

より、建設工事および機材の調達･据付が行われる。 

着工後、ミャンマー国側実施機関、コンサルタント、建設業者、機材調達業者による施

工監理体制が組まれる。 

(1) 実施体制 

本計画のミャンマー国政府の主管官庁および実施機関は畜水産・地方開発省であり、同

省畜産獣医局長が契約調印者となる。畜産獣医局の担当者及び国立口蹄疫研究所の所長が、

事業実施の窓口として計画実施中の業務調整を担当する。 

(2) コンサルタント 

上記交換公文、贈与契約が締結された後、畜水産・地方開発省は本邦コンサルタントと

無償資金協力の枠組みに従い、本計画の詳細設計・監理にかかるコンサルタント契約を締

結し、JICA による契約の認証を受ける。コンサルタントは契約が認証された後、畜水産・

地方開発省と協議の上、本協力準備調査報告書に基づき詳細設計図面および入札図書を作

成し、畜水産・地方開発省に説明し同意を得る。 

建設工事の入札･施工段階でコンサルタントは、詳細設計図面および入札図書に基づき入

札業務支援および施工監理業務を実施する。機材調達・据付についても同様に、機材入札

業務支援から据付・試運転・引渡しに至る監理業務を行う。それぞれの業務については、

以下に示す。 

 1) 詳細設計 

本協力準備調査報告書に基づき、建築計画の詳細を決定し、機材計画の見直しを行い、

関連する設計図、仕様書、入札条件書、施設建設工事、機材調達・据付に関するそれぞれ

の契約書案等からなる入札図書を作成する。施設建設工事、機材調達・据付に必要な費用

の見積も業務として含まれる。 

 2) 入札業務協力 

実施機関が行う建設業者および機材調達業者の入札による選定に立会い、それぞれの契

約に必要な事務手続きおよび日本国政府への報告等を行う。 
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 3) 施工監理業務 

建設業者及び機材調達業者が実施する業務について、契約内容どおり適正に履行してい

るか確認し、計画実施を促進するため、公正な立場に立ち、関係者に助言、指導および調

整を行う。また、コンサルタントはこれら業務を遂行する他、本計画の進捗状況、支払い

手続き、完了引渡し等について実施機関及びＪＩＣＡに報告する。 

主たる業務は以下のとおりである。 

・建設業者及び機材調達業者から提出される施工計画書、施工図、機材仕様書、そ

の他の図書の照合および確認手続き 

・納入される建設資機材・家具、機材の品質、性能の出荷前検査および確認 

・建設設備機器、機材の納入・据付、取扱い説明の確認 

・工事進捗状況の把握と報告 

・竣工施設・機材の引渡しへの立会 

 4) 調達監理業務 

調達機材の船積みの際には、船積み港にて第三者検査機関に委託し、船積前機材照合検

査を実施する。コンサルタントは第三者検査機関から提出される検査証の内容を書面にて

確認する。またコンサルタントは検査完了後、速やかに検査報告書をミャンマー国実施機

関宛に発行し、報告を行う。 

据付時には、納入機材の確認、据付工事完了検査、初期操作指導の確認を行う。据付工

事完了後、現場検収にて、契約書に示された内容と、モデル名、原産地、メーカー名、無

償資金協力のステッカーの有無、外観検査などを実施する。本引渡しは、畜産獣医局責任

者および口蹄疫研究所各担当者、調達業者、コンサルタント立ち会いの下で実施する。 

 5) ソフトコンポ―ネント 

本プロジェクトによって施設・機材が整備された後、それらを適切に運用・維持・管理

するための技術的支援を実施する。専門家及びコンサルタントを定期的に派遣し、現地ス

タッフの教育と実習を調達機材を用いて実施する。 

(3) 建設業者及び機材調達業者 

建設業者及び機材調達業者は一定の資格を有する日本国法人を対象とした一般競争入札

により選定される。入札は原則として最低価格入札者を落札者として、畜水産・地方開発

省との間で建設および機材調達契約を締結する。契約に基づき建設業者は施設の建設、お

よび機材調達業者は機材の調達、搬入、据付を行い、ミャンマー国側に対し当該機材の操

作と維持管理に関する技術指導を行う。また、機材引渡し後においても、有償で主要機材

のスペアパーツ・消耗品の供給及び技術指導を協力対象施設が受けられるよう、メーカー、

代理店への連絡先リストを作成する。 
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(4) 現地コンサルタント、現地建設業者 

本邦コンサルタントの現場常駐監理者の監理補助者として、現地コンサルタントの技術

者を雇用する。また、本邦建設業者の下請けとして現地建設業者が業務を実施する。 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

(1) 建設事情 

ヤンゴンには、本邦建設業者の下請業務を実施するに十分な技術力があり、本プロジェ

クトで採用している鉄筋コンクリート躯体にコンクリートブロック積みという工法の実績

を持つ業者は多い。多くの建設資材が隣国のタイ、中国等から恒常的に輸入され、現地市

場で容易に調達できるし、建設に必要な熟練技能工の調達もヤンゴンでは問題ない。 

(2) 施工上の留意点 

 1) 特殊設備工事 

ワクチン製造に係る特殊設備については、製造前の設計図の詳細確認、また工場で仮組

み立てを実施しての事前操作確認及び検査が必要である。また大型機器設置工事に関して

は、搬入経路を事前に考慮しておくことが重要である。竣工後、システムが正常に機能す

るために、熟練者による設置工事が必要条件となる。 

 2) 工程管理 

現地での工程管理上の最も大きな制約は、5 月から 9 月までの雨期対策である。建設サイ

ト内に、冠水しない仮設エリア・仮設道路を確保するとともに、雨期の基礎工事や外構工

事等の地下工事での排水処理対策が必要である。本邦建設業者はこれら工事用の仮設工事

をすみやかに行うとともに、既述の制約事項を考慮に入れた工程計画を作成する必要があ

る。ミャンマー国側実施機関関係者、コンサルタント、建設業者が定期的に会合を持ち、

工程管理を行う。 

 3) 安全管理 

建設工事中は、建設サイトを仮囲いで囲い、隣接道路への出入り口を必要最小限に制限

し工事車両や労務者の建設サイトへの出入りを管理し、周辺住民や隣接道路を使用する車

等への安全を図る。なお、現在建設サイト内を横断している既存通路は、ミャンマー国側

にて建設サイト北側に付け替えられる予定である。 

(3) 機材調達上の留意点 

検収・引き渡し後、調達機材が継続的かつ適正に作動し、ワクチン製造・診断において

十分に活用されるためには、機材の適正な操作および維持管理方法を指導することが極め

て重要である。従って機材据付業者は十分な知識と経験を持った熟練の技術者が選定され、

適切な期間をかけて指導ができるよう入札図書内容には留意するとともに、通常の初期操

作指導に加えてメーカー技術者等による運用指導を含める計画とし、調達機材が効果的に
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活用されるよう配慮する。 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

建設工事及び機材調達・据付段階での両国政府の負担工事範囲は、表 3-18 のとおり。 

表 3-18：両政府の負担工事範囲 

負担区分 建設工事 機材調達・据付 
日本国側負担工事 ・ワクチン製造棟（その

他関係建屋を含む）の新

築 
・口蹄疫診断棟の改修 
・プロジェクトサイト内

の外構工事 

・ワクチン製造及び口蹄疫

診断に係る機材の調達及び

据付、試運転と調整 
・調達機材の運転、保守管

理方法の説明と指導 

ミャンマー国

側負担工事 
日本国側負担工事

着工以前に完了す

る必要のある工事 

・プロジェクトサイト内

の既存施設・樹木等の撤

去 
・日本側改修工事実施予

定建物の明け渡し 
・地下埋設物調査の実施

・サイトの整地 
・サイトを横断する既存

インフラの盛替え 
・サイト内の既存通路の

代替通路の造成 

 

日本国側負担工事

完了迄に完了する

必要のある工事 

・インフラの引込み（電

気） 
・その他の家具及び備品の

調達 

 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

(1) 施工監理方針 

本計画の施工監理に対する方針は、以下のとおりである。 

・両国関係機関の担当者と密接な連絡のうえ調整を図り、遅滞なく施設建設および機

材整備が完了することを目指す。 

・建設業者および機材調達業者とその関係者に対し、公正な立場に立ち迅速かつ適切

な指導・助言を行う。 

・施設及び機材据付け引渡後の運用・管理について適切な指導・助言を行い、建設工

事及び機材据付け工事が完了し契約条件が満たされたことを確認した上、施設、機

材の引渡しに立会い畜水産・地方開発省の受領確認を得て業務を完了させる。 

(2) 施工監理計画 

工事期間中は常駐監理者をプロジェクトサイトに置く他、工事の進捗状況に合わせ下記の
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技術者を適時派遣する。 

・業務主任 ： 全体調整、工程・品質管理指導 

・建築担当 ： 総合図説明、材料確認 

・構造担当 ： 地耐力確認、材料確認 

・機械設備担当： 総合図説明、給排水設備・空調換気設備の中間・竣工検査 

・電気設備担当： 総合図説明、電気設備の中間・竣工検査 

・プラント担当： 製作図の確認、仮組み検査立会、据付・試運転検査立会い 

・機材担当 ： 据付指導、設備工事との調整、員数検査立会、取扱説明確認等 

(3) 建設者 

設計図書に合致した施設を工期内に完成させるため、建設業者は施工監督技師の常駐が必

要である。 

(4) 機材調達者 

機材の据付工事、調整試運転、初期操作指導および運用指導の全期間に係る調達管理業

務担当として現地調達管理要員が必要となる。 

3-2-4-5 品質管理計画 

建設サイトのあるヤンゴンでは、レディーミクストコンクリートが利用可能である。ヤ

ンゴンの月間最高気温は通年で 25℃を上回ることから、混和剤の選定等に留意し、現場で

は、スランプテスト、荷降ろし時のコンクリート温度等の所定のコンクリート受入れ検査

を行う。 

乾期の地下水位は-3 から-4ｍであるが、雨期には、基礎の支持地盤からの湧水が予想さ

れ、水替えを行いながらの基礎工事となる。これらへの対応を含む施工計画書を準備し、

品質管理を行う。 

主要工種の品質管理計画は、表 3-19 のとおりである。
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表 3-19：品質管理計画 

工事区分 監理項目 管理値 検査方法 品質規格 測定頻度 
結果の整理

方法 
土工事 地耐力 長期(5ton/㎡)以上 平板載荷試験 BS, ASTM 数ヵ所 試験報告書 

法面角度 計画値以内 ゲージ、目視 JIS 適宜 写真、書類 
床付精度 +0～-5cm 以内 レベル、目視 
置換土厚 +5cm～0 

鉄筋工事 鉄筋 
かぶり厚 

地上部分 30mm 目視、測定 仕様書  適宜 写真、書類 
土接基礎 60mm 
その他 40mm 

加工精度 あばら筋・帯筋±5mm
その他±10mm 

引張り試験 規準強度以上 現場又は出荷時抜

き取り 
BS, ASTM 材料選定時及び

各径 200ｔ納入

につき 1 回、供

試体 3 本 

試験報告書 

コ ン ク リ

ート工事 
圧縮強度 設計強度 24N/㎡以上 現場立会 BS、ASTM 50m3 毎に供試

体 3 体以上 
試験報告書 

スランプ値 15cm±2.5cm 写真、書類 
塩化物量 0.3kg/m3 以下 
空気量 45% ±1.5% 
ｺﾝｸﾘｰﾄ温度(荷
卸時) 

35 度以下 

出来形精度 1m につき 10mm 以内 測定 JIS 型枠脱型時 
組積工事 
(ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛ
ｯｸ) 

圧縮強度 各工場管理値による 圧縮試験立合い ﾐｬﾝﾏｰ基準、

BS 
工場出荷前 1 回 試験報告書 

左官工事、

塗装工事、

屋根工事、

建具工事 

材料・保管・施

工・調合・塗り

厚・養生・施工

精度 

特記仕様書による 同左 同左 適宜 写真、書類 

給 排 水 工

事 
給水管 漏れ 水 圧 テ ス ト

1.75Mpa で 60 分

BS 配管完了時、各

系統別 
試験報告書 

 排水管 満水テスト  
電気工事 電線 規定値以内 絶縁テスト BS 配線完了時、各

系統別 
試験報告書 

通電テスト 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 建設資材 

 1) 調達方針 

建設資材の大半は現地調達が可能であり、現地調達を基本とする。 

 2) 調達計画 

・建築躯体工事 

躯体工事用の鉄筋、コンクリート材料、型枠、間仕切り壁用のコンクリートブロッ

ク等は現地製品を調達する。 

・建築内外装工事 

アルミサッシ、タイル、カラー金属折板、塗料、ガラス等の各種内外装資材は、輸
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入製品を含め現地市場での調達を基本とするが、気密扉は日本材とする。 

・空調・衛生工事 

空調機、排風機、シーリングファン、ポンプ類、タンク類、衛生陶器については、

輸入資材を含め現地市場にて調達する。 

・電気工事 

照明器具、盤類、電線、配管材等も輸入資材を含め現地市場にて調達する。 

・特殊設備工事 

ワクチン製造に係る大型特殊設備は、日本材とする。 

本プロジェクトにおいて予定される主要建設資材調達先は表 3-20 とおりである。 

表 3-20：主要建設資材調達先 

資機材名 
調達先 

備考 
現地 日本 第三国 

普通ポルトランドセメント ○   
骨材 ○   
異形鉄筋 ○   
型枠用ベニヤ  ○   
コンクリートブロック ○   
ガラスブロック ○   
防水材 ○   
軽量鉄骨材 ○   
カラー金属折板 ○   
アルミパネル ○ 
鋼製建具 ○ 
アルミ製建具 ○   
木製建具 ○   
気密扉 ○ 
ガラス ○   
タイル ○   
石膏ボード ○   
化粧ケイ酸カルシウム板 ○ 
岩綿吸音板 ○   
塗料 ○   
空調機 ○   
天井ファン ○   
ポンプ ○   

配管材・配管金物 ○   

衛生陶器 ○   
分電盤 ○   
配線・配管 ○   
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照明器具 ○   
避雷針 ○ 
消火栓 ○   
大型特殊設備 ○ 

 

(2) 機材 

ミャンマー国内でも汎用性のある PC 類、ガス器具ならびに家具類については現地調達と

する。それ以外の機材のうち、比較的高度な仕様が要求される機材は表 3-21 のとおり、日

本調達または第三国調達とする。この場合でも、アフターサービスの重要性を考慮し、ミ

ャンマー国または近隣国から技術者を派遣することが可能なメーカーを選定する。 

機材にかかる消耗品・交換部品の調達は原則ミャンマー側負担とするが、使用頻度がき

わめて高く継続的に使用する必要がある機材については数回分の消耗品・交換部品を含め

ることとする。 

本プロジェクトにおいて予定される機材の調達先は以下のとおりである。 

表 3-21：機材調達先 

機材名 
調達予定先 

備考 
現地 日本 第三国 

ワクチン生産管理用機材 
（PC、プリンター、ラック等） 

○   
 

滅菌用機材 
（床置型オートクレーブ、乾熱滅菌機、脱水

洗濯機等） 
○ ○ ○ 

 
スウェーデン 

細胞/ウイルス培養工程用機材 
（顕微鏡、セルローラー、ローラーボトル、

ガストーチ、クリーンベンチ等） 
○ ○ ○ 

米国 

ウイルス精製/ワクチン製造工程用機材 
（ウイルスろ過ユニット、超遠心機、安全キ

ャビネット等） 
 ○ ○ 

米国、シンガポール

ワクチン充填/保管用機材 
（キャッピングシステム、ディープフリーザ

ー等） 
○ ○  

 

その他ワクチン製造に必要な機材 
（ガラス製品、SUS 作業台、中央実験台等）

 ○  
 

口蹄疫診断用機材 
（リアルタイム PCR、DNA シークエンサー、

恒温槽、安全キャビネット、クリーンベンチ、

試薬セット等） 

○ ○ ○ 

米国、フランス、シ

ンガポール 
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(3) 輸送計画 

日本国からの機材の輸送については、コンテナ積み海上輸送を原則とする。ミャンマー

国の主要船荷受け港は、ヤンゴン港とする。ヤンゴン港の保税倉庫で通関検査を受け、通

関後、トレーラーにて建設サイトまで運ばれる。 

日本の主要港 →
海上輸送

ミャンマー国ヤンゴン →
陸上輸送

 サイト（ヤンゴン市内） 

日本国からの機材の調達は、船出しから現地到着まで通関業務を含め 1 ヵ月半程度見込

む必要がある。第三国製品についてもコンテナ積み海上輸送を原則とし、ヤンゴン港に荷

揚げする。 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

機材納入後、機材調達業者により派遣される専門技術者により、操作方法(機材仕様概要、

操作手順、機能確認等)と保守管理方法(日常点検、清掃・調整、軽微な故障に対する対応等)

についての指導を行う。引き渡し書類に操作・保守マニュアル、代理店およびメーカーの

問合せ先リスト等を含め、将来維持管理が可能な体制の構築を指導する。 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

現在の国立口蹄疫研究所においては、ウイルス大量培養を実施する生産機材に関する専

門的な教育、訓練を受けたスタッフは限られていることから、本事業のサステナビリィ確

保のためには、整備された施設と機材を適切に運用・維持・管理していくための技術支援

が不可欠である。ソフトコンポーネントとして、施設、インフラユーティリティー設備、

製造設備及び機材の原理と特徴、運用及び維持管理手法、本プロジェクトで整備する施設

及び機材を用いたワクチン製造計画の立案に必要な基本事項に関する初期支援を実施する。 

なお、計画の詳細については、本報告書の資料編に添付する「ソフトコンポーネント計

画書」を参照されたい。 

3-2-4-9 実施工程 

(1) 入札 

詳細設計終了後、実施機関である畜水産・地方開発省が本邦コンサルタントの協力を得

て、日本国において建設工事入札について参加資格審査(Prequalification: P/Q)を公示する。

審査結果に基づき、畜水産・地方開発省は入札参加を希望する本邦建設業者を招聘し、入

札を行う。機材調達は建設工事とは分離した入札とする。 

(2) 建設工事、機材調達 

5 月から 9 月は雨期にあたるが、プロジェクトサイトは比較的高台に位置しており、サイ

ト自体の冠水はない。工事用排水設備を整備すれば、雨期中も工事を継続することができ

る。本プロジェクトの建設工事は、仕様及び規模を勘案すると約 13 ヵ月と判断される。機

材据付工事は、建設工事の竣工にあわせて 1 カ月で実施する。 
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(3) ソフトコンポーネント 

建設工事後から順次、合計約 5 カ月間のソフトコンポ―ネントを実施する。既存施設か

らの移転や実施体制の構築等のミャンマー国側負担区分の円滑な履行が前提となる。 

本プロジェクトで想定される業務実施工程は表 3-22 のとおりとなる。 

表 3-22：業務実施工程表 

2 3 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 17

(現地調査)

(国内作業)

(現地調査)

(国内作業)

(現地作業)

2 3 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 17
＜建設工事 ＞

(工事準備)

(基礎工事)

(躯体工事)

(設備工事)

(内外装工事)

(特殊設備工事)

(試運転調整)

＜機材調達＞

(輸送)

(据付・調整)

2 3 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 17

14

計6.5月

計5月

計13月
4

1 4 14 15

15

15

1 4

1

ソ
フ
ト
コ
ン

ポ
ー

ネ
ン
ト

施
工
・
調
達

詳
細
設
計
・
入
札

14

 

3-3 相手国側負担事業の概要 

本プロジェクトを日本国政府の無償資金協力により実施する上で、ミャンマー国政府が

負担する項目は以下のとおり。 
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(1) 準備工事関連等 

・プロジェクトサイトの確保 

・日本側改修工事実施予定建物の明け渡し 

・地下埋設物調査の実施 

・既存建物等の撤去と整地、既存インフラの盛替え 

・迂回路の造成 

・インフラ引込(電力：インセインブッタリヨンロードからプロジェクトサイトまで) 

(2) 維持管理関連 

・日本国側協力対象外の一般家具・什器・備品の調達  

・施設・機材の維持管理に必要となる消耗品・交換部品等の手当 

・無償資金協力で建設された施設と調達機材の適正・効果的な活用と維持管理、これ

を実現する体制整備と人員の確保 

(3) 手続き関連 

・銀行取極の手続きおよび契約金額支払い手数料、支払授権書および修正授権書の通

知手数料 

・建築許可取得(ヤンゴン都市開発委員会の審査・承認) 

・本プロジェクトの実施に必要とされる各種許認可、免許等の発給 

・無償資金協力範囲で調達される輸入資機材の迅速な荷降ろし・免税・通関手続き 

・本プロジェクトに携わる日本国法人および日本人に対し、ミャンマー国内で課せら

れる関税、国内税その他の税制課徴金の免除 

・前項の日本人に対し、本プロジェクトの業務遂行のためのミャンマー国への入国お

よび滞在に必要な便宜供与 

・無償資金協力に含まれず、本プロジェクトの遂行に必要となるその他全ての費用負

担のための予算措置及び、その執行。 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 運営維持管理体制 

(1) 運営体制 

本施設及び機材を活用し、ローラーボトル培養法にて年間 100 万ドーズの口蹄疫ワクチ

ンの製造と口蹄疫の疾病診断を適切に実施するためには、表 3-23 の体制及び人材が必要と

なる。建物竣工及び機材納入までに、適当な人材を配置し、機材の初期操作指導やソフト

コンポーネント等に対応できる体制を確保する必要がある。 

表 3-23 口蹄疫研究所の体制と人員配置将来計画 

部門 ユニット 獣医 その他職員 
ワクチン 
製造 

細胞培養 6 5
ワクチン製造 8 8
品質管理 4 3

診断 血清学・ウィルス分類 4 3
PCR 4 3

管理事務 2 3
合計 28 25

 

(2) 維持管理体制 

既存の国立口蹄疫研究所には、維持管理専門の部署は存在しないが、軽微な修理に対応

できる要員を配置している。研究所内の要員で対応できない不具合については、畜産獣医

局へ修理を申請・依頼している。畜産獣医局の人材及び予算不足から申請に対して必要な

措置が実施されないケースが多く、故障のまま使用できない機材や、不具合個所が、放置

されている建物部位が多い。 

竣工後は、管理事務部門が維持管理業務を統括することになるが、修理は、従来どおり

畜産獣医局へ申請し予算を得て代理店等へ依頼することとなる。このため、修理申請に対

する畜産獣医局の迅速な対応が必要とされる。 

良好な施設・機材の維持管理には、日々のメンテナンスが必須となるが、ソフトコンポ

ーネントでメンテナンス計画の立案、具体的な手法、実施管理に係る技術支援を行う。 

3-4-2 維持管理計画 

(1) 施設 

施設の維持管理においては、①日常の清掃の実施、②磨耗・破損・老朽化に対する修繕

の 2 点が中心となる。 

修繕については、構造体を保護する内外装仕上げ材の補修・改修が主体となる。また、

施設の機能維持のための改修は 10 年単位となる。 
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施設の寿命を左右する定期点検と補修についての細目は、建設業者より施設引き渡し時

に｢維持管理取扱説明書｣として提出され、点検方法や定期的な清掃方法の説明が行われる。 

その概要は、一般的に表 3-24 のとおりである。 

表 3-24：施設定期点検リスト 

部位 各部の点検内容 点検回数 

外部 

・外壁の補修・塗り替え 
・屋根の点検、補修 
・外部建具廻りのシール点検・補修 
・雨樋・側溝・マンホール等の定期的点検と清掃

塗替え 1 回/5 年、補修 1 回/3 年

点検 1 回/3 年、補修 1 回/10 年

1 回/年 
1 回/年 

内部 

・内装の変更 
・間仕切り壁の補修・塗り替え 
・天井材の張り替え 
・建具の建て付け具合調整 
・建具金物の交換 

随時 
随時 
随時 
1 回/年 
随時 

 

(2) 建築設備 

建築設備については、設備が故障または、部品交換等の補修に至る前の、日常の｢予防的

維持管理｣が重要である。設備機器の寿命は、正常操作と日常的な点検・注油・調整・清掃・

補修等により、確実に伸びるものである。これらの日常点検等により故障や事故の発生を

未然に予防し、また事故の拡大を防ぐことができる。 

発電機、ポンプ等の動力機器は定期的な保守点検が必要であり、外部専門業者に維持管

理を委託し年 1 回程度の定期点検を行うことが望ましい。主要設備機器の一般的耐用年数

は表 3-25 のとおりである。 

表 3-25：設備機器の耐用年数リスト 

 設備機器の種別 耐用年数 

電気関係 
・配電盤 
・LED(ランプ) 
・発電機 

20 年～30 年 
20,000 時間～40,000 時間 
15 年 

給排水設備 

・ポンプ類、配管･バルブ類 
・タンク類 
・衛生陶器 
・送風機（ばっ気用） 

15 年 
20 年 
25 年～30 年 
15 年 

空調設備 
・空調機 
・排風機 

10 年 
20 年 

 

(3) ワクチン製造特殊備 

ワクチン製造特殊設備では、日常点検の実施、及び計器類の校正、消耗薬品や機材の補

充、磨耗・破損・老朽化に対する修繕が主な維持管理項目となる。機器の日常点検、及び
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消耗薬品や機材の補充は設備の重故障を防ぎ、安定した稼働と生産体制の維持に必須であ

る。自動化設備である精製水製造装置、純蒸気発生装置、注射用水製造装置、オートクレ

ーブはメーカーのサービスマンによる定期点検を実施する事が望ましい。また、オートク

レーブと純蒸気発生装置は圧力容器に該当するため、現地法制下における法定点検を受け

る義務が発生する。 

CIP/SIP ユニットや不活化装置、排水処理設備などの大型の機械装置は、定期的に外部

専門業者による定期メンテナンスを受けることが望ましい。 

(4) 機材 

本プロジェクトで調達される機材の維持管理にかかる組織、具体的な計画や手続きは調

達機材の据付工事開始前までには、体制を確立することが求められる。想定される維持管

理手続きの概要は以下の通り。 

・機材の据付・初期操作指導実施前までに維持管理体制を整える。 

・機材の初期操作指導は担当責任者を含む複数の使用者で受講する。 

・機材の維持管理は付属マニュアル等に従って日常の整備・点検を実施する。 

・機材のインベントリーを作成し、保守管理記録や消耗品・交換部品の管理を行う。 

・機材の不具合発生時に適切な対応を行う。 

具体的には、①故障の度合いの見極め、②簡易な故障はラボ内技術者による修繕対応、

③専門的な技術を要する場合はミャンマー国内の代理店またはメーカーと連絡を取り、技

術者の派遣を要請―等の対応が可能な体制を構築する。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 12.32 億円となり、日本とミ

ャンマー国の負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記(3)に示す積算条件によれば、次の

とおりと見積もられる。 

なお、下記の概算事業費は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

(1) 日本側負担経費 : 概略総事業費 12.22 億円 

表 3-26：日本側負担経費 

費 目 概略事業費(百万円) 
施 設 822

1,013 
機 材 191
実施設計・施工監理・技術指導 209 
合計 1,222 

 

(2) ミャンマー国側負担経費 :約 82 百万チャット (約 9.0 百万円)  

表 3-27：ミャンマー国側負担経費 

負担事項 
概算工事費 
(千 MMK) 

円換算 
(千円) 

(1) 建設工事関連 

1)地下埋設物調査 1,541 168

2)既存建物の解体・撤去 49,319 5,376

3)既存電線及び電柱の盛替え 2,480 270

4)既存樹木の伐採・徐根 335 37

5)協力対象事業用地の整地 1,209 132

6)迂回路の造成 738 80

7)インフラの引込み（電気） 2,437 266

(2) 機材調達関連 

1)家具・備品の調達 11,376 1,240

(2) 手続き関連 

銀行手数料等 12,970 1,414

合計 82,405 8,983
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(3) 積算条件 

・積算時点： 平成 26 年 5 月 

・為替交換レート： 1US$=103.33 円、1 ミャンマーチャット(MMK)=0.109 円 

・施工・調達機関 ： 詳細設計、建設・機材工事期間は、業務実施工程表に示した

とおりとする。 

・その他： 積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行う。 

3-5-2 運営・維持管理費 

本協力対象事業で整備した施設及び機材を運用し、年間 100 万ドーズの口蹄疫ワクチンの

製造及び口蹄疫疾病診断を実施した場合の運営・維持管理費は表 3-28 のとおり。 

表 3-28：維持管理費の概算 

 

(1) 算出根拠 

運営・維持管理費は、以下の前提条件で算出した。 

・物価上昇率 ： 平成 30 年 1 月に施設及び機材の引き渡しが完了し、運用が

開始される想定で、価格調査を実施した平成 26 年 5 月から

の物価上昇率の予測値として 22.8%を見込む。 

・施設稼働時間： 施設機能毎の年間稼働日数等は表 3-29 のとおりと想定する。 

費目  千MMK 

1. 人件費  78,226

2. 光熱費        ‐電気代  23,691
            ‐通信費  1,049
                        ‐水道代 186
                        ‐燃油代  23,410

3. ワクチン製造雑費  (材料、消耗品他)  50,600

4. 口蹄疫診断雑費（試薬、消耗品他）  67,263

5. 維持管理費                        ‐施設  27,660
                                                  ‐機材  1,623

合計 273,703
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表 3-29：稼働時間の想定 

部門 営業時間 年間稼働日数  
ワクチン 
製造部門 

7.5 時間/日 ワクチン製造機能：20 日/月 x 10
か月-6 日=194 日/年 
その他機能：20 日/月 x12 カ月-6
日=234 日/年 

ワクチン製造は、年間 10 万

ドーズ製造を 10 回実施。正

月休暇を 6 日分見込む。 
営業時間は、8:00～16:30。
昼休憩 1 時間を見込む。 

口蹄疫 
診断部門 

7.5 時間/日 20 日/月 x12 カ月-6 日=234 日/年 正月休暇を 6 日分見込む。 
営業時間は、8:00～16:30。
昼休憩 1 時間を見込む。 

事務管理 
部門 

7.5 時間/日 20 日/月 x12 カ月-6 日=234 日/年 正月休暇を 6 日分見込む。 
営業時間は、8:00～16:30。
昼休憩 1 時間を見込む。 

 1) 人件費 

本協力対象事業で整備される研究所には、合計 53 人のスタッフが配属予定であるが、職

位及び給与は表 3-30 のとおりと想定さる。 

表 3-30：本計画に係る人件費 

分類 職位 人数(人) 年給(千 MMK) 計（千 MMK） 

獣医 所長 1 1,980 1,980

研究事務員 7 1,740 12,180

研究員 7 1,500 10,500

技師 13 1,248 16,224

その他職員 作業員 24 900 21,600

警備員 1 960 960

   合計： 63,444

 

物価上昇率 23.3%を見込むと人件費は以下のとおり算出される。 

63,444 千 MMK x 1.233＝ 78,226 千 MMK 

 2) 光熱費 

・電気代 

トランス容量及び稼働率を勘案すると年間消費電力量は表 3-31 のとおりとなる。 

表 3-31：本計画に係る消費電力量 

施設機能 年間稼働時間

（時間） 
時間当たりの電

力量（kW） 
年間消費電力量

（KWh） 
ワクチン 
製造棟 

ワクチン製造機能 4,656 52 242,112
その他機能 1,755 38 66,690

口蹄疫診断棟 1,755 43 75,465
   合計： 384,267
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年間電気代は、以下のとおり算出される。 

(384,267Wh x 50 MMK/KWh + 500MMK) x 1.233=23,691 千 MMK 

ここで、電力単価：50MMK/KWh, 基本使用料：500MMK, 物価上昇率：23.3% 

・通信費 

電話：1 回線のみを使用する想定とする。既存施設の実績に物価上昇率を考慮し以下の

とおり算出される。 

350 千 MMK x 1.233=432 千 MMK  (a) 

インターネット：現地で一般的な接続タイプを想定し、物価上昇率を考慮する。 

500 千 MMK x 1.233=617 千 MMK  (b) 

 

通信費計(a)+(b)   1,049 千 MMK 

・水道代 

１日当たりの消費量及び稼働率を勘案すると年間消費水量は表 3-32 のとおりとなる。 

表 3-32：本計画に係る水消費量 

施設機能 年間稼働日数（日） 1 日当たり消費量（㎥） 年間消費量（㎥） 
ワクチン製造機能 194 4 776 
その他機能 234 4 936 
  合計： 1,712 

 

年間水道代は、以下のとおり算出される。 

(1,712 ㎥ x 88 MMK/㎥ + 100MMK) x 1.233=186 千 MMK 

ここで、水道単価：88MMK/㎥, 基本使用料：100MMK, 物価上昇率：23.3% 

・燃油代 

ボイラー：ワクチン製造に必要な純水を精製する熱源としてボイラーで使用する。ワ

クチン製造規模から勘案すると、蒸気使用量は年間 250t と想定される。ボ

イラーの容量及び燃費を考慮し、年間経費は以下のとおり算出される。 

250,000kg÷750kg/h x 52L/h x 991MMK/L x 1.233=21,180 千 MMK  (c) 

ここで、ボイラー容量：750kg/h, ボイラー燃費：52L/h, 燃油単価：991MMK/L, 物価

上昇率：23.3% 
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非常用発電機：稼働時間は平均して 1 日 30 分の運転時間と想定する。 

0.5h x 10L/h x365 日 x 991MMK/L x 1.233=2,230 千 MMK  (d) 

ここで、発電機燃費：10L/h, ワクチン製造施設稼働日数：365 日, 燃油単価：991MMK/L, 

物価上昇率：23.3% 

燃油代計(c)+(d)   23,410 千 MMK 

 3) ワクチン製造雑費（消耗品費） 

ワクチン 1 ドーズ当たり必要となる材料費等の消耗品費は、50.6MMK と想定される。年

間 100 万ドーズ製造するには、以下の経費が必要となる。なお、ワクチンの原材料費は、

国際的に価格が安定していることから物価上昇率は加味しない。 

50.6MMK x 1,000,000 = 50,600 千 MMK 

 4) 口蹄疫診断雑費（消耗品） 

上記ワクチン製造材料費以外に必要な機材の交換部品費、消耗品費は年間で 67,263 千

MMK と想定される。輸入品で構成されるこれら部品の価格は安定していることから物価上

昇率は加味しない。内訳明細は表 3-33 のとおりである。 

表 3-33：口蹄疫診断雑費 

機
材
番
号 

要請 
番号 

機材名 消耗品・交換部品
単価

(MMK) 

数量
(全数
量に
対し）

単 
位 

小計
(MMK) 

2 PM-02 
カラーレーザープ
リンタ 

トナー各色 276,000 20 式 5,520,000 

3 PM-03 レーザープリンタ カートリッジ 92,000 40 個 3,680,000 

11 PT-10 
デジタルカメラ付
き倒立顕微鏡 

ハロゲンランプ 19,000 3 個 57,000 

12 PT-11 セルローラー プーリー 28,000 50 個 1,400,000 

      
マグネチックプーリ
ー 

33,000 2 個 66,000 

      ドライブベルト 19,000 10 個 190,000 

      水平ベルト 10,000 20 個 200,000 

13 PT-12 ローラーボトル ローラーボトル 92,000 10 本 920,000 

14 PT-13 ローラーキャップ パッキン 3,000 100 個 300,000 

16 PT-15 クリーンベンチ A HEPA フィルター 367,000 1 式 367,000 

17 PT-16 廃液吸引セット フィルター 111,000 7 式 777,000 

      チューブ 19,000 7 式 133,000 

      フィッティング 14,000 7 式 98,000 

18 PT-20 ガストーチ ガスボンベ 1,000 48 本 48,000 

19 PT-21-1 培養器 A 炭酸ガス（40L) 23,000 12 式 276,000 

20 PT-21-2 培養器 B 炭酸ガス（40L) 23,000 12 式 276,000 
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23 PT-28 遠心用 PP ボトル ＰＰボトル 28,000 20 本 560,000 

25 PT-30 ポンプチューブ シリコンチューブ 652,000 1 式 652,000 

26 PT-31 安全キャビネット HEPA フィルター 367,000 1 式 367,000 

29 PT-34 EC 計 電極 505,000 3 本 1,515,000 

      標準液 37,000 3 式 111,000 

30 PT-35 pH 計 電極 505,000 5 本 2,525,000 

      標準液 37,000 5 式 185,000 

37 MS-02 
ワクチン製造用ツ
ールセット 

製造用ツール消耗品 2,753,000 1 式 2,753,000 

47 MS-05 シリコンチューブ チューブ 459,000 2 式 918,000 

48 MS-06 温度ロガー 交換用センサー 46,000 3 式 138,000 

53 DS-01 
リアルタイム
PCR システム 

光学接着フィルム 42,000 100 枚 4,200,000 

      
プレート＆ストリッ
プ 

753,000 1 式 753,000 

56 DS-10 
マイクロプレート
リーダー 

ハロゲンランプ 597,000 2 式 1,194,000 

62 DS-20 液体窒素容器 液体窒素 10,000 400 kg 4,000,000 

63 DS-21 培養器 C 炭酸ガス（40L) 23,000 12 式 276,000 

64 DS-22 
シングルチャンネ
ルマイクロピペッ
トセット 

マイクロチップ 459,000 1 式 459,000 

65 DS-23 
12 チャンネルマ
イクロピペットセ
ット 

マイクロチップ 459,000 1 式 459,000 

71 DS-34 分光光度計 石英セル 166,000 1 個 166,000 

      パスツールピペット 92,000 1 式 92,000 

      ゴム球 92,000 1 式 92,000 

72 DS-36 クリーンベンチ B HEPA フィルター 367,000 1 式 367,000 

75 DS-42 
ウィルス力価試験
セット 

マルチディッシュ 4,587,000 1 式 4,587,000 

77 DS-44 
診断用ツールセッ
ト 

96 ウェルマイクロ
プレート 

459,000 1 式 459,000 

90 DS-48 試薬セット 消耗分試薬 9,174,000 1 式 9,174,000 

91 MS-11 培地ろ過ユニット ろ過フィルター 9,174,000 1 式 9,174,000 

94 DS-49 
DNA シーケンサ
ー 

シーケンシングキッ
ト 

3,000 240 ラン分 720,000 

      ポリマー 6,000 240 ラン分 1,440,000 

      キャピラリ 12,000 240 ラン分 2,880,000 

      バッファー 7,000 240 ラン分 1,680,000 

      
96 ウェルマイクロ
プレート 

1,000 240 ラン分 240,000 

      セプタ 1,000 240 ラン分 240,000 

      エアフィルター 120,000 1 式 120,000 

      試薬 459,000 1 式 459,000 

合計 67,263,000 
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 5) 維持管理費 

・施設維持管理費 

建築修繕費：建物修繕費は経年で大きく変化するが、竣工後 10年間の年平均修繕費は、

仕上げ材等の修繕が必要となる部位の直接工事費の 0.1％と想定する。物

価上昇率 23.3%を見込む。 

963 千 MMK x 1.233 = 1,187 千 MMK  (e) 

設備補修費：設備補修費は竣工後 5 年間程度の間は少ないが、それ以降は部品交換や

機器交換が増加する。10 年間のスパンでみた年平均補修費は、概算で対

象部位の直接工事費の 0.2％と想定する。物価上昇率 23.3%を見込む。 

2,144 千 MMK x 1,233 = 2,644 千 MMK  (f) 

ワクチン製造特殊設備補修：原則として、自己破壊に繋がる異常は警報監視を行い故

障を未然に防ぐ構造とするが、日常点検を怠ったり、異常操作が原因で

故障する可能性が存在するため、定期メンテナンスにおける点検整備と

消耗品交換を設備整備費として購入コストの毎年 1%程度と想定する。ワ

クチン製造特殊設備は輸入品で構成されており価格が安定していること

から、物価上昇率は見込まない。 

23,829 千 MMK  (g) 

施設維持管理費計 (e)+(f)+(g)   27,660MMK 

・機材維持管費 

機材修理・メンテナンス費：機材修理及びメンテナンスに係る費用は定期的に必要と

なるものではないが、調達機材の耐用年数を 7 年と想定

した場合に必要となる費用を年割にした場合、機材費の

約 0.1%と想定した。供与機材の構成部品は輸入品で構成

されており価格が安定していることから、物価上昇率は

見込まない。 

1,623 千 MMK 

(2) 実行機関の予算 

近年の畜産獣医局の予算動向及び同局が製造したワクチン全体支出に対する口蹄疫ワク

チンの占める割合をそれぞれ表 3-35、表 3-35 に示す。 
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表 3-34：畜産獣医局の近年の予算動向 

年度 経常予算（千 MMK） 資本予算（千 MMK） 合計(千 MMK) 
2010-11 238,737 1,363,062 1,601,799
2011-12 1,578,906 183,324 1,762,230
2012-13 1,577,715 418,545 1,996,260
2013-14 3,123,364 6,272,618 9,395,982
2014-15 9,339,124 199,000 9,538,124

 

表 3-35：ワクチン全体支出に対する口蹄疫ワクチンの占める割合 

 2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 
ワクチン生産量（ドーズ） 221,260 250,200 145,100 134,100
口蹄疫ワクチン製造支出  (A) 
（MMK） 

78,191,238 129,709,920 82,574,732 72,781,983

全ワクチン製造支出  (B) 
（MMK） 

194,291,116 330,287,587 195,146,669 235,002,576

(A) / (B)  (%) 40 39 42 31

 

畜産獣医局の予算は、2012-13 年度から 2013-2014 年度に 4.7 倍に急増しているおり、

その他の年度を見ても堅調に増加している。急増した 2013-2014 年度の除いたとしても平

均で 8.2%の増加率となっている。 

一方、ワクチン全体支出に対する口蹄疫ワクチンの占める割合を見ると、2010-11 年度か

ら 2013-14 年度の平均で 38%を占めている。2014-15 年度は、全ワクチン製造予算に約

578,613 千 MMK 計上しており、2013-14 年度に比べて倍増していることを確認している。 

畜産獣医局の近年の予算傾向と同等の増加率で、畜産獣医局予算及び全ワクチン製造予

算ともに今後増加するものと想定すると、本計画の維持管理費が発生する 2017-18 年度に

は、それぞれ、約 12,082.165 千 MMK、約 732,942 千 MMK となるものと見込まれる。口

蹄疫ワクチン製造予算割当てが例年並みの 38%だとすると、約 278,517 千 MMK 確保され

ることとなり、必要となる維持管理費 273,708 千 MMK は、同年の畜産獣医局見込み予算

の 2.3%程度であることからも、問題なく予算確保ができると考えられる。 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクトの実施に当たり、下記の事項がミャンマー国政府により実行される必要

がある。 

(1)建設工事着工までに、以下のミャンマー国側負担工事・事項を行う。 

・既存建物の解体・撤去、既存電線及び電柱の盛替え、既存樹木の伐採・徐根 

・プロジェクトサイト用地の整地 

・迂回路の造成 

・建築許可の取得 

(2)本プロジェクトで調達される輸入資機材の荷降ろし・免税・通関手続きを迅速に行う。 

(3)建設工事中に電力を引込む。 

(4)日本側工事と並行および完成後に、以下のミャンマー国側負担工事を行う。 

・日本側協力対象施設内で使用する家具・備品の調達 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本プロジェクトの効果を発現・持続させるために、下記の事項がミャンマー国政府によ

り実行される必要がある。 

(1)「3-4-1 運営維持管理体制」で言及している体制及び人員を確保する。 

(2)プロジェクト終了後の運営・維持管理費を確保する。 

4-1 外部条件 

本プロジェクトの効果を発現・維持するために、下記の外部条件を満たす必要がある。 

・ドラフトである国家口蹄疫防疫計画が実施され、計画に従い口蹄疫防疫対策が進む。 

・必要なワクチン接種体制が維持される。 

・プロジェクトサイトの電力事情が現状より悪化しない。 

4-2 プロジェクトの評価 

4-2-1 妥当性 

本プロジェクトは以下の点から、我が国の無償資金協力による対象事業として、妥当性

が認められる。 

(1) プロジェクトの裨益対象 

 1) 周辺アジア地域における影響 

口蹄疫の発生は、フィリピン、インドネシアとマレーシアの島嶼地域を除き、東南アジ

ア地域では広く認められている。これまで軍事政権下で、ミャンマー国の口蹄疫防疫対策

が立ち遅れてきた点、家畜頭数が周辺国に比べて群を抜いて多い点、経済理論に従い価格
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の安い地域から高い地域への国境を越えた家畜の移動が認められる点を勘案すると、ミャ

ンマー国において口蹄疫防圧を支援することは、近隣諸国のなかで最もインパクトが大き

く、周辺アジア地域の畜産業の安定及び発展に寄与するものと考えられる。 

 2) ミャンマー国内における影響 

ミャンマー国では、農業人口が突出しており、貧困層の割合も農業従事者が過半を占め

る。口蹄疫の防圧は、農畜産生産の安定化につながり、以下の点で裨益することで貧困削

減に寄与するものと考えられる。 

・乳量、肉量の増産 

・家畜の売却時の収入の増加 

・海外への健康畜の輸出増加 

・役畜として継続的な利用 

(2) ミャンマー国の中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

当国政府内の農村開発・貧困緩和中央委員会は、2011 年 5 月に開催されたワークショッ

プを端に、農村開発と貧困緩和を効果的かつ効率的に実施することを目的とした 8 つの開

発課題を掲げた「農村開発・貧困緩和アクションプラン」を策定し、「畜・水産セクターの

開発」を位置づけている。また、同ワークショップを受け 2011 年に策定された「畜産・水

産セクター短期計画」(2011-2015)において、「動物疾病管理」が政策の一つとして提示さ

れている。このように、本プロジェクトは、同国の開発戦略の方向性とも合致している。 

(3) 我が国の援助政策・方針との整合性 

本プロジェクトは、2012年4月に見直された我が国の対ミャンマー新経済協力方針におい

て「国民の生活向上のための支援」に合致する。同支援方針のもとJICAは、農業セクター

において、①デルタ地帯を主対象とした集約的農業支援、②中央乾燥地を主対象とした複

合農業支援、③シャン州北部地域を主対象とした農村開発・生計向上支援、④ネピドー・

イエジンを対象とした政策立案・人材育成支援の4 分野・地域を対象に支援を実施してい

る。本プロジェクトは、①集約的農業支援の中に位置づけられ、家畜衛生改善を通じた畜

産振興及び農業生産性向上に資するものである。 

4-2-2 有効性 

本プロジェクト実施により期待される成果は以下のとおりであり、本プロジェクトの有

効性が見込まれる。 

 

 

 

(1) 定量的効果 

口蹄疫ワクチン製造及び診断施設が整備されることにより、以下の効果が期待される。 
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表 4-1：定量的指標 

指標名 基準値 
（2013 年実績値） 

目標値（2020 年） 
事業完成 3 年後 

口蹄疫ワクチン製造量 25 万ドーズ/年 100 万ドーズ/年 
口蹄疫診断件数 1,775 検体/年 4,000 検体/年 
口蹄疫診断精度の向上 
（診断可能項目数） 

0 項目 7 項目 

 

指標算出根拠 

 1) 口蹄疫診断件数 

A) 口蹄疫アウトブレーク発生時の診断（Hotspot における診断） 

3 x 10 = 30 検体 / 年 

ここで、 3 検体 / アウトブレーク（既存口蹄疫研究所実績）、10 アウトブレーク / 年

（ミャンマー国の 5 年平均） 

 

B) Suspected Hotspot の診断 

30 x 2 = 60 検体 / 年 

ここで、年間、診断件数を A の 2 倍と想定する 

 

C) Critical Control Point の診断 

250,000 x 0.03 =7,500 検体 / 年 

ここで、年間、公認市場の取引頭数（25 万頭）の 3%程度を診断すると想定する 

 

A+B+C=7,590 検体 / 年 

ネピドーラボとヤンゴンラボの診断キャパシティが同等とすると、 

7,590/2=3,795≒4,000 検体 / 年 

 2) 診断可能項目数 

2013 年の実績及び 2020 年に想定される診断項目は以下の表のとおり。 

表 4-2：口蹄疫ワクチン診断項目 

2013 年時点 2020 年想定 
液相競合エライザ・サンドイッチ法 間接エライザ・サンドイッチ法 

ウイルス分離法 
PCR 法 
液相競合エライザ・サンドイッチ法 
中和試験 
非構造蛋白質を用いた抗体検出法 
遺伝子解析法 
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(2) 定性的効果 

・ワクチン製造が適切な手順で行われることで、効率的にワクチンが生産される。 

・ワクチンの品質管理試験が適切に行われることで、ワクチンの性能が確保される。 

・ワクチン製造施設としての安全性が確保される。 

・口蹄疫診断が適切な手順で行われることで、診断精度が向上する。 

・口蹄疫ワクチン接種地域の畜産安全性が向上する。 
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1. 調査団員・氏名 



 
 

1. 調査団員・氏名 

現地調査Ⅰ (期間：2014 年 4 月 21 日から同年 5 月 30 日まで) 

氏名 担当分野 調査期間 所属 

鍋屋 史郎 総括 5 月 11 日～5月 17 日
JICA 農村開発部 

専任参事 

坂本 研一 
家畜疾病診断/ 

機材 
5 月 11 日～5月 17 日

独立行政法人農業・食品産業技術

総合研究機構 

動物衛生研究所 国際重要伝染病

研究領域長 

山根 誠 計画管理 5 月 11 日～5月 17 日
JICA 農村開発部 

水田地帯第一課企画役 

木村 孝明 
業務主任/ 

建築計画 
5 月 11 日～5月 20 日 株式会社山下設計 

黒田 信吾 
副業務主任/ 

構造診断 

4 月 21 日～4月 26 日

5 月 11 日～5月 30 日
株式会社山下設計 

冨樫 経廣 
機材計画 I-1 

ワクチン製造 
5 月 11 日～5月 20 日 株式会社シーエムプラス 

安本 篤史 
機材計画 I-2 

ワクチン製造 
5 月 11 日～5月 25 日 株式会社シーエムプラス 

玉木 智宏 
機材計画 II 

家畜疾病診断 
5 月 11 日～5月 30 日

インテムコンサルティング 

株式会社 

大原 みさと 
機材調達/ 

積算 
5 月 17 日～5月 30 日

インテムコンサルティング 

株式会社 

山本 英輔 設備計画 1 5 月 11 日～5月 20 日 株式会社山下設計 

Win Min Oo 設備計画 2 
4 月 22 日～4月 25 日

5 月 19 日～5月 30 日
株式会社山下設計 

望月 裕明 
施工計画/ 

積算 1 
4 月 21 日～4月 26 日 株式会社山下設計 

小林 由佳 
施工計画/ 

積算 2 
5 月 11 日～5月 30 日 株式会社山下設計 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

現地調査Ⅱドラフト説明調査 (期間：2015 年 12 月 13 日から同年 12 月 19 日まで) 

氏名 担当分野 調査期間 所属 

要田 正治 総括 
12 月 13 日 
～12 月 19 日 

JICA国際協力専門員 

今井 裕明 計画管理 
12 月 13 日 
～12 月 19 日 

JICA農村開発部 農業・農村開発

第一グループ 調査役 

黒田 信吾 
業務主任/ 
建築計画 

12 月 13 日 
～12 月 19 日 

株式会社 山下設計 

安本 篤史 
機材計画 I-2 

ワクチン製造 

12 月 13 日 
～12 月 19 日 

株式会社シーエムプラス 

 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 調査行程 

 



 
 

2. 調査日程 

現地調査Ⅰ (期間：2014 年 4 月 21 日から同年 5 月 30 日まで) 



 
 

現地調査Ⅱドラフト説明調査 (期間：2015 年 12 月 13 日から同年 12 月 19 日まで) 

1 12/13 日 成田→ヤンゴン

2 12/14 月 口蹄疫研究所視察、夕移動（ヤンゴン→ネピド）

3 12/15 火 畜水産・地方開発省との協議

4 12/16 水 ミニッツ協議

5 12/17 木 ミニッツ協議・署名

6 12/18 金 午前移動（ネピド→ヤンゴン）、大使館、JICA報告、（出国）

7 12/19 土 →成田

期間

機材計画Ⅰ-2
ワクチン製造

7

黒田　信吾

業務主任
建築計画

7

安本　篤史

7

要田 正治
今井 裕明

官団員

 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.  関係者（面会者）リスト 

 



 
 

3. 関係者（面会者）リスト 

 

所属 職位 名前 

 

畜水産地方開発省 

畜産獣医局 局長 Dr. Myint Than 

副局長 Dr. Yee Tun Win 

副局長 Dr. Aung Zan Htue 

 調査・疾病予防部 部長 Dr. Kyaw Naing Oo 

副部長 Dr.Zin Mar Aung 

副部長 Dr. Min Thein Maw 

部長補佐 Dr. Sein Lwin 

  国立口蹄疫研究所 血清・ウイルス分類ユニット 研究員 Dan Mu Mu Myint 

  細胞培養ユニット 研究員 Dr. Myint Han 

  ワクチン製造ユニット 研究員 Dr. Kyu Kyu Wai 

  診断・疾病管理課 副課長 Dr. Myint Win 

   獣医学分析研究所 課長補佐 Ms. Aye Sandar Cho 

   疫学ユニット 研究員 Ms. Tu Tu Zaw Win 

 管理部 

  計画課 副課長 Dr Khin Ohmar Lwin 

 畜産開発部 

  家畜・飼料・乳製品事業 動物医薬品製造工場 工場長 Dr. Nant Yin Yin Myint

畜水産総局 副局長 Dr. Khin Zaw 

      

ミャンマー獣医協会 執行役員 Dr. Khin Maung Latt 

 



 
 

 

国立家畜衛生研究所 （タイ） 

 動物用生物製剤局 局長 Mr. Niteth Lertlimchalalai 

  生物製造部門 チーフ Mr. Kamontmip Thunpimon 

  品質管理部 チーフ Mr. Nopporn Patanaprasith 

  口蹄疫部 チーフ Mr. Chaiya Sangapranhon 

  技術員 Mr. Suphanet Hansuri 

  ウイルス製造部  Mr. Aree Katsumon 

   Mr. Anurak Trakara Uwa See 

  排水処理、環境  Mr. Varunyu Chomfuang Raew 

  獣医官  Mr. Somkiat Sripisuth 

 口蹄疫地方リファレンスラボ 所長 Dr. Somajai Kamolsiripichaifoan 

 主任獣医 Dr. Rompheuke 

 主任獣医 Dr. Panithan Thongtha 

   

在ミャンマー日本大使館 参事官 松尾英明 

二等書記官 渡部正一 

二等書記官 和田英紀 

   

JICA ミャンマー事務所 次長 稲田恭輔 

所員 伊佐康平 

所員 佐藤 恭之 

 

 

 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 討議議事録（Ｍ／Ｄ） 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)現地調査 I 

  

































 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)概要説明調査 
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5. ソフトコンポーネント計画書 
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ミャンマー連邦共和国 

口蹄疫対策改善計画 

ソフトコンポーネント計画書 

1.ソフトコンポーネントを計画する背景 

ミャンマー国口蹄疫対策改善計画（以下、当該プロジェクト）は、ヤンゴン市インセイン地区にある国立口蹄疫研

究所（以下、FMD ラボ）において口蹄疫ワクチン製造および口蹄疫診断に必要な機材を調達し、これら機材の設

置、据付に必要な施設を新設・改修するものである。 

FMD ラボでは現在、獣医 5 名、その他職員 20 名の体制（内ワクチン製造は獣医 2 名を含む合計 10 名）で平底

フラスコ培養による年間 20～25 万ドーズの口蹄疫ワクチン製造を実施している。同ラボは、当該プロジェクトで導

入する平底フラスコ培養法の応用であるローラーボトル培養法に必要な最低限の基礎技術を持つ人員を有して

いるが、当該プロジェクトで目標とする 100 万ドーズのワクチン製造量を実現するためには、人員が不足しており、

ミャンマー国側は当該プロジェクトのなかで下記表-1 のとおり技術者の増員を計画している。かつて FMD ラボが

実施していたものの現在の人員が製造経験を有しないローラーボトル培養を用いたワクチンの量産といった新し

い技術・製造手法を導入するにあたり、これら技術者に対し施設・機材を適切に運用・維持管理するのに必要な

初期段階での技術支援を実施することが望ましく、ミャンマー国側から日本国に対しソフトコンポーネントの実施

が要請された。 

このようなことから当該プロジェクトでは、整備された施設、設備、機材を適正に運用及び維持管理するために、

必要な知識及び手法をはじめ、製造設備及び機材の基礎的知識、口蹄疫ワクチンの量産プロセスについての基

本事項を習得させることを目的としたソフトコンポーネントを実施する。 

本ソフトコンポーネントでは口蹄疫ワクチン製造施設及び精製水製造装置、純蒸気発生装置、蒸留水製造供給

装置、排水処理設備といったインフラユーティリティー設備、ワクチン製造設備及び機材に係る日本人専門家をミ

ャンマーへ派遣し、施設、インフラユーティリティー設備、製造設備及び機材の原理と特徴、運用及び維持管理

手法に関する技術支援を実施するとともに、当該プロジェクトで整備する施設及び機材を用いたワクチン製造計

画の立案に必要な製造設備の構成や設計時点の設定条件を理解させる。実施場所は当該プロジェクトで整備さ

れるワクチン製造棟とする。対象者は、当該プロジェクトの中でミャンマー国側が新たに整備する体制及び人員配

置計画に基づいた FMD ラボのスタッフおよび関係者とする。なお、FMD ラボの各部門における具体的な人員構

成は以下の表のとおりである。 

表-1 ミャンマー国側が計画する FMD ラボの体制と人員配置 

部門 ユニット 獣医 その他職員 
ワクチン 
製造 

細胞培養 6 5
ワクチン製造 8 8
品質管理 4 3

診断 血清学・ウイルス分類 4 3
PCR 4 3

管理事務 2 3
合計 28 25
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2. ソフトコンポーネントの目標 

ソフトコンポーネントの実施により、以下に示す目標の達成が期待される。 

I.  口蹄疫ワクチン製造施設及びインフラユーティリティー設備の運用及び維持管理手法の習得 

当該プロジェクトで整備する口蹄疫ワクチン製造施設は微生物学的封じ込め（バイオセーフティーレベル 2：

BSL-2）対応の施設である。したがって BSL-2 基準に準拠した更衣手順や入退室規則、製造室の衛生管理等の

施設運用方法を習得する。また、本施設にはインフラユーティリティー設備として精製水製造装置、純蒸気発生

装置、蒸留水製造供給装置、排水処理設備が導入されることから、これらの日常的な維持管理手法を習得する。

このような専門技術が習得されることで、口蹄疫ワクチン製造施設及びインフラユーティリティー設備に係る適切

な運用及び維持管理体制が構築されることを目標とする。 

II. 口蹄疫ワクチン製造設備の運用及び維持管理手法の習得  

当該プロジェクトでは、年間１００万ドーズのワクチン製造量を達成するために、ウイルス不活化等の工程で大容

量のタンクが必要となる。これら大型設備は、手動による洗浄や滅菌が困難であるため、タンク内部の洗浄や滅

菌に使用する定置洗浄（CIP: Cleaning In Place）設備や定置滅菌（SIP：Sterilization In Place）設備が必要となる

他、量産用ワクチン製造機材のための大型滅菌機等が必要となる。これら製造設備を適切に運用するために必

要な原理及び維持管理手法を習得する。このような専門技術が習得されることで、口蹄疫ワクチン製造設備に係

る適切な運用及び維持管理体制が構築されることを目標とする。 

III. 口蹄疫ワクチン製造機材の運用及び維持管理手法の習得 

口蹄疫ワクチンの量産には、大規模培養のためのインキュベーターやセルローラーと呼ばれる回転式培養装置、

培養液やウイルス液の調製機材、運搬するタンクや最終製品をボトルに充填、分注、アルミキャップ巻締などのワ

クチン製剤化機材が必要となる。そのためこれらを適切に運用し、維持管理するために必要な原理及び維持管

理手法を習得する。このような専門技術が習得されることで、ワクチンの安定的製造が可能な管理体制が構築さ

れることを目標とする。 

IV. 口蹄疫ワクチン製造施設における量産プロセスの理解 

当該プロジェクトで整備する施設及び機材は、概略設計時の設計条件に基づき、規模・仕様を設定していること

から、ソフトコンポーネント実施段階において、FMD ラボのスタッフおよび関係者と設計条件に関する情報共有を

行う必要がある。詳細設計段階においても、技術情報の共有を行うが、新しい FMD ラボの人員体制は完工のタイ

ミングで整備されることから、新体制のスタッフに対して、確実に必要情報を理解させる。 

これにより、実際にワクチン製造を行う技師らが、試作製造及び本格的な量産体制の構築に必要な施設及び機

材の技術情報を把握することで、ワクチンの製造システムの立ち上げを確実にすることを目標とする。 
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3. ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネント完了時に達成されるべき成果は以下のとおりである。 

I. 口蹄疫ワクチン製造施設及びインフラユーティリティー設備の運用及び維持管理手法の習得に関する成果  

I-①BSL-2 に準拠した施設の運用手法が習得される。 

I-②精製水製造装置、純蒸気発生装置、蒸留水製造供給装置、排水処理設備の運用及び維持管理手法が習

得される。 

II. 口蹄疫ワクチン製造設備の運用及び維持管理手法の習得に関する成果 

II-①定置洗浄（CIP: Cleaning In Place）設備や定置滅菌（SIP：Sterilization In Place）設備の原理と運用方法、維

持管理手法が習得される。 

II-②大型滅菌機の滅菌原理と運用方法、維持管理手法が習得される。 

III. 口蹄疫ワクチン製造機材の運用及び維持管理手法の習得に関する成果 

III-①細胞の大量培養、ウイルス液調製に必要な製造機材の原理や運用方法、維持管理手法が習得される。 

III-②ワクチン充填機、アルミキャップ巻締器などのワクチンの製剤化機材の操作手法や効率的な運用方法、維

持管理手法が習得される。 

IV. 口蹄疫ワクチン製造施設における量産プロセスの理解に関する成果 

IV-①当該プロジェクトで供与する口蹄疫ワクチンの製造施設及び機材の設計条件に係る技術情報が理解され

る。 

IV-②ワクチンの量産に係る注意事項や効率化のための技能に関する知識が獲得される。 
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4. 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果及び成果の確認方法は以下のとおりである。 

  

成果項目 確認方法 

Ⅰ 

口蹄疫ワクチン

製造施設及びイ

ンフラユーティリ

ティー設備の運

用及び維持管

理手法の習得 

① BSL-2 に準拠した施設の運用手

法が習得される。 

② インフラユーティリティー設備の

運用及び維持管理手法が習得

される。 

①及び② 

各種基準書、手順書及び記録書の確認 

OJT の教育訓練記録の確認 

技術習得確認テストの確認 

 

Ⅱ 

口蹄疫ワクチン

製造設備の運

用及び維持管

理手法の習得 

① CIP/SIP 設備の原理と運用及び

維持管理手法が習得される。 

② 大型滅菌機の滅菌原理と運用

及び維持管理手法が習得され

る。 

①及び② 

各種手順書及び記録書の確認 

OJT の教育訓練記録の確認 

技術習得確認テストの確認 

 

Ⅲ 

口蹄疫ワクチン

製造機材の運

用及び維持管

理手法の習得 

①細胞の大量培養、ウイルス液調製

に必要な製造機材の原理と運用及

び維持管理手法が習得される。 

②ワクチン製剤化機器の運用及び

維持管理手法が習得される。 

 

①及び② 

各機材のマニュアル記載事項の確認および模擬液

を使用した OJT の教育訓練記録の確認 

技術習得確認テストの確認 

 

Ⅳ 

口蹄疫ワクチン

製造施設におけ

る量産プロセス

の理解 

①口蹄疫ワクチン製造施設及び機

器の設計条件に係る技術情報が理

解される。 

②ワクチン量産に係る注意事項や製

造効率化のための技能に関する知

識が獲得される。 

①及び② 

教育訓練記録の確認 

ワクチン量産計画原案の確認 

技術習得確認テストの確認 
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5. ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

日本側は、ソフトコンポーネントを実施するために当該プロジェクトの進行に合わせて、それぞれの分野の専門家

を派遣し、各部門の責任者・スタッフの教育、実習を、調達機材を使用して実施し、ワクチン製造に必要な機材の

適正使用に関する教育指導をミャンマー側と共同で行う。 

(1) 活動計画 

ソフトコンポーネントの具体的内容を以下に示す。 

成果項目 活動内容 

専門家 概要 

Ⅰ 

口蹄疫ワク

チン製造施

設及びイン

フラユーテ

ィリティー設

備の運用

及び維持

管理手法

の習得 

①BSL-2 に準拠した施設の

運用手法が習得される。 

 

 

 

口蹄疫ワク

チ ン 施 設 ・

イ ン フ ラ ユ

ーティリティ

ー設備専門

家 

・以下の基準書/手順書/記録書の作成指導、OJT

の実施 

-入退室手順書／記録書 

-衛生管理基準書／手順書／記録書 

-施設日常点検手順書/記録書 

・教育訓練記録の作成 

・技術習得確認テストの実施 

 

②インフラユーティリティー

設備の運用及び維持管理

手法が習得される。 

・以下の手順書/記録書の作成指導、OJT の実施 

-各設備標準作業手順書/記録書 

-各設備日常点検手順書/記録書 

・教育訓練記録の作成 

・技術習得確認テストの実施 

 

Ⅱ 

口蹄疫ワク

チン製造設

備の運用

及び維持

管理手法

の習得 

①CIP/SIP 設備の原理と運

用及び維持管理手法が習

得される。 

口蹄疫ワク

チン製造設

備機材専門

家 

 

・CIP/SIP 設備の原理と構造に係る講義 

・以下の手順書/記録書の作成指導、OJT の実施 

- CIP/SIP 設備の標準作業手順書/記録書 

- CIP/SIP 設備の日常点検手順書/記録書 

・教育訓練記録の作成 

・技術習得確認テストの実施 

 

②大型滅菌機の滅菌原理と

運用及び維持管理手法が

習得される。 

・第一種圧力容器の運転操作管理に必要な知識

や安全対策の指導 

・以下の手順書/記録書の作成指導、OJT の実施 

-大型滅菌機の標準作業手順書/記録書 

-大型滅菌機の日常点検手順書/記録書 

・教育訓練記録の作成 

・技術習得確認テストの実施 

 

Ⅲ 

口蹄疫ワク

チン製造機

材の運用

及び維持

管理手法

の習得 

①細胞の大量培養、ウイル

ス液調製に必要な製造機材

の原理と運用及び維持管理

手法が習得される。 

②ワクチン製剤化機器の運

用及び維持管理手法が習

得される。 

・各機材のマニュアル記載事項の確認および模擬

液を使用した OJT の実施 

・教育訓練記録の作成 

・技術習得確認テストの実施 
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Ⅳ 

口蹄疫ワク

チン製造施

設における 

量産プロセ

スの理解 

①口蹄疫ワクチン製造施設

及び機器の設計条件に係る

技術情報が理解される。 

口蹄疫ワク

チン製造プ

ロセス専門

家 

・設計条件についての講義とワークショップの 

・技術習得確認テストの実施 

 

②ワクチン量産に係る注意

事項や製造効率化のための

技能に関する知識を獲得す

る。 

・量産化計画についての講義 

・製造計画原案の作成指導 

・教育訓練記録の作成 

・技術習得確認テストの実施  

 

各成果に対する活動計画の必要性と留意事項は以下のとおりである。 

Ⅰ. 口蹄疫ワクチン製造施設及びインフラユーティリティー設備の維持管理手法の習得 

BSL 準拠施設の管理を厳密に実施していない既存の FMD ラボにとって、基礎的な BSL 準拠施設の運用及び維

持管理手法を習得することは、ウイルスの大量培養施設の管理要件として必須事項である。当該プロジェクトのワ

クチン製造施設は BSL-2 準拠であるが、BSL-2 施設の基本概念を指導するとともに、専門家立会いの下、標準

作業手順書（SOP：Standard Operational Procedure）を作成することで、施設の適切な運用及び維持管理手法の

文書化とその徹底を図る。 

インフラユーティリティー設備については、口蹄疫ワクチン製造プロセス専門家による量産プロセスの指導により、

製造計画や具体的な設計条件が理解できた後に、本設備の指導を行うことで、各インフラユーティリティー設備

の用途及び位置付けをより具体的に理解することができ、実践的な運用及び維持管理手法を身につけることが

できる。 

Ⅱ. 口蹄疫ワクチン製造設備の運用及び維持管理手法の習得 

ワクチン量産で使用される大型製造設備の運用には、洗浄対象物に合わせた洗浄条件について適切な知識や

運転管理技術が必要となる。また、大型滅菌器では、発生する排水も滅菌対象となり、取扱いに専門知識を要す

る。これらの洗浄、滅菌設備の不適切な運用は、ウイルス漏洩や人身事故を引き起こす可能性があり、大変危険

である。 

これら設備の運用及び維持管理手法の習得には、SOP の作成指導を行う他、導入される設備を直接使用した実

習を行うことで、実践的な技術の習得を行う。 

Ⅲ. 口蹄疫ワクチン製造機材の維持管理手法の習得 

ワクチンの大量製造に使用する製造機材は、現状の FMD ラボで導入されているものよりも複雑で専門性の高い

機材が導入される。例えば、出来上がったワクチン原液を数千本の小分け容器に効率的に分注するためには、

充填機や巻締器等の半自動機器が必要となる。これら製造機材の実践的な運用及び維持管理手法を習得する

ためには、各機材の取扱いに関する技術指導をはじめ、SOP の作成指導が有効であることから、維持管理手法

の文書化とその徹底を図る。 
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Ⅳ. 口蹄疫ワクチン製造施設における量産プロセスの理解 

当該プロジェクトにおけるワクチン製造法の設計条件はタイ国パクチョン FDM 研究所における製造実績と、ヤン

ゴン FDM 研究所における製法（イタリアが技術移転）を元に、ミャンマー国の事情を考慮し設定されている。これ

らの設計条件を明確に理解していないと、細胞培養の拡張条件や製造パラメーターなどの設定が実際の製造設

備条件と乖離し、製造に支障をきたすことが予測される。専門家により設計条件に関する情報共有を行い、これら

情報をもとに、先方スタッフと協議の上、製造計画原案を作成することで、FMD ラボ職員らが量産プロセスの全体

像をより詳細に理解することができ、ワクチンの製造システムの立ち上げを確実にすることができる。 

 

(2) 投入 

1) 施設・インフラユーティリティー専門家          ：日本人 1 名（国内 0.50ＭＭ,現地 1.43ＭＭ） 

2) ワクチン製造設備/製造機材専門家  ：日本人 1 名（国内 0.50ＭＭ,現地 1.67ＭＭ） 

3) ワクチン製造プロセス専門家    ：日本人 1 名（国内 0.50ＭＭ,現地 1.20ＭＭ） 

 

（3）活動内容 

１）国内事前準備 

各専門家は、ソフトコンポーネント実施前に、国内でカリキュラム案の策定、現地実施機関との調整、講義資料の

作成を行う。期間は各専門家それぞれ 7 日間とする。 
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２）現地派遣 

Ⅰ．口蹄疫ワクチン製造施設・インフラユーティリティー設備専門家 

本専門家は、施設完工直後に入り指導を行う。詳細は以下のとおりである。 

日数 週 活動内容 指導形態 

1 次派遣 

43 日 

1～2 

 

 移動（日本→ﾔﾝｺﾞﾝ） 

 実施機関との直前打ち合わせ 

 インフラユーティリティー設備の現地据え付け状態確認 

 維持管理手法構築のためのチューニング及び機器稼動状態

調査 

 教育対象者、及び教育機関に関する現地スタッフとの協議、

カリキュラム修正 

 

 協議 

 

 

 

 協議 

3～5  インフラユーティリティー設備維持管理手法講義 

 現地における日常点検手法の OJT 

 BSL-2 施設管理方法の講義、更衣手順の検討/評価。 

 各種手順書/記録書作成指導 

 インフラユーティリティー設備に関する OJT トレーニング 

 日常点検記録、報告書等のチェック、レビュー指導 

 運転状態確認 

 発生するトラブルへの対応、ワークショップによる情報共有 

 講義 

 実習 

 実習 

 講義 

 実習 

 実習 

 実習 

 実習 

6  技術習得確認テスト（動作確認、インタビュー等）、及び不足部

分の再教育実施 

 運用に関する質疑応答、運用状態確認 

 ＬＢＶＤへソフコン中間報告 

 移動（ﾔﾝｺﾞﾝ→日本） 

 実習 

 

 実習/講義 
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Ⅱ．ワクチン製造設備/製造機材専門家 

当専門家はワクチン製造設備/製造機材を担当する。指導対象者が、口蹄疫ワクチン製造施設及びインフラユー

ティリティー設備の維持管理手法習得と同じであるため、インフラユーティリティー設備に関する指導が終了した

後に実施する。 

詳細は以下のとおり。 

日数 週 活動内容 指導形態 

1 次派遣 

50 日 

1～3 

 

 移動（日本→ﾔﾝｺﾞﾝ） 

 実施機関との講義内容打ち合わせ 

 講義資料の修正等 

 ワクチン製造設備の原理と構造に関する教育 

 定置洗浄（CIP）の原理と管理手法に関する教育 

 定置滅菌（SIP）の原理と管理手法に関する教育 

 各機器に対する CIP 条件の設定及び洗浄効果測定 

 各機器に対する SIP 条件の設定及び滅菌効果測定 

 CIP/SIP 設備に対する日常点検・管理手法教育 

 CIP/SIP 設備に対する手順書/記録書の作成指導、チェック、レ

ビュー 

 

 協議 

 

 講義 

 実習 

 実習 

 実習 

 実習 

 実習 

 講義 

4～6 

 

 高圧蒸気滅菌の原理と管理手法に関する教育 

 圧力容器取り扱いに関する安全教育 

 高圧蒸気滅菌機を用いた滅菌パターンの検討 

 高圧蒸気滅菌の運転操作立会、及び指導 

 模擬液を使用した製造設備、製造機材の稼働立ち合い、トラブ

ルシューティング法の指導 

 日常運転管理 OJT の実施 

 講義/実習 

 実習 

 実習 

 実習 

 実習 

 実習 

 実習 

7 

 

 ワクチン製造機材の日常運転管理 OJT の実施 

 技術習得確認テスト（動作確認、インタビュー、筆記）の実施 

 OJT における理解不足部に関する教育指導 

 ＬＢＶＤへソフコン最終報告 

 移動（ﾔﾝｺﾞﾝ→日本） 

 実習 

 講義/実習 

 講義/実習 
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Ⅲ．ワクチン製造プロセス専門家 

本専門家は当該プロジェクト完工約 1か月前に入り、ワクチン製造施設設計のベースとなる口蹄疫ワクチンのロー

ラーボトル製造法に関して指導を行い、完工後すぐに他の専門家の指導を開始することができるようにする。 

詳細は以下のとおりである。 

日数 週 活動内容 

1 次派遣 

36 日 

1 

 

 移動（日本→ﾔﾝｺﾞﾝ） 

 ＬＢＶＤへソフコン概要説明 

 実施機関との講義内容（ワクチン製造法）打合せ 

 講義資料の修正 

 技術指導日程の調整 

 研修実施場所の確保と準備、講義資料準備 

 

 協議 

 協議 

 

 

 

2～5  設計条件に関する教育 

 細胞培養の拡張条件、製造パラメーターに関する教育 

 大量製造時の留意事項、効率化に関する教育 

 量産化検討項目の協議、計画 

 製造計画原案の策定協議、支援 

 技術習得確認テスト（筆記等）の実施、不足部分の再教育実施 

 移動（ﾔﾝｺﾞﾝ→日本） 

 講義 

 講義 

 講義 

 講義 

 講義 

 講義 

 

   

３）国内作業 

現地での研修終了後、国内にて報告書等のとりまとめを行う。期間は各専門家それぞれ 3 日間とする。 

 

 

6. ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本ソフトコンポーネントの実施にあたっては、当該専門分野にかかる日本人コンサルタントが担当する。ワクチン

製造に係る工程開発を含む施設の立上げ、大量生産管理について知見を有し、当該プロジェクトで中心となる日

本調達品の設備及び機材の運用及び維持管理に精通した日本人コンサルタント以外の対応は困難である。 
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7. ソフトコンポーネントの実施工程 

実施工程は以下のとおり想定される。 

  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

実施工程 施設施工                  

機材調達                  

ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ                  

ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ詳細工程表 

施設・インフラユーティリティー専門家             

ワクチン製造設備/製造機材専門家            

ワクチン製造プロセス専門家             

成果品              

□：国内作業、■：現地作業 

実施場所は当該プロジェクトで整備される口蹄疫ワクチン製造棟とする。無償資金協力による機材調達が終了直

後に、調達機材を用いて実技研修を実施することとする。 

 

8. ソフトコンポーネントの成果品 

施主及び日本側へのソフトコンポーネント完了報告書の他、ソフトコンポーネントの成果品として次を予定する。 

①講義用資料 

②各種基準書/手順書/記録書 

③各種報告書 
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9.相手国側の責務 

実施機関である畜水産地方開発省畜産獣医局（LBVD）職員および FMD ラボ職員等本計画の関係者は、本技

術指導の日程調整および会場の提供を行うとともに、対象となる研修員を選定し、技術指導に参加させることが

求められる。また LBVD は、ソフトコンポーネントの成果として得られた技術を基に、職員の継続的研修、予算措

置、調達業務など、施設の運営・実施にあたって必要となる対応を速やかに実施することが求められる。 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 収集資料リスト 



 
 

6. 収集資料リスト 

 

番号 資料の名称 
オリジナル 
コピーの別 

発行社等(発行年) 

1. MANUAL OF ASEAN STANDAEDS FOR ANIMAL VACCINES ソフトコピー 

ASEAN Cooperation in 

Food, Agriculture and 

Forestry（1998） 

2. 
MANUAL OF ASEAN RULES AND PROCEDURES FOR THE 

REGISTRATION OF ANIMAL VACCINES 
ソフトコピー 

ASEAN Cooperation in 

Food, Agriculture and 

Forestry（1998） 

3. 
MAUNUAL OF ASEAN STANDARDS FOR GOOD MANUFACTURING 

PRACTICES (GMP) FOR ANIMAL VACCINES 
ソフトコピー 

ASEAN Cooperation in 

Food, Agriculture and 

Forestry（1998） 

4. THE NATIONAL DRUG LAW ソフトコピー ミャンマー国政府（1992）

5. NATIONAL FOOT AND MOUTH DISEASE PLAN OF MYANMAR(案) ソフトコピー 畜産獣医局（2014） 

6. PROTOCOL FOR THE MANUFACTURE OF FMD VACCINE ソフトコピー 不明（不明） 

7. 気象データ（ヤンゴン市カバアイェ気象台） ソフトコピー 水文気象局（2014） 

8. 動物製剤プラント建物既存図面 ソフトコピー 畜産獣医局(不明) 

9. BUREAU OF VETERINARY BIOLOGICS の活動紹介 ソフトコピー 
Bureau of Veterinary 

Biologics（2014） 

10. 
REGIONAL REFERENCELABORATORY FOR FMD IN SOUTH EAST 

ASIA の活動紹介 
ソフトコピー 

REGIONAL 

REFERENCELABORATORY 

FOR FMD IN SOUTH EAST 

ASIA（2014） 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. その他の資料・情報 

 



7-1 自然条件調査　測量図



The project for the improvement of foot and mouth disease control in Myanmar
Insein Township, Yangon Region.

2.3 Location of Boring Points
The locations, levels and coordinates of investigation points of boring points were designated by 
the client. The locations of boreholes are presented in Figure - 2.3.

Figure - 2.3 : Plan Map of Investigation Boring Points

Table - 2.2 : Coordinates of Borehole Points

BH No. N E Elevation

BH-1 16°53'10.3" 96°06'44" natural GL

BH-2 16°53' 11.0" 96° 06' 44.0" natural GL

BH-3 16°53' 11.7" 96° 06' 44.0" natural GL

BH-4 16°53' 11.5" 96° 06' 45.3" natural GL
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① ② ③ ④ ⑤ I II III IV V VI

PM-01 PM-01 パーソナルコンピュータ 12 16 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 診断用PC4台を含む数量

PM-02 PM-02 カラーレーザープリンタ 2 2 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PM-03 PM-03 レーザープリンター 6 6 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PM-04 PM-04 PCデスク 12 12 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PM-05 PM-01 プリンターラック 6 統 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PM-06 PM-01,02,03 トナー 12 統 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 各プリンタに統合

PM-05 プロジェクター 1

PM-06 スクリーン 1

UT-01 ボイラー 2 建 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

UT-02 チラーユニット 2 建 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

UT-03 LPGガス供給システム 2 建 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

UT-04 精製水製造装置ユニット 1 建 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

UT-05 蒸留水製造供給ユニット 1 建 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

UT-06 オイルフリースクリューコンプレッサーユニット 2 建 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

UT-07 CIPユニット 1 建 A 新規 ◯ △ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

UT-08 SIPステーション 2 建 A 新規 ◯ △ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

UT-09 排水不活化システム 1 建 A 新規 ◯ △ ◯ ◯ ◯ ○ ×

UT-10 排水処理システム 1 建 A 新規 ◯ △ ◯ ◯ ◯ ○ ×

UT-11 大型蒸気滅菌機 5 建 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ○ ◯

UT-17 オートクレーブ（床置型） 4 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ○ ◯

オートクレーブ（卓上型） 削 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ○ × 床置型で対応可能なため削除

UT-12 UT-12 乾熱滅菌器 3 2 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ○ ◯

UT-13 発電機 2 建 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ○ ○ × 施設組み込み機材として建築負担に変更

UT-14 変圧器 1 建 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ○ ○ × 施設組み込み機材として建築負担に変更

UT-15 UT-15 洗濯機 1 2 - 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 国内解析にて必要性有と判断

UT-16 UT-16 乾燥機 1 2 - 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ 国内解析にて必要性有と判断

PT-01 培地調製タンク 2 建 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

PT-02 MS-11 培地ろ過ユニット 6 1 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-03 アルミゲル調製タンク 1 建 B 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

PT-04 クロロフォルム処理タンク 1 建 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

PT-05 不活化タンク 2 建 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

PT-06 オイルアジュバント調製タンク 1 建 C 新規 △ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ×

PT-07 調製タンク 2 建 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

PT-08 リザーバータンク 3 建 B 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

PT-09 保管タンク 2 建 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

PT-10 PT-10 顕微鏡 3 3 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-11 PT-11 セルローラー 8 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-12 PT-12 ローラーボトル 300 300 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-13 PT-13 ローラーキャップ 500 500 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-14 PT-14 細胞培養用遠心機ユニット 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-15 PT-15 細胞培養用クリーンベンチ 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ △ ◯

PT-16 PT-16 真空ポンプ 7 7 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-17 PT-16 廃液タンク 7 統 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ PT-16に統合

PT-18 ラミナーフローブース 2 建 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-19 ガスバーナー 9 削 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ × ガストーチの構成品とする

PT-20 PT-20 ガストーチ 9 6 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-21 PT-21 培養器 4 4 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-22 培養室 2 建 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ ×

設備用機材

滅菌用機材

最 終 要 請 機 材 検 討 表

要請理由
（新規/更新/

追加）

判断基準（○、△、×）
優先
順位

選定基準 削除基準
判定
結果

計画機材
番号

備考分野 機材名
要請
数量

要請番号
計画
数量
※1

ウイルス培養工
程用機材

生産管理用機材
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① ② ③ ④ ⑤ I II III IV V VI

最 終 要 請 機 材 検 討 表

要請理由
（新規/更新/

追加）

判断基準（○、△、×）
優先
順位

選定基準 削除基準
判定
結果

計画機材
番号

備考分野 機材名
要請
数量

要請番号
計画
数量
※1

PT-23 MS-12,13 充填/キャッピング装置 4 1 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ △ ◯

PT-24 MS-11 ウイルスろ過フィルター 1 統 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ MS-11培地ろ過ユニットの構成品とする

PT-25 PT-25 超遠心機 2 2 A 新規 ◯ △ ◯ ◯ △ ◯

PT-26 PT-25 超遠心機ローター 2 統 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ × 超遠心機の構成品とする

PT-27 PT-27 冷却遠心機 2 3 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-28 PT-28 遠心用PPボトル 50 150 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-29 PT-29 チュービングポンプ 4 4 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-30 PT-30 ポンプチューブ 12 12 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-31 PT-31 安全キャビネット 4 5 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-33 PT-33-1 電子天秤 A 2 1 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-33-2 電子天秤 B 3 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

PT-34 PT-34 EC計 2 3 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

PT-35 PT-35 pH計 4 3 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

ST-01 低温保管庫 3 建 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 施設組み込み機材として建築負担に変更

ST-02 ST-02 冷凍庫 3 3 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

ST-03 ST-03 ディープフリーザー 2 3 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

ST-04 ST-04 2ドア冷蔵庫 6 5 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

ST-05 DS-46-7,8,9 機材保管棚 9 11 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

MS-01 MS-01 ガラス製品キット 1 1 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

MS-02 MS-02 製造ツールキット 1 1 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

MS-03 MS-02 血球計算盤 20 統 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

MS-04 MS-04-1~6 作業台 12 14 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

MS-05 MS-05 シリコンチューブ 5 5 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

MS-06 MS-06 温度ロガー 8 8 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

MS-07 MS-07 表面温度計 2 2 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

MS-08 MS-08 台車 10 10 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

MS-04-7,8 実験台 3

DS-01 DS-01 リアルタイムPCRシステム 1 2 B 新規 ○ △ ○ △ ○ ○ ○

DS-02 DS-49 シークエンサー 1 1 B 新規 ○ △ ○ △ ○ ○ ×
国内解析の当初段階では必要な技術レベルの高さから計画機
材からは外したが、最終的には復活。

DS-03 電気泳動装置 4 削 B 新規 ○ △ ○ △ ○ ○ × 必要な仕様はリアルタイムＰＣＲで賄うことができるため、削除

DS-04 電気泳動用紫外線照射装置 4 削 B 新規 ○ △ ○ △ ○ ○ × 必要な仕様はリアルタイムＰＣＲで賄うことができるため、削除

DS-05 写真撮影装置 4 削 B 新規 ○ △ ○ △ ○ ○ × 必要な仕様はリアルタイムＰＣＲで賄うことができるため、削除

DS-06 DS-01 PCR用コンピューター 5 統 B 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ DS-01リアルタイムPCRの構成品とする

DS-07 DS-07 マイクロプレート用振盪器 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-08 DS-07 マイクロプレート用インキュベーター 2 統 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ × DS-07振盪器をインキュベータ機能付きとする

DS-09 DS-09 マイクロプレート用ウォッシャー 2 2 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-10 DS-10 マイクロプレートリーダー 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-11 DS-10 蛍光色素検出用コンピューター 2 統 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ DS-10マイクロプレートリーダー構成品とする

DS-12 高速遠心分離機 2 削 B 新規 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

DS-13 DS-13 低速遠心分離機 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-14 DS-14 マイクロ遠心分離機 3 3 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-15 超遠心分離機 1 削 B 新規 × × ○ ○ × ○ ○ ○ ×

DS-16 DS-16 磁気撹拌装置 （大） 5 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

磁気撹拌装置 （小） 統 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ MS-02製造ツールキットに統合

DS-17 DS-17 超冷凍庫 2 2 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-18 DS-18 冷凍庫 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-19 ST-04 冷蔵庫 7 5 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

診断用機材

精製用機材

ワクチン充填/保
管用機材

その他ワクチン製
造に必要な機材
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最 終 要 請 機 材 検 討 表

要請理由
（新規/更新/

追加）

判断基準（○、△、×）
優先
順位

選定基準 削除基準
判定
結果

計画機材
番号

備考分野 機材名
要請
数量

要請番号
計画
数量
※1

DS-20 DS-20 液体窒素容器 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-21 DS-21 CO2インキュベーター 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-22 DS-22 シングルチャンネルマイクロピペットセット 20 4 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-23 DS-23 12チャンネルマイクロピペットセット 4 4 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-24 PT-20 ブンゼンバーナー 2 2 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ PT-20ガストーチと同仕様とする

DS-25 PT-36-1,2 恒温槽 4 3 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-26 DS-26 蒸留水製造装置 1 1 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-27 DS-27 倒立顕微鏡 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-28 PT-33-2 電子天秤 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-29 DS-34 分析天秤 2 2 B 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-30 UT-17 オートクレーブ 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-31 UT-12 乾熱滅菌器 2 2 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-32 UT-17 滅菌缶 10 統 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ ○ オートクレーブ（床置型）の構成品とする

DS-33 DS-33 ドライオーブン 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-34 DS-34 分光光度計 2 2 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-35 PT-31 安全キャビネット 1 1 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-36 DS-36 クリーンベンチ 1 1 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-37 製氷機 1 削 C 新規 × ◯ ◯ ◯ ◯ ○ ○ ×

DS-38 PT-35 pHメーター 2 2 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-39 DS-39 タッチミキサー 5 5 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-40 MS-03 血球計算盤 20 20 B 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-41 DS-41 アスピレーター 2 2 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-42 DS-42 ウィルス力価試験セット 2 1 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-43 DS-43 ガラス器具セット 1 1 A 更新 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-44 DS-44 診断用器具セット 1 1 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-45 DS-45-1,2 実験台 4 2 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-46 DS-47 スツール 17 17 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-47 DS-46-7,8,9 機材保管棚 1 21 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

DS-48 DS-48 試薬セット 1 1 A 新規 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ○

※1

統：他アイテムの構成品として統合したアイテム

建：建築ポーションに移行したアイテム

削：協力対象としないこととし削除したアイテム

① ミャンマー国のワクチン製造計画、口蹄疫防疫計画に適合している
② 現地研究員の技術レベルと整合している
③ 陳腐化のサイクルが遅く市場価値の持続性が比較的長い
④ 高額な消耗品を頻繁に必要としない
⑤ 現地技術者による維持管理が可能なレベルである

要請機材の妥当性検証のための判断基準

【選定基準】

IV 使用頻度が低いと見込まれるなど、費用対効果が低い
V  他の要請機材の内容と重複する、或いは他の機材で代替が可能
VI 大幅な設備改修が必要、或いは予算の制約等により協力対象に含める

【削除基準】 要請機材の優先基準

A  本プロジェクトの計画機材として必要性かつ妥当性の認められる機材
B  本プロジェクトに含むことが望ましいが、国内解析にて更なる検討を要する機材
C  対象外、あるいは代替手段により調達できる機材

I   施設側での整備が妥当
II  使用可能な現有機材・他ドナー供与の機材との重複が確認された
III 現地で技術的・コスト的に維持管理が困難
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